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1 

「はじめに」 

 

冷戦が終結してはや 20 年、２極構造は終焉を迎えましたが、その後も民族紛争は

絶えず、国際テロリストの活動の活発化、破綻国家の存在や海賊行為の頻発など、世

界は未だ平和と安定を迎えていません。また、わが国の周辺地域に目を向けても、弾

道ミサイル発射や核実験を再開した北朝鮮、経済力を背景に軍事力の増強を続ける中

国など、安全保障上の課題は複雑化しています。さらに、圧倒的な軍事力を背景とし

て、ときに単独主義的な行動をとってきた米国が、オバマ政権の誕生により国際協調

を重視することで、安全保障をめぐる世界の潮流が変化するとの指摘もあります。 

 

こうした時代背景の中、紛争後の復旧・復興や大規模災害時の救援などの国際平和

協力活動に、わが国自衛隊の活躍が求められる場面は増大しています。このことは、

自由で民主的な国際システムの維持・構築のために、あるいは憲法前文において、「国

際社会において、名誉ある地位を占めたい」とするわが国が、自ら果たすべき役割を

自問自答する機会でもあります。 

加えて、国土が狭く、四方を海に囲まれたうえ、エネルギー・食料などの自給率が

低いわが国にとって、海上輸送路の安全確保はとりもなおさず日本国民の安全・安心

を守ることになります。このように、安全保障や自衛隊の活動は、かつてのように国

土防衛だけでなく、さまざまな側面から語られるようになってきました。 

 

安全保障環境の大きな変化を踏まえつつ、懇談会において多角的な議論を進めて参

りましたが、その中で出た意見の大勢は次の三点だと思います。 

一点目は、安全保障環境の変化を受け、日米同盟を深化させつつ、日本自身の役割

を明確にしていく必要があること。 

二点目は、国際テロ、破綻国家など、グローバル化した新たな課題に立ち向かうた

めにはわが国の国際協力の質と量を充実させていく必要があること。 

三点目は、少子高齢化や経済の低成長といった社会の成熟化や厳しい財政事情の中

にあっても、わが国の防衛を支える人や産業・技術、地域社会などの基盤の維持が重

要であること。 

 



2 

今回、当懇談会に座長として参加させていただくという機会に恵まれましたが、懇

談会での議論を通じ、私自身が感じたことが二つあります。 

一つ目は、安全保障の問題やあるべき姿について、国民的議論をせずとも平和を享

受できていたわが国では、世界の安全保障を脅かす事案や国際社会からの要請に遭遇

しながらも、国民全体として必ずしも切迫感を持つことができてこなかったのではな

いかということです。しかしながら、安全保障環境が変革期を迎えた今、わが国のこ

ういった姿勢は、もはや国際社会から許されるものではなく、平和国家たる日本が果

たすべき役割や課題について、国民に分かりやすい形で提示し、国民的関心を喚起す

るとともに、必要な法整備などの議論も含めてしっかりと考えていく必要があるとい

うことです。 

二つ目は、今後ますます多様化し、重要性が増す自衛隊の活動については、国民か

らの十分な理解や支持が不可欠ですが、そのためには防衛省のみならず政府全体での

努力が必要であるということです。災害救援や海外派遣、またミサイル防衛など、自

衛隊の活動が国民の眼に触れる機会が増えてきている今日こそ、日本や世界の平和と

安全のために必要な人的・物的コスト、あるいは自衛隊活動を支える地域社会との共

生について、国民レベルで正面から見つめ直すべきと思います。 

 

今回、豊富な知識と経験を持つ委員の皆さんの献身的なご協力を得て、本報告書を

作り上げることができました。具体的な内容は本章に譲りますが、本報告書が、次期

防衛大綱策定の資となることはもとより、国民的関心を引き起こす一つの契機となれ

ば幸いです。 

最後に、議論を盛り立てていただいた委員や有識者の皆さん、そして事務局として

懇談会を支えてくれた内閣官房に心より御礼申し上げます。 

 

 

安全保障と防衛力に関する懇談会 

座 長    勝 俣  恒 久
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序章 

 

 

 2001 年 9 月 11 日からすでに 7 年が過ぎ、冷戦終結から 20 年が過ぎた。さらに先

の大戦からは 65 年が過ぎようとしている。この間、世界は多くの戦争、貧困、混乱

に見舞われたが、日本は戦火を交えることもなく、国民は基本的に安心で豊かな生

活を送っている。民主主義は定着し、言論の自由が保障される中、学び、批判する

自由がある。世界有数の経済大国になり、国際社会の重要な構成員である。日本は

現在の自由で開かれた国際社会の恩恵を最も享受している国の１つといえよう。 
 これまで、日本は国際安全保障にも、日本の防衛にも抑制的に関わることを選択

してきた。しかし、今日、世界には大きな変化が訪れている。消極的に行動してい

ても日本の安全が保障されるという時代は終わりつつある。日本が国際安全保障に

おける自国の役割についてより真剣に考え、より積極的に行動する時期にきている、

と本懇談会は考える。軍事力を実際に用いることなく、平和が維持されることが安

全保障にとって望ましいのは当然である。私たちは、軍事力の使用が最後の手段で

あるという原則を決して放棄すべきではない。しかし、平和は非軍事と同義ではな

い。日本の防衛のためにも、国際社会の安全のためにも、平和を守るためには軍事

力を用いなければならない場合もある。重要なのは、例え犠牲を強いてでも守るべ

き安全保障上の目標について国民の間で十分な議論と了解があること、そして、そ

の目標達成のために軍事力が適切に使われる仕組みを平素から築いていくことであ

る。これからも日本人が大切だと思う世界が維持されるためには、いまいちど、日

本がめざす世界を明らかにし、その理想の実現に向けて能動的に努力していかなく

てはならない。 

 この報告書では、安全保障戦略を描くことを目標とした。日本には、明文化され

た国家安全保障戦略は存在しない。このため、政府の各施策の整合性が十分にとれ

ず、効果的な対外政策、安全保障政策を進めることができないことがしばしばあっ

た。日本がめざす安全保障目標をどうやって実現していけばよいかを示すのがこの

報告書の目的である。冷戦時代と比べて、現在の安全保障環境の特徴は、平時と有

事の白黒がつきにくく、脅威の存在も特定しにくいことである。そのため、安全を

守るためには、防衛力だけでなく、外交力、経済力、文化交流などさまざまな方法

で安全を確保していくことが必要となっている。したがって、本報告書でも、防衛

力のあり方を中心に据えながらも、他の施策のあり方についても提言している。 

 防衛計画の大綱については、本懇談会は、2004 年に制定された現行の大綱（16
大綱）を見直すべきだと提言している。16 大綱が想定していた安全保障環境と現在

を比較すると、いくつかの変化があり、それらに対応するために、私たちは防衛力

の見直しが必要だと考える。具体的には、後に詳述するように、圧倒的な力の優位

をもって国際システムを牽引してきた米国の力に変化がみられる一方で、１国だけ
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では解決し得ず国際協力を必要とする多岐にわたる問題が増えているという状況が

ある。日本周辺に目を転じると、北朝鮮の核兵器・ミサイル能力は向上し、現実的

な脅威となっている。また、中国の軍事力増強が地域の不安定要因となり得るなど、

地域の安全保障環境にも変化がみられる。これらグローバル及び地域的な変化に的

確に応えるための見直しが必要である。なお、9.11 以降の国際テロなど新たな脅威

への認識や北朝鮮の核・ミサイル開発など日本周辺の不安定要因を踏まえて、16 大

綱が打ち出した多機能弾力的防衛力については、その実効性をいっそう上げるため

の提言を行っている。 

 今回の報告書で、私たちは、安全保障上の脅威や懸念についても明記することに

した。問題を直視し、それを伝えることによって透明性を高め、国民とともに考え

ることが重要だと考えたからである。これは、私たちの日本の民主主義に対する信

頼感と自信にも基づいている。適切に防衛力が使われることを担保するのは、究極

的には民主主義である。民主主義国家においては、軍事力行使をも含む安全保障の

判断は、国民一人ひとりに責任がある。海外に向けては、日本がめざす方向を示し、

正直に懸念を表明することによって、日本の意図や行動に対する誤認が生じること

を避けようとする狙いがある。懸念を表明した場合でも、それは敵対的な態度の表

れではなく、安定的な関係を構築したいという意図があるからである。 

 これまでの防衛政策から一歩踏み出す一方で、そのことが日本の安全にマイナス

の影響を及ぼさないような施策を講じることも同時に提言している。それは、周辺

諸国との協力関係推進や、文民統制（シビリアン・コントロール）をより実効的に

するための見直しなどである。防衛力を保有し、使用するにあたって、私たち日本

人が正しい判断を下し、実行できる制度と環境を整備していくことが重要である。 

 この報告書を基に国民的な議論が深まり、適切で実効性の高い安全保障政策が実

現されることを期待する。 

 本報告書では、第一章で新しい日本の安全保障戦略を提示する。まず、安全保障

戦略の理念と目標を示した上で、日本をとりまく安全保障環境を俯瞰し、目標達成

の妨げになる脅威や取り組まなくてはならない問題を特定する。その上で、どのよ

うにそれらを解決していくかの手立てを示す。第二章では、とくに防衛力に焦点を

絞って、そのあり方、使い方についての提言を示す。第三章は、懇談会が提案する

安全保障戦略を実現するために検討すべき制度や政策上の課題について述べる。 
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第一章 新しい日本の安全保障戦略 

 

 

第１節 安全保障戦略の理念と目標―日本がめざす世界 

（１）日本の安全と繁栄の維持 

○日本の安全 

 日本がめざす世界においては、まず、日本の安全が確保されなくてはならない。

日本人が求める安全のレベルは非常に高く、人々は毎日の暮らしのなかで安全保障

を意識しないですむ状態が維持されることを当然としている。しかし、ひとたび安

全が脅かされれば、日常生活に優先してその回復に努めなければならない。そのよ

うな状況に陥らないように未然に脅威や問題を取り除くことが必要である。そのた

めには、日本に対する武力による侵害・威嚇を防ぎ、また被害を最小化するための

備えが求められる。 

 

○海外で活動する日本人の安全 

 日本人の活動は日本国内に限定されないので、世界各地で活動する日本人の安全

がグローバルに守られなくてはならない。日本人が自由に世界各地を行き来できる

よう、交通の安全も守られなくてはならない。 

 

○自由で豊かな生活 

 多くの日本人が現在の社会や日常生活が維持されることを望んでいるであろう。

自由で豊かな国民生活を維持するためには、開かれた国際システムの下、経済活動

や移動の自由が保障される必要がある。日本の経済基盤を維持し、科学技術力、産

業競争力を強化することが望まれる。 

 

（２）地域と世界の安定と繁栄の維持 

○地域と世界の安定 

 日本の安全のためには、日本の周辺における安定が確保されなければならない。

とくに、隣接する地域における安定は重要である。また、日本人の生活の基盤を守

るためにも、地域の安定、世界の安定が必要である。 

 

○市場と市場へのアクセスの安定 

 経済的な繁栄を維持するためには、資源や食料の供給が維持され、市場へのアク

セスが確保されると同時に、海上輸送路（シーレーン）の安全が維持されなければ

ならない。海外の市場も安定している必要があり、日本にとって重要な貿易相手国・

地域の安定も不可欠である。 
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（３）自由で開かれた国際システムの維持 

○個人の自由と尊厳が守られる世界の実現 

 豊かな生活は物質的な豊かさにとどまらない。日本国内と世界各国において自由

で民主的な価値を増進させることが求められる。世界中で、基本的人権が守られる

ようになることも大きな目標である。世界の多くの地域では、未だに平和や安全を

欠き、餓えと恐怖に怯える人々も少なくない。統治能力を欠く、破綻した国家・社

会の中にあっては将来に希望を抱いて生きることも困難である。政府が迫害など恐

怖の源泉であることもある。個人がこの世界に生まれて、その能力を最大限に発揮

できるような機会を得ることが個人の幸せと世界の豊かさにつながる。そして、世

界の人々の暮らしが向上し、社会が安定することが、個人の自由や民主主義を尊重

する社会を築くことにもつながる。 

 

○国際的なルール・取り決めが遵守される世界の維持 

 国際社会においては、国内とは異なり中央政府が存在せず、各国の国益が対立す

る場面も少なくない。利害の調整が武力によって行われることもあるが、今日の世

界は不完全ながらも、国際条約や国際連合及びその専門機関などによって国際的な

ルールが整備されている。これらの国際的なルールや取り決めが遵守されなくては

ならない。違反行為に対しては厳しく罰していく制度・能力の強化も必要であろう。

そのためには、国際機関がさらに整備され、規範意識が醸成される必要がある。日

本としても、国際機関の強化や国際的な規範作りに、積極的な役割を果たしていく

必要がある。 

 

○武力による現状変革が指向されない世界の維持 

 日本は、侵略戦争を否定し、武力による紛争解決を否定している。国際安全保障

にこれまでよりも積極的に関与することになってもこの原則が変わることはない。

国際紛争を武力によって解決しないという了解が世界に広まることが、日本人のめ

ざす世界であろう。 

 

日々、緊密になる世界にあって、これらの目標を実現することが、日本が希求す

る世界の実現につながる。人と人との間に壁を立てることができない以上、１国の

安全のためには世界全体が平和になることが必要である。 

若者がそれぞれの夢の実現のために留学し、海外から日本に来て学ぶ。家族が海

外旅行に出かけて無事に帰って来る。企業が海外の企業と取引を行い、共同で新し

い製品を開発する。意見の違いがあれば、実力によるのではなく、話し合いや裁判

によって解決を図る。これら当たり前のように見えることが、これからも当たり前

である世界が続くことが大事だ。 
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第２節 日本をとりまく安全保障環境 

 日本がめざす世界の実現には、まず現在の国際環境を分析し、目標の達成を妨げ

る課題を特定しなければならない。その上で、持てる手段をどのように使って、そ

れらの課題を解決していくかを考える必要がある。 

 

（１）基本趨勢 

○グローバル化の進展 

 世界の経済、社会のグローバル化は進展している。経済を中心に相互依存は深化

し、１国の営みを１国だけで担おうとしても、もはやそれは不可能に近い。どこか

１国だけが得をしたり損をしたりという状況は少なくなり、利益も被害も共有する

ことが多い。グローバル化進展の好ましい結果として、主要国間の安定がもたらさ

れ、大国間の大規模戦争の蓋然性が低くなった。 

 その一方で、グローバル化の進展は、脅威の拡散の原因にもなっている。一見、

特定の地域に限定されているような問題も、その影響は全世界に広まっている。例

えば、ソマリアのように日本から遠く離れた国家の国内情勢が日本及び国際的な安

全に影響を与えている。ある国の統治能力の低下が国内治安の悪化を招き、国際テ

ロや国際犯罪の温床になりかねない。以前は人道的な見地から捉えられがちだった

国際協力は、よりいっそう安全保障の文脈で考えられるべき状況になっている。 

 

○トランスナショナルな問題の増加 

 グローバル化と同時に国境をまたぐ（トランスナショナルな）問題も増えている。

地球規模の気候変動、環境問題、感染症など、国家間で協力しないと解決できない

問題が増えており、深刻化している。安全保障上の脅威も国際テロ、大量破壊兵器

の拡散、海賊問題と、いずれも国境を超えた問題である。国境を超えた問題の増加

は、国境を固めて鎖国状態の中で平和を維持しようと思っても不可能に等しい状況

を生んでいる。この結果、今までとは質の異なる新しい問題を解決するために、国

際的な協力と健全に機能する国際システムの存在がこれまで以上に求められる。 

 

○国際システムの変動 

 ところが、その国際システムそのものに変化の予兆がみられる。戦後 65 年間、国

際システムを先頭に立って主導してきたのは米国で、現在もその点には変わりはな

い。米国は、政治、経済、社会、文化とさまざまな面で多くの国に支持されている。

日本にとっても米国は密接で重要な国であり続け、日米同盟は安全保障上の利益を

守るための便宜的な関係をはるかに超えた強い絆を提供している。しかし、米国の

絶対的な力の優位に変わりはないものの、中国、インドといった新興国の台頭など

によって、パワーバランスには変化が生じている。さらに、１国では解決できない

問題が増加しているため、米国が単独で問題解決することができる範囲は以前に比

べて小さくなっている。 
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 東アジアに限ってみると、中国は経済発展によってその軍事力も増強している。

中国のパワーの増大が地域の安定を乱すのではなく、資するようにしていくことは、

日本にとっても地域にとっても重要である。 

 

（２）グローバルな課題 

① 破綻国家・国際テロ・国際犯罪 

○破綻国家と人間の安全保障1 

 冷戦後の安全保障環境の特徴の１つに、内戦型の紛争の増加があげられる。冷戦

構造の下では顕在化しなかった民族や宗教などの対立に起因する紛争が増加し、90
年代前半から旧ユーゴスラビア、ソマリア、ルワンダなどで市民を巻き込んだ紛争

が頻発した。このような紛争は 2000 年以降も世界各地で生起している。内戦型の紛

争では、当該国の統治機構が破壊され、いわゆる破綻国家となる。この場合、停戦

後も統治能力の回復には時間がかかり、生存に必要な安全や食料などが提供されな

いような、いわゆる「人間の安全保障」が侵されることがある。2 
 

○国際テロ 
 一方で、9.11 テロ以降、破綻国家は新たな側面から国際安全保障にとって深刻な

問題であると認識されるようになった。脆弱な統治が国際テロ組織に「聖域」を与

え、治安の悪化が政府の正統性と統治能力の回復を妨げるという問題である。グロ

ーバルなテロとの闘いにおいて、米国をはじめとする国際社会は、国際テロ組織ア

ルカイダなどによる脅威の除去のための取り組みを進め、その結果、公然とテロリ

ストを匿う政体や国際テロ組織の拠点は駆逐され、幾つかのテロ攻撃を未然に防ぐ

ことに成功した。しかし、アフガニスタンの治安状態は未だ安定しておらず、また、

アフガニスタン・パキスタン国境地域は国際的なテロの温床とされており、今後、

長い取り組みが必要と考えられている。自爆テロや IED（簡易爆弾）攻撃など非正

                                                 
1 「人間の安全保障」は、国家安全保障に対比して生まれた概念で、人間一人ひとりの安全を保障

することを目的にする。1994 年に国連開発計画(UNDP)が初めて提唱した。その背景には、グロー

バル化の進展や内戦や地域紛争の勃発に伴い、１国家が個人の安全を十分に確保できない状況が生

じていることがある。また、国家そのものが個人の安全を侵しているケースもある。人間の安全保

障のためには、紛争と開発の両面から生じる人間の安全保障の問題に包括的に取り組むことが必要

だとされており、個人の餓えと恐怖からの保護をめざす。日本政府は 1998 年から、人間の安全保障

の重要性を提唱し、取り組んでいる。2003 年の「人間の安全保障委員会」報告書（緒方貞子、アマ

ティアス・セン共同議長）は、紛争の危険や武器拡散からの人々の保護、移動する人々の安全保障

の推進、最低限の生活水準の保障、基礎保健サービスの完全普及、普遍的な基礎教育の完全実施な

どを提言している。 
2 国際社会は人道的な見地から、これら内戦型の紛争解決に取り組んできたが、国益と密接な関係

が見出しやすい地域と明確な関連がない地域では支援の程度に差があり、また国際社会による関与

から取り残された国や地域では、人権抑圧的な状況が生じている。2005 年 9 月に採択された国連首

脳会合成果文書では、各々の国家及び国際社会が、さまざまな手段を通じて、大量殺戮、戦争犯罪、

民族浄化及び人道に対する犯罪からその国の人々を保護する責任を負うとのいわゆる「保護する責

任(Responsibility to Protect: R2P）」の考え方が確認された。しかし、状況は未だ十分には改善されて

はいない。 
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規戦を主たる抵抗手段とするテロ組織に対抗するには、軍事作戦だけではなく、警

察による法執行や行政による民生の安定など統合的な取り組みが重要であるとの認

識が強まっている。 
 
○国際犯罪・海賊 

 国際犯罪組織や海賊は、国際テロ組織と同じく統治の脆弱な地域や空間を「聖域」

にしていることから、その不法な活動が国際テロ組織のトランスナショナルな活動

や後方支援を容易にするおそれがある。このため密入国や薬物、大量破壊兵器関連

物資の取締り、資金洗浄の監視など国際犯罪に対する法執行について、テロ対策の

文脈からも国際的な取り組みの強化が求められるようになっている。 

 社会経済のグローバル化の進展は、脅威の影響が全世界に及ぶという点で新たな

課題といえる。例えば、世界各地に広がるアルカイダ・ネットワークや、ソマリア

沖の海賊のように、遠く離れた国、地域の情勢が日本を含む全世界の安全保障に影

響する。 

 

 破綻国家、国際テロ、国際犯罪は互いに関連した問題である。そして国際社会は、

各国の協力のもと統治を維持し、問題に取り組む当該政府の能力構築を支援してい

る。その際、民政部門と軍事部門が協働し包括的に取り組む必要があり、これは治

安が不安定な地域での文民活動の必要性と同時に、軍が果たす役割が拡大し、軍事

作戦以外の能力が多く求められるようになったことを意味する。3 
 このほか法執行機関が国際協力で果たす役割も拡大している。PKO においては警

備活動などにあたる文民警察官が多く求められ、治安部門改革（SSR）のうち警察

などの再建にも同じく法執行機関当局から指導者を送り出すことが必要である。 
 

② 大量破壊兵器・弾道ミサイル拡散の脅威 

 大量破壊兵器、中でも核兵器の拡散は、国際安全保障を脅かす重大な要素となっ

ている。冷戦終結後、米ロの戦略核戦力は大幅に削減された。現在、START I 後継

条約に向けた米ロの協議が進められている。英仏も核軍縮を進めており、中国の戦

略核戦力が透明性を欠き、また軍縮もされていないとみられることを除けば、核兵

器国の核軍縮は進行しつつある。 

 しかし一方では、冷戦終結後、核兵器の保有へと進んだ国のほか、北朝鮮などの

ように核開発計画が露見した国もある。核兵器の拡散はパワーバランスを変化させ

周辺地域の安定を乱すだけでなく、さらなる核兵器保有国を生む核の連鎖を引き起

こすおそれがある。とくに、北朝鮮の核兵器保有は、日本の周辺地域を不安定にす

るとともに、日本に対する直接的な脅威となる。北朝鮮は、冒険的な挑発行為を続

                                                 
3 例えば、アフガニスタンの地方復興チーム（PRT）において、軍は、アフガニスタン治安当局の

活動の支援等を行いつつ、治安の悪い環境のなかで活動する政務部門などの文民を保護している。

また民生安定のための即効性のある復興支援事業を行うなど、民生分野での貢献や民軍協力も拡大

している。 
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けており、国際社会が結束して厳しく対処し、非核化を実現させていくことが急務

となっている。また、核兵器が過激なテロ組織に渡ることになれば、世界全体への

深刻な脅威となる。そのため、核兵器・核技術を保有している国の核関連施設の安

全確保も国際安全保障上の大きな課題となってきている。 

 現在の安全保障環境の特徴は、冷戦時代に比べて抑止が効きにくいことで、信頼

性の高い抑止を維持するためには、新しい取り組みが必要と考えられる。4人道的な

見地から、米国など核兵器保有国が実際に核兵器を使う閾値（threshold）は非常に

高い。抑止力をより信頼性と有効性が高いものにしていくため、従来の核戦力によ

る報復的抑止に加えて、通常戦力による抑止力と態勢を強化し、重層的な抑止戦略

を構築する必要がある。 

 

③ 米国の影響力の変化と国際公共財の不足 

 一朝一夕には解決が望めないような複雑な安全保障の問題が山積する状況にあっ

て、「単極の時代」といわれた米国の影響力にも変化がみられる。米国は 1990 年代

から政治、経済、軍事とあらゆる面で圧倒的なパワーを誇ってきた。その米国の絶

対的な優位は現在もこれから先も変わらないと考えるが、対テロ活動や、イラクへ

の武力行使などによって軍事的負担が増大するとともに、一国主義的な行動に対し

て批判が生まれ、その威信の低下が米国内外で議論されている。経済危機がこれに

追い打ちをかけ、米国はこれまでほど国際安全保障に積極的に関与できないのでは

ないかという認識が米国内外に生じている。加えて、中国、インドという新興国の

台頭が米国の相対的なパワーを低下させている。 

 軍事的には、米国はこれまで「グローバル・コモンズ」と呼ばれる国際公共空間

をコントロールしてきた。5この能力が、米国に米国以外の紛争に関与することを可

能にし、世界のほぼ全域において米国はどの国の挑戦をも許さない圧倒的な力を誇

ってきた。他方、米国がグローバル・コモンズをコントロールしていることによっ

て、世界各国に公海の自由航行などが保障され、国際公共財として提供された。現

在でも、米国の力の優越性は変わらない。しかし、新興国の力の増大などによって、

特定の区域では米国の介入を拒否する動きが生まれつつある。このことが意味する

ことは、米国が「世界の警察官」として行動を続けるにはこれまで以上にコストが

伴い、米国は自国の利益に照らして選択的にしか関与しなくなる可能性があるとい

                                                 
4 冷戦時代、米ソは対立していたが、核軍縮・軍備管理の交渉を通じて、互いの意図がある程度確

認できる状態に至った。しかし、冷戦後、核開発を進めた国の多くは、抑止が成立する要件（抑止

する側の能力と意図が正しく理解され、状況に関する認識を共有している、という条件）を満たさ

ない国家である。また、テロ組織など領土を持たない非国家主体に核兵器が渡ることになれば、報

復する地理的な対象が存在しないため、抑止は非常に困難になる。 
5 「グローバル・コモンズ」という概念は、世界中の国が行き来するのに用いる国際公共空間のこ

とで、現在では、公海と排他的経済水域とそれらの上空の空域を指す。このコモンズを支配する（「コ

マンド・オブ・ザ・コモンズ」）とは、どの国にもアクセスは認めるものの、アクセスを拒否する能

力も持っていることを意味する。かつての大英帝国が７つの海を支配していたように、現在では米

国がコモンズを支配していると同時に、世界中の国に対してその使用を保障していると考えられて

いる。 
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うことである。協調的な国際システムの維持のためには、国際公共財として自由航

行の確保や国際金融システムの安定、自由貿易体制の維持、経済援助などの提供と、

軍事制裁など強制力を伴う措置が必要である。もし、米国の世界に対する関与が減

ることになると、世界の安全、地域の安定、そして日本の安全にそれぞれ以下のよ

うな大きな影響を与える。 

 第１に、世界の安全への影響である。健全に機能する国際システムを維持し、国

際協力を確立できるかどうかは、国際社会にとって今後の最大の課題だが、仮に米

国の影響力が低下すれば、この難題の解決がさらに難しくなる。国際公共財の不足

が進めば、破綻国家や破壊志向的な国家やグループがはびこることにつながり、世

界の安全保障のレベルが低下する危険がある。また、国際公共財の供給が減ると、

中国、インドなどの新興国が現存の国際システムや先進国が作ったルールに対して

不満を抱く可能性もある。新興国がシステムを破壊する側ではなく支える側に回り、

責任あるステークホルダーとなるように促すことが重要である。 

 第２に、アジア太平洋地域はダイナミックに変化しており、潜在的な不安定要因

も存在するが、米国が地域に関与していることによって現状破壊的な行動は抑制さ

れていた。しかし、米国の強いコミットメントの意志に関わらず、それが減少する

という認識が広まれば、アジア太平洋地域が不安定になることも考えられる。 

 第３に、これらのことは、日本の安全にも影響する。日米同盟は強固で、日本防

衛に対する米国のコミットメントに対する信頼は高い。とくに、日本に対する本格

的な武力侵攻があった場合に米国が日本を守らないということは考えられない。し

かし、中東やアフガニスタン・パキスタンなど、他地域の情勢などによっては、地

域に振り向けることのできる軍事資源のレベルが低下することもあり得る。また、

先に述べたように、米国の関与が減少するという認識が広まると抑止が低下し、他

国が日本に対して侵攻する誘因ともなり得る。 

 このような事態を回避するために、米国を補完して、EU 諸国や日本など主要国

が共同して国際的な問題の解決にあたる必要がある。具体的には、これまで米国が

主導的に国際公共財を提供してきた努力に加えて、各国がその提供に共同して参画

しなければならない。安全保障の分野では海上交通や宇宙・サイバー空間の安定利

用を保障していくことが重要で、国際社会に敵対的な国家やグループが他国の利用

を制限できないようにする必要がある。 

 

（３）日本周辺の安全保障環境 

① 北朝鮮 

 北朝鮮は、国際社会の非難にも関わらず、核・ミサイル開発を続けており、世界

の平和と安定に対する脅威となっている。とくに、軍事力に頼った閉鎖的な政権で

あるため、諸外国に対する敵対的な警戒心が強いことに加え、外界の意図を正確に

把握しているのかどうかが不明であり、北朝鮮が誤った判断をする可能性が懸念さ

れる。その結果、北朝鮮に対して抑止が働くかどうかの不安が生じる。このことが
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いっそう国際社会の脅威感を強めている。北朝鮮の核開発計画については、６者会

合を通じて事態改善の試みがなされたものの、計画を中止させることに成功せず、

事態は悪化している。北朝鮮は、本年（2009 年）4 月に日本上空を飛び越える長射

程の弾道ミサイルを発射し、5 月には 2006 年 10 月以来 2 回目の地下核実験を行っ

た。核・ミサイルの開発は、交渉材料や外貨獲得のために続けられているとする見

方もあるが、これらが北朝鮮国内の混乱、国際社会に対する不信感、誤認などに基

づく冒険主義的行動や事故と組み合わせられることにより、北東アジア地域を大き

な危険にさらすことになる。 
 北朝鮮の核開発と運搬手段（弾道ミサイル）の進展は、日本にとっても直接的な

安全保障上の脅威となっている。今後、北朝鮮が核兵器の小型化を進め、核弾頭を

搭載した弾道ミサイルを発射する能力を保有することになれば、地域、ことに日本

に対する脅威は多大なものになる。 
 北朝鮮の問題は、核開発や弾道ミサイルの脅威に限定されない。北朝鮮は、世界

で有数の規模の特殊部隊を保有しており、これを用いて日本国内の重要施設に対す

る破壊工作を行うようなことがあれば、日本にとって大きな脅威となる。また、拉

致問題も未解決である。さらに、北朝鮮の体制は先行き不透明であり、権力継承問

題のゆくえによっては、指導部内の分裂や体制の崩壊につながる可能性もある。朝

鮮半島情勢が不安定化した場合、「周辺事態」をも念頭に置いた対応策をあらかじめ

練っておくことが必要である。また、このような場合、北朝鮮に存在する核兵器関

連物質の流出や使用を防ぐために、米韓をはじめとする国際社会がそれを取り押さ

え、国際機関の管理下に置くことが重要となる。この際に、日本がどのような貢献

ができるのかなど、さまざまなケースを想定した準備が必要である。 
 

② 中国 

 中国は、経済、政治、軍事とさまざまな面で急速に変化している。日本にとって

好ましい変化も少なくない。この数十年の間に大きく発展し、国際的に開かれ、国

内的にも安定し、以前に比べると個人の自由も増した。日中間では、多分野で協力

が進んでいる。とくに、経済的には中国は日本にとって最大の貿易相手国であり、

さまざまな利益を共有している。この 30 年間日本は一貫して中国の経済発展と国際

化を促し、支援しており、その果実が実っているといえる。中国の経済発展は、世

界と日本の経済に貢献し、今後も経済発展が続くことは日本にとっても歓迎すべき

ことである。安全保障・外交面でも、北朝鮮の核開発問題などで協力し合う重要な

パートナーであり、日中戦略対話が定期的に開催されるなど「戦略的互恵関係」を

確立する努力が続けられている。事柄によっては競争相手となる場面もみられるが、

建設的な競争は、地域と両国の発展に好影響を与えている。 

 その一方で、地域と日本にとって懸念される変化もある。中国は経済発展に伴い、

その軍事力を急速に増強させている。中国は、1970 年代末から軍の近代化を進めて 
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おり、とくに 1990 年代以降加速し、航空戦力、海上戦力を強化している。6核兵器

の運搬手段である弾道ミサイルについても、質・量ともに向上させている。これら

新しい軍事力を増強する意図とその規模が不透明であるため、懸念材料となってい

る。 
 また、中国は、これまで自らの軍事力の実態を十分に明らかにしていない。例え

ば、中国の公表国防予算は、21 年連続で二桁の伸びを示しているが、公表されない

予算も多いといわれ、実態は不明である。また、多くの国では武器取得の全体計画

が明らかにされるが、中国の場合は将来的に戦闘機を何機程度取得するのかなど中

長期計画が明らかになっていない。これは、中国の軍事行動についても同様である。

中国海空軍は、日本の領海、排他的経済水域や周辺海空域でも活動を活発化させて

いるが、その目的は不明である。安全保障政策の決定過程や党軍関係についても不

透明な点が多い。こうした不透明な軍事力増強は、周辺地域の不安定化につながる。 
 台湾海峡両岸の関係は、国民党が 8 年ぶりに台湾の政権に復帰して以来、比較的

安定している。このため、一時期の緊張が緩和し、台湾海峡における武力紛争の可

能性は低下している。政治的な安定は歓迎されるが、反面、中国は台湾に対する軍

事力の使用の可能性を否定しておらず、台湾の対岸に配備する短距離弾道ミサイル

（SRBM）の増強等の傾向にも、大きな変化は認められない。 
 地域の安定のためには、良好な日中関係が不可欠である。日本と地域、そして世

界の安定のためには、中国が責任ある大国となることが、当然、望ましい。日本と

しては、中国が自らその道を選択することを期待するとともに、そのための環境を

整備する必要がある。 
 

③ ロシア 

 ロシアは国際社会において、外交・安全保障面で大きなプレゼンスを示す大国で、

アジア太平洋地域の安全保障に影響を与え得るプレーヤーとして、今後の動向が注

目される。日本を含む先進諸国とは、必ずしも規範を共有するばかりではないが、

冷戦後、民主化を進め、G8 のメンバーでもある。日ロ関係は、資源エネルギー開発

などの経済分野において深い関係を築きつつあるが、一方で、未解決の領土問題が

存在している。 
 軍事力については、極東地域に、依然として核兵器を含む大規模な軍事力を保持

している。また、国防費も増加し、核戦力、即応部隊の近代化が継続されている。

冷戦時代に比べれば、訓練や演習などの活動水準は大幅に下がっているものの、近

年は、訓練活動活発化の傾向もみられる。7 
                                                 
6 とくに、F-15 など日本の主力戦闘機と同レベルのいわゆる第４世代戦闘機の拡充が著しい。ロシ

アから Su-27、Su-30 戦闘機の導入・ライセンス生産を行っているほか、国産の J-10 戦闘機の配備も

進めている。海軍は、静粛性に優れた潜水艦や防空・攻撃能力の高い水上艦艇を取得したほか、空

母への関心も明らかにしている。このほか、陸上戦力の機械化、IT 化を進め、機動力の向上を図っ

ている。 
7 日本周辺での活動について、スクランブル発進件数では、他の国に比べて、ロシアの活動は近年

多いが、ピーク時に比べると、その水準は低い。ただし、原子力潜水艦によるパトロールや爆撃機、
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 2008 年 8 月に南オセチアをめぐり発生したロシアとグルジアとの紛争では、欧米

諸国との関係が一時緊張したが、決定的な対立には至っておらず、また北東アジア

における安全保障情勢には直接は影響していない。この紛争で、ロシア軍は短期間

で大規模な兵力を展開し、機動力、統合運用能力の高さを示した。また、中国の新

型装備の多くがロシアから輸入されたものであることからも分かるように、高い装

備技術力を持つ。その意味で、ロシアの蓄積された潜在能力は高い。 
 ロシアが責任ある大国として行動するように仕向けていくことは、日本周辺の安

全保障環境を改善し、国益を増進する上で重要である。とくに、海洋の安全保障な

どの分野では、協力の拡大を期待できる。現在、捜索救難訓練を含め、日ロ間で実

施されている防衛交流を更に拡大し、この地域における２国間の信頼関係を更に充

実させるべきである。 
 

④ アジア太平洋地域 

 アジア太平洋地域は、政治、経済、社会ともに急速な変化を遂げている。そのた

め、協調と対立の要因が併存している。一方では、域内の経済的交流が深化し、東

アジアサミットが開かれるなど、地域の結びつきが強まっている。２国間の防衛交

流も進んでおり、日本も中国、ロシア、韓国、豪州、インドネシア、マレーシア、

フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム、カンボジア、東ティモール、インド、

ニュージーランドなどと交流を行っている。他方でこの地域には、南シナ海をはじ

め、いくつかの領土問題が未解決である。さらに、経済的な発展を背景に、1990 年

代から域内の多くの国が軍の近代化を進めており、今後の動向に注意が必要である。 
日韓は、文化的にも歴史的にも深い関係にあり、地理的にも近い。両国は、北朝

鮮の脅威など安全保障上の問題も多く共有していることから、近年、安全保障上の

協力関係を推進しており、本年（2009 年）5 月には日米韓の防衛相会議がはじめて

行われた。今後、さらに協力関係が深化することが期待される。 

 アジア太平洋地域において、安全と秩序を担保し、脅威や紛争に対して安全保障

上の手段を最も有効に提供できるのは、「ハブ・アンド・スポーク」と称される米国

を軸にした２国間同盟の束である。しかし、米国を中心に同盟が形成されているこ

ともあり、地域内の国と国、または多国間の安全保障上の連携は限定的で、地域安

全保障の枠組は依然として弱体である。この地域の多国間安全保障の枠組である

ASEAN 地域フォーラム（ARF）は、第１段階の信頼醸成措置から第２段階の予防

外交へと軸足を移し、安全保障対話の組織として進展しつつあるが、第３段階であ

る紛争処理メカニズムの構築までには至っていない。さまざまな変動が起こってい

るこの地域における協力枠組の欠如は、地域内の国家間関係を脆弱なものにしてい

る。テロ、感染症、武器・麻薬の密輸などの国際犯罪防止、海上交通の安全確保、

気候変動、経済、災害復興支援など多分野における協力を、安全保障面の協力に結

                                                                                                                                                         
哨戒機による警戒飛行が再開されるなど、その活動には変化の兆候が見られ、領空侵犯事案なども

実際に起こっている。 
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びつけていくことが必要である。実効性のある地域安全保障枠組の構築には時間が

かかることにも留意すべきである。 

 
第３節 多層協力的安全保障戦略 

このような安全保障環境の下で、日本はどのような安全保障戦略を持つべきであ

ろうか。8 
本章第１節に掲げた日本がめざす世界の実現を、新しい安全保障環境に照らして

考えたとき、３つの目標の達成が必要となる。１つめは、日本の安全の確保である。

日本への直接的な脅威・リスクを排除し、日本に害が及ばないようにすることを目

標とする。２つめは、脅威の発現の防止である。国際的な安全保障環境を改善する

ことによって、現時点では直接的な脅威には至っていない問題が、今後、脅威とし

て発現することがないように予防することを目標とする。３つめの目標は、国際シ

ステムの維持・構築である。現存の国際システムを維持し、さらに効果的に安全保

障協力を実施できるような制度作りをめざす。16 大綱に記述された日本の「安全保

障の基本方針」は、日本の防衛と国際的安全保障環境の改善という２つの目標を掲

げていた。しかし、現在の国際社会が直面する安全保障上の問題には、大量破壊兵

器の拡散や国際テロなど、自由で開かれた国際システムを脅かすものが多い。一方、

これまで国際システムを支え牽引してきた米国の影響力に変化がみられる現在、日

本が健全な国際システムの維持・構築のために努力することは国際社会全体にとっ

ても重要になっている。 
 では、これら３つの目標を達成するために、どのようなアプローチをとればよい

だろうか。第１に考えられるのは日本自身でとる行動である。しかし、日本が自国

だけですべての安全保障上の脅威・問題を解決することは、トランスナショナルな

脅威が増えている現状から考えても不可能である。そこで、他国と協力していく必

要が生じる。他国との協力は、まず、同盟国との協力が考えられる。これが第２の

アプローチである。日米同盟は今後とも日本自身の防衛努力とともに日本の安全保

障戦略の中で重要な柱である。第３のアプローチは、地域における協力である。第

４のアプローチは、国際社会との協力である。日本をとりまく安全保障環境は、い

っそうの国際的な取り組みを要求している。日本はいくつかの国際平和協力活動な

どに参加してきたが、今後は国際社会との協力によって自国の安全が担保されると

の認識を強くして、より積極的に進める必要がある。 
第３のアプローチである地域における協力については、16 大綱の「安全保障の基

本方針」の中で明確な位置づけを与えられなかった。しかし、地理的な近接性など

                                                 
8 戦略とは推進すべき目標に対して持てる手段を適切に組み合わせて、その実現を図る総合的な方

策を示すものである。目標と手段は鎖のようにつながっている。推進したい目標は多くあっても手

段は無限ではないので、目標に優先順位をつけたり、場合によっては一部の目標を修正することも

必要となる。つまり、新しい国際環境の下で新しい戦略を考えるということは、安全保障目標を特

定し、その実現のためにどのような手段をいかなるアプローチで実施していくかを考えることにな

る。 
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から日本は多くの安全保障上の問題を地域と共有しており、また、地域との協力な

しには解決が難しい問題は多い。そこで、本懇談会としては、地域における協力を

目標達成のためのアプローチの１つとして捉えることとした。他の地域の例では、

多国間の安全保障協力の機構は、地域内の協力を促進し、潜在的な対立を抑制する

効果があると考えられている。アジア太平洋地域は、世界でも最も急速に発展する

変化の大きい地域で、域内の経済活動が活発である一方、ヨーロッパにあるような

実効性のある地域安全保障枠組が存在しない。現時点での限界と、将来的な発展の

可能性の双方を認識しつつ、地域における協力を進めるための有効な政策を考え出

していくことが求められる。 
 したがって、新しい安全保障戦略は、①日本自身の努力、②同盟国との協力、③

地域における協力、④国際社会との協力、という４つのアプローチを組み合わせる

ことによって、日本に対する脅威を取り除くとともに、脅威の発現を防止し、国際

システムの維持・構築をめざす方法を示すものになる。 
 本懇談会が提案する、３つの目標と４つのアプローチの概念を整理すると、例え

ば、次のような表になる。 

 

 
 
 ここで確認しておきたいのは、３つの目標は重複している部分も多く、完全に区

分できるものではないという点である。４つのアプローチにしても同様である。現

在の安全保障環境の特徴として、地理的な概念が希薄になり特定の地域に限定され

た脅威は少なくなっており、また、平時と有事の境界が曖昧になると同時に事態進

展の速度が非常に速くなっているからである。３つの目標の達成のためには、それ

ぞれのアプローチをシームレスに連携、機能させていくことが重要になる。 
  

 日本の安全 脅威の発現の防止 国際システムの 

維持・構築 

日本自身の

努力 

・多機能弾力的防衛力 

・統合的アプローチ 

・情報機能強化 

・在日米軍駐留経費負担 

・国際平和協力活動 

・「総合安全保障」 

・国連改革 

・周辺海空域の監視 

同盟国 

との協力 

・拡大抑止 

・相互運用性 

・役割・任務・能力 

・共通戦略目標 

・米軍再編 

・国際公共財の提供 

地域に 

おける協力 

・対話枠組 

・地域諸国との協力 

・信頼醸成 

・地域協力（海賊対策等）

・地域安全保障枠組 

・地域災害救援活動 

・PSI 

国際社会 

との協力 

・国連制裁決議の履行 ・軍備管理レジーム 

・核軍縮 

・国際レジームの強化 

・コアグループの形成 
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 本節では、安全保障上の脅威や問題に対応するための方法（戦略）を示すが、問

題それぞれについて、４つのアプローチを連携させ、重層的に解決にあたることが

重要なことから、個々の問題について、アプローチ別に提示するのではなく、４つ

のアプローチを統合して提示する。 

 日本の安全保障戦略は、いうまでもなく、他国の安全を脅かすことを目的とする

ものではない。しかし、地理的な近接性などから、日本をとりまく地域が安全保障

のジレンマを起こし易い環境にあるということも現実である。9そのことを十分に認

識し、安全保障戦略が実行されなくてはならない。また、世界の歴史を振り返ると

き、現状維持国の力が低下し新興国が台頭するときには国際社会が不安定になりや

すい。現状維持国が新興国に抱く警戒心と焦りが新興国の不満を助長し、関係が悪

化する場合が多い。過去の大きな戦争は、大国間のパワーバランスの変化を国際社

会がうまく管理できなかった結果という側面がある。次に失敗すれば、この世界の

終焉となりかねない。主要国間の協調もみられる今日、協力の芽を育てる仕組みを

構築し、対立や危険の「種
たね

」を取り除くことを目的とした、包括的・重層的で実効

性のある戦略、すなわち、多層協力的安全保障戦略が必要である。 
 
（１）日本の安全―日本に対する直接的な脅威・問題への対応 
 日本は、他国を侵略することは決してない。同時に、他国の侵略を許すこともな

い。日本の安全保障にとって最も重要なことは、外的脅威から日本の安全を確保す

ることである。これは、攻撃を退ける（拒否する）用意と決意があることを示すこ

となどにより侵略の意図を放棄させ、敵対的な行為を抑止すること、また、抑止が

成功せず実際の攻撃に至った場合でも、被害を最小限にとどめ、相手の政治目的の

達成を阻止することの２つの手段によって達成される。 
 日本をとりまく安全保障環境の中で、北朝鮮による核と弾道ミサイル、そして、

特殊部隊を用いた攻撃は、すでに日本への脅威となっている。また、国際テロ組織

が日本をターゲットとして攻撃を企図する可能性も否定できない。 
加えて、日本の地理的条件から生ずる安全保障上の問題も存在する。日本の離島・

島嶼は、自衛隊、海上保安庁などの基地から離れたところに位置することが多く、

その安全を確保する上で、脆弱な環境にあることが多い。また、日本は地震や台風

といった自然災害が発生しやすく、大規模自然災害がもたらす被害は国の安全に関

わる大きな脅威といえる。 
日本が直面するこれらの安全保障上の脅威・問題は、種類も質もそれぞれ異なり、

また、平時か有事かに明確に区分できず、中間的な領域に位置するものも多い。し

                                                 
9 安全保障のジレンマとは、自国の安全を高めるために各国がそれぞれの軍事合理性に基づいて防

衛力整備を行うと、これを見た他国がさらにそれに備えて防衛力を整備し、攻撃的な意図の有無に

かかわらず、両国にとって安全保障のレベルを下げてしまうジレンマのことをいう。安全保障のジ

レンマは、兵器の特性から攻撃用か防御用かの見分けがつきにくい場合や、ミサイルなど攻撃側に

有利な技術が発達している攻撃優位の時代、過去の経緯などから国家間に不信感が存在する時に激

化すると考えられている。 
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たがって、自衛隊の装備などのハードウェア、日本の国内法制や同盟の枠組などの

ソフトウェアの両面で、事態にシームレスに対応することに着意する必要がある。 
以下、これらの脅威・問題に対応する手段を提示する。 

 
○多機能弾力的防衛力 

16 大綱は、基盤的防衛力構想10の有効な部分を継承しつつ11、冷戦後の新しい脅

威に対処するために「多機能で弾力的な実効性のある防衛力」を保有するという考

えを示した。これは、防衛力を新たな脅威や多様な事態に実効的に対応し得るもの

にするため、即応性、機動性、柔軟性及び多目的性を備え、高度な技術力と情報能

力に支えられたものにするとともに、部隊や装備に多様な機能を持たせて、弾力的

な運用を行うという考え方であった。日本が置かれた、少子化や経済の低成長など

国内の要因からも、規模の拡大に頼らない弾力的な運用が必要と考えられた。 
16 大綱が想定していた安全保障環境と現在のそれを比較すると、既に見たような

いくつかの変化が生じている。日本は、自ら主体的に自国を守れる防衛力を保有す

るとともに、国際社会の安全のために海外においても効果的に活動できる態勢を築

くことが必要である。また、日本国内の状況については、2004 年時点と比べ少子化

や経済・財政状況の悪化がいっそう進行しており、社会保障費の増加などの財政的

な状況は中長期的に続くとみられる。そこで、新しい安全保障戦略の下、引き続き

防衛力を多機能弾力的なものにするとの方向性を維持しつつ、日本の安全に対する

脅威や問題について優先順位を明確にし、効率的・効果的に防衛力を整備していく

ことが必要である。 

 
○北朝鮮の核・弾道ミサイル等に対する抑止力の維持12 

 抑止の目的は、相手の意志を挫くことにある。北朝鮮から日本に向けられる核・

弾道ミサイルの脅威に対しては、それが現実に使われることのないよう、北朝鮮の

意志を挫かなければならない。そのため、まず第１に、ミサイル防衛能力の信頼性

を向上させることによって、拒否的抑止力を高める必要がある。例えミサイルを撃

っても、迎撃され、結局自らの目標は達成できないという状況を作ることによって、

                                                 
10 1976 年の防衛計画の大綱（51 大綱）が提示した概念。当時米ソ間の緊張緩和が進んだことなど

を背景に、特定の脅威を想定せず、独立国として保有すべき必要最小限の防衛力の水準を示した。 
11 「基盤的防衛力構想」の有効な部分とは、日本の防衛力が、日本に対する軍事的脅威に直接対抗

するものではないこと、日本への侵略を未然に防止するため、周辺諸国の軍備の動向など日本が置

かれている戦略環境や地理的特性などを踏まえた防衛力を保持するという点だと考えられた。 
12 抑止の目的は、侵略者の攻撃を拒否すること、あるいは罰する用意があることを示して、攻撃を

思いとどまらせるのを目的とする。抑止には、拒否的抑止と報復的抑止がある。「攻撃しても守りが

堅いから成功しない」と示すのが拒否的抑止で、「攻撃したら仕返しがある」と脅して思いとどまら

せるのが報復的抑止である。攻撃と防御が軍事力の使用を伴うのに対して、抑止は必ずしも軍事力

の使用を伴わない。攻撃を止める手段は軍事力の潜在的な行使である。抑止が成立する要件として、

①挑戦する側が得られると期待する利得よりも大きなコストを強いる能力を抑止側が保有している

こと、②その能力を行使する意図が存在していること、③抑止する側の能力と意図が挑戦側に伝達

されて正しく理解され、状況に関する認識を共有できること、などが挙げられている。 
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攻撃を断念させるのである。これは同時に、実際に攻撃された場合の最大の防衛手

段となる。第２に、被害の局限や国民の冷静な対応・行動を促すため、情報提供シ

ステムの整備もいっそう進める必要がある。第３に、報復的抑止力を高める必要が

ある。米国の拡大抑止、いわゆる「核の傘」を軸としつつ、その他の打撃力による

抑止についても日米間の役割について綿密に協議し、役割分担を確認し、信頼性を

向上することが重要である。 
 北朝鮮による核・ミサイルの使用を確実に抑止するためには、抑止の網を幾重に

もかける必要があり、日本自身の努力と同盟国との協力の効果的な組み合わせが極

めて重要である。 
日本が、独自の防衛力を用いて抑止・対処しなければならない事態の例として、

特殊部隊による攻撃が考えられる。朝鮮半島における緊張が高まったときは、攻撃

から日本国内重要施設などを防護するとともに、侵入した特殊部隊を捕捉し、撃破

できるような態勢を整備しなければならない。 

 
○米国との安全保障・防衛協力 
 日本の安全保障にとって米国との同盟関係は、日本自身の努力と並ぶ重要な柱で

ある。これは、米国の影響力に変化が見える現在も変わることはない。 
 現行の日米安全保障条約は、2010 年に締結 50 周年を迎える。かつて戦火を交え

た日本と米国は、その過去を乗り越えて、世界でも有数の強固な信頼関係を築くこ

とに成功した。今や両国は、政治的・経済的な利益のみならず、文化、倫理観など、

さまざまな価値観を共有している。同盟の次の半世紀に向けて、日本は米国と協力

して、日米を含む世界全体の安全を確保するために行動していかなくてはならない。

これまでは、日米同盟の中で日本は米国にリードされていれば事無きを得る面もあ

ったが、今後は、日本自身が主体的に日本と世界の安全のために取り組み、米国と

協力して行動することが必要とされている。日本の安全確保においても、日本は自

力での防衛をめざしつつ、日本単独では解決・対処できない問題について米国と協

力することが重要である。 
 日米は、戦略、戦術の両面で意思確認を怠らずに共通の目標に向かって行動し、

能力を維持することが重要である。日米間では、インターオペラビリティ（相互運

用性）を上げるための戦術、装備面での努力がなされてきた。また、戦略面でも日

米安全保障協議委員会（「2＋2」）で共通戦略目標が設定された。今後とも、共通戦

略目標を両国で設定し、それを達成するための役割・任務・能力を着実に実現して

いくことが重要である。とくに、日米で所要兵力や運用などについて、綿密な協議

を重ね、即応性の高い防衛態勢を維持することが重要である。また、このような日

米同盟を通じた日本の安全保障の確保にとって、安定的な在日米軍の駐留は不可欠

であり、日本の在日米軍駐留経費の適切な負担はこれを支援する役割を果たすもの

である。 
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○北朝鮮への働きかけ 
北朝鮮の核・ミサイルの放棄を外交的に達成するためには、国際社会が共同して

行動することが不可欠であり、日本はそのための重層的な働きかけを行わなければ

ならない。国連制裁決議を確実に実行するとともに、関係国への外交努力を積極的

に行う必要がある。 
 これまで６者会合の場において、日本は、米中韓ロと協同で解決策を模索してき

た。６者会合の開催の有無に関わらず、今後も５者の連携は続けるべきであり、と

くに日米韓は北朝鮮の核兵器・弾道ミサイルの脅威の解決のため連携を強化しなく

てはならない。同時に、日中韓の連携も強化していく必要がある。３カ国の関係は、

2008 年に福岡で開かれた首脳会議や、ASEAN＋3（ASEAN 10 カ国と日中韓 3 カ国）

などを通じて深化しており、今後、北朝鮮の問題の解決に向けても連携が必要であ

る。北朝鮮との関係が深い両国との情報面の協力も重要である。また、日米、日韓、

日豪という形で米国及びその同盟国とのネットワークを北朝鮮問題の解決のために

も活用していく必要がある。米国が主導する大量破壊兵器拡散防止の取り組みの１

つである「拡散に対する安全保障構想（PSI）」には、豪州をはじめ韓国も全面参加

を表明しており、この面での連携の強化も重要である。 

  
○国際犯罪・国際テロの取締り 

麻薬取引や資金洗浄などの国際犯罪はテロリストの資金源となっていることも多

い。日本国内でかかる犯罪の取締り、不正な資金の流れの遮断、不法入国の阻止な

ど地道な活動を長期的に続けることが、国際テロ活動を制することにもつながる。 
国際テロは、現在の安定した国際システムや秩序を破壊することを目的としてお

り、日本もその標的になり得る。鎖は弱いところから壊れるといわれるように、攻

撃しやすいところが標的になる確率が高い。法執行機関（警察、入国管理、税関）

を中心に日常的に警戒を続けることが重要である。また、アルカイダ系のテロ組織

の根絶、活動の無力化のための国際的な協力にも積極的に参画しなければならない。 

 
○統合的なアプローチ 
 日本に対する脅威に対応する上で最も重要なことは、国内各機関の連携である。

政府は、領海侵入、大規模災害、重大事故等の緊急事態における危機管理機能を強

化するための態勢整備を図ってきた。このような取り組みは、課題に対し、ややも

すると組織ごとに縦割りで対応しがちである日本の政府機関が連携を強化する上で

有効であったが、今後は、危機管理という観点からだけでなく、安全保障全般にわ

たり、防衛力、外交力、警察力、経済施策などを機能的に組み合わせた統合的なア

プローチが必要である。とくに、平時と有事の間のグレーな状況にどのように対処

していくかが大きなテーマとなる。 
離島・島嶼の問題については、その帰属をめぐる意見の対立が軍事的な紛争にエ

スカレートすることがないように、まずは外交力を発揮し、自衛隊や海上保安庁に
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よる警戒・監視活動を日常的に実施し、また、離島・島嶼への展開能力の向上、部

隊配置等を通じて、対応能力を向上させる必要がある。 
大規模震災に対しては、政府のみならず国全体でその被害の局限に努める必要が

ある。とくに、首都直下型の地震では被害は甚大で、内閣府の被害想定では、約 85
万棟の建物が全壊し、1 万人を超える死者が予想されている。自衛隊による災害派

遣活動は、都道府県知事等の要請に基づいて行うこととされており、政府と都道府

県とが、情報連絡体制の充実、共同防災訓練の実施を通じて、平常時から連携体制

の強化を図ることが重要である。 

 
○情報機能の強化 
 米国や国際社会と協力し、相互に補完して安全保障にあたるためには、日本が独

自に情報収集し、分析し、政策を決定する能力が必要である。 
情報収集分析能力の向上のためには、まず、適切な「問い」を政策決定サイドが

情報サイドに投げかけ、その答えを一元的に集約して、政策決定に活かす必要があ

る。日本の安全保障に関する情報収集は、内閣情報調査室、警察庁、公安調査庁、

外務省、防衛省、金融庁、財務省、経済産業省、海上保安庁などが行っているが、

これらの情報収集能力を高めるとともに、収集された情報が迅速・的確に官邸に一

元化して集められる体制を拡充していく必要がある。具体的な情報収集能力の向上

の方策については、情報保全の強化とともに、第三章第５節で詳述する。 

 
○文民統制の強化 
 防衛力の有効性を計る指標は、防衛力を使って政治的な目標をどれだけ実現でき

るかという点に集約される。そして、自衛隊をもってこれを達成するためには、健

全に機能する文民統制が不可欠である。現在進められている防衛省改革などを通じ

て、文民統制が機能する制度を拡充することが重要である。文民統制には、２つの

目的がある。１つは「国民の安全と世界の平和のために軍を使うこと」、もう１つは

「軍が独走しないようにすること」である。日本においては、軍が独走することを

防止するという側面が強調される傾向があるが、文民統制には、政治目標の実現を

確実に担保するという、もう１つの重要な側面がある。自衛隊の国内外における任

務が増える中、健全な政軍関係は、今後いっそう重要となってくる。その際、文民

である政治の側も安全保障問題に対する関心、知識の向上に努め、文民統制の実効

性を高めていくことが適切である。 

 
（２）脅威の発現の防止 

２つめの目標である「脅威の発現の防止」は、脅威が形を成すよりも前の段階か

ら、脅威の「種」に働きかけることにより、現実の脅威になるのを防ぐことを目的

とする。したがって、「脅威の発現の防止」という目標を達成するためには、直接的

な働きかけだけではなく、影響力や相互理解など間接的な効果を期待する手法も用
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いなければならない。 

脅威の発現を未然に防止するには、安定的な国際関係を構築する必要がある。ア

ジア太平洋地域における地域秩序の維持については、米国のプレゼンスが極めて重

要である。米国のコミットメントが低下するという認識が広まった場合、冒険主義

的な行動が生起することも考えられる。アジア太平洋地域はダイナミックな変化を

続ける地域である一方、潜在的な不安定要因も存在することから、米国のプレゼン

スとコミットメントが維持されるよう、同盟関係における役割を分担するなど日本

自身の努力が必要である。同時に、災害復興支援活動などを通じて、地域の国々と

の協力関係を深め、アジア太平洋地域の安全保障環境を改善する努力も必要である。 
また、天然資源や食料供給の多くを海外に依存している日本にとって、海洋の安

全は死活的な利益である。海賊などから船舶を守り、シーレーンの安全を確保する

ために、関係国との協力をより主体的に進めていく必要がある。一方、現在の国際

社会には、国際テロや大量破壊兵器等の拡散のように、国境を越える脅威・リスク

が存在する。これらの脅威・リスクが、日本に及ばないようにするための協力も必

要である。 
これらの課題に対応する手段として、以下が考えられる。 

 
○アジア太平洋地域における米軍再編 
 米軍が取り組んでいるトランスフォーメーションと世界的な配置の見直し（GPR）
は、冷戦後に登場した新しい脅威に対応するものである。西太平洋における米軍の

再配置は、在韓米陸軍の縮小、在日米海兵隊のグアム移転、及びグアムの海空軍力

強化を主眼としている。とくにグアムは、米軍の恒久的なインフラストラクチャー

が希薄だった東南アジアから中東に至る地理空間への「東の玄関口」として、米軍

の機動的な展開を支える一大拠点と位置づけられることとなった。 
米軍の再配置に合わせて、日米同盟の変革（トランスフォーメーション）もめざ

された。2005 年 10 月の「2+2」共同文書の中では、国際的な安全保障環境を改善す

る上での日米協力の重要性や、国際的な活動に寄与するために他国との協力を強化

することなどが謳われており、今後とも国際平和協力活動や多国間演習の開催など

を通じて、日米両国が協力して地域の安全保障環境をより安定的なものにしていく

必要がある。 
在日米軍の再編計画には、在沖縄米海兵隊の司令部機能のグアム移転を含んでお

り、同計画を進めることは、米軍基地を抱える自治体の負担を軽減するばかりでな

く、米軍の地域におけるプレゼンスの維持にもつながるため、その実現は日本の安

全保障上大きなメリットがある。日本政府は米軍再編計画の実施を着実に進めるた

め、引き続き努力すべきである。 

 
○地域における協調・協力 
 地域の安全保障に関わる諸問題が不安定要因とならないように、各国が協調して
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行動する必要がある。そのためには、まず、信頼関係を深める必要がある。各国が

政策の透明性を高め、互いの意図を明確にすることによって不信感が軽減される。

こうした信頼関係をさらに深めるには、行動規範を作るなど、制度化への努力が有

益である。 
こうした努力は現在、海洋の安全保障の分野で進展してきている。ASEAN 諸国

と中国との間には、南シナ海における問題を解決する際の原則を明記した「行動宣

言」についての合意がある。東シナ海など他の海域においても行動規範などを設け、

偶発的な事故を防止し、事故が危機に拡大しないような制度が必要である。 
マラッカ海峡の海賊問題に対する、アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）に

基づく日本主導の取り組みは、2003 年から 5 年連続で被害発生件数が減少するなど

の効果を着実にあげている。このような貢献を今後もより推進していく必要がある。 
日本は、地域の安全保障に関し、米国の同盟国である韓国や豪州と問題意識を多

く共有している。韓国とは国際平和協力業務、国際緊急援助活動などで、豪州とは

海上・航空の安全確保などで、協力を図っていくことで合意している。今後とも、

日韓、日豪の２国間協力の強化、米国をハブとした協力の追求などにより安全保障

上の関係を強化し、災害救援などの個別の取り組みについて連携することにより、

地域の安定に貢献していくべきである。 

 
○国際平和協力活動への積極的参加 
 破綻国家は国際テロ組織に「聖域」を提供し得るため、脅威の「種」に働きかけ

るという観点から、統治の脆弱な国家を支援することはますます重要となる。いっ

たん破綻国家となった国に対しては、和平交渉、平和定着、国家再建までの包括的

な支援の取り組みを国際社会が一致して行うことが必要である。紛争後の社会の安

定に、経済援助や教育支援が果たす役割は大きく、日本はこれまで、このような分

野でさまざまな貢献を果たしてきた。一方、アフガニスタンでは武装解除・動員解

除・社会復帰（DDR）に携わるなど、紛争終結直後の段階から平和構築に貢献して

きた。このような活動に今後もより積極的に取り組むことが必要である。 
 日本が、国連 PKO にこれまでよりも積極的に参加していく必要があることは論を

またない。しかし、国内外の情勢や PKO ミッションが変容してきているなどさまざ

まな要因から、現在、日本は十分な貢献ができていない状況にある。この問題につ

いての考え方は第三章第２節で改めて述べることとするが、世界の平和と安全を考

えるときに、日本がどのように行動することが適切なのか、国民的コンセンサスを

得るための議論が必要である。 

 
○軍備管理、不拡散 
 大量破壊兵器の拡散を防止するためには、核兵器を含む武器管理レジームを推進

し、強化していくことが重要である。しかし、冷戦後、いくつかの国が核開発計画

を進めたこともあり、現在、核不拡散体制（NPT 体制）は動揺している。このため、
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管理体制の包括的な強化が求められている。国際原子力機関（IAEA）は、保障措置

協定・同追加議定書ならびに国連の決議等を受けて、核査察を行っているが、その

強制力には限りがある。軍備管理レジームをより実効的なものにするための関係

国・関連機関の連携に、日本は積極的に貢献する必要がある。 
戦後、日本は一貫して核兵器の廃絶を訴えてきたが、オバマ米大統領の核廃絶演

説を受けて、核軍縮の機運が盛り上がっていることは歓迎すべきだと言える。核軍

縮を進めていく上で、米ロの協調は重要であるが、中国及びその他の核保有国によ

る核軍縮にもつなげていく必要がある。しかし、核兵器を究極的に廃絶するまでの

過程においては、通常兵器を含む米国の拡大抑止の信頼性が低下することがないよ

うに留意することも必要である。 
核軍縮に向けた取り組みにおいて、日本は傍観者とならず、積極的に関与し、さ

まざまな課題を提起する必要がある。 

  
○周辺諸国との信頼醸成 
 中国は、軍事力の増強を続け、近隣諸国の安全に影響を及ぼすことができる能力

を備えつつある。日本にとって中国の経済成長の維持は重要な利益だが、同時に、

中国は経済成長とともに今後も軍事力増強を続けることが予想される。日本は、紛

争を予防するために、自国とその周辺をカバーする防衛能力の保持に努める必要が

ある。日本が整備する防衛能力については、防衛交流などを通じて、その意図を明

確にすることが重要である。同時に、相手国にも同様の対応を求めるべきである。

周辺諸国との信頼醸成に努めることが、結果的に日本の安全保障のレベルを上げる

ことになる。防衛交流を、単なる人的な交流や互いの情報を入手する手段とは考え

ずに、軍事力による抑止と両輪の関係にある重要な安全保障の施策ととらえ、積極

的に推進することが必要である。 

 
○新しい「総合安全保障」 

9.11 テロ以降、世界は、安全保障に軍事力は不可欠であるが、軍事力だけでは安

全は確保できないということを改めて認識した。米国はその反省に立ち、硬軟織り

交ぜたさまざまなパワーを賢明に行使して（スマートパワー）安全を保障しようと

している。日本は、1970 年代末、「総合安全保障」を議論したことがあった。13今後

とも、防衛力の実効性を高めつつ、外交力、経済力、文化の魅力など、日本のさま

ざまなパワーを総合的・有機的に組み合わせて安全保障目標の実現をめざすべきで

ある。戦後の荒廃から経済発展を成し遂げた経験、自由・民主主義などの普遍的価

値、優れた科学技術、国連への貢献、平和志向の安全保障政策などは日本の優れた

無形の資産である。これらの価値が世界に認識されることによって、日本の安全が

いっそう高まる。 
                                                 
13 1979 年、大平総理大臣の委嘱により発足した「総合安全保障研究グループ」は、国際関係、エ

ネルギー・食糧供給、大規模地震対策など多岐にわたる問題について検討し、翌 1980 年、報告書を

まとめた。 
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（３）国際システムの維持・構築 
３つめの目標は「国際システムの維持・構築」である。日本がめざす１つめの世

界像は、国家間の紛争が平和的に解決される世界である。２つめは、日本人を含む

人々の移動の自由が確保され、自由な経済活動が保障される世界である。そして３

つめは、地球上のどこであっても個人の自由と尊厳が守られ、人間の安全保障に目

が向けられるような世界である。 
このような世界像を実現するためには、現行の自由で開かれた国際システムを維

持することが好ましい。現在の世界の経済発展は、自由貿易体制の存在抜きには語

り得ないものであるし、貧困や感染症の蔓延といった人間の安全保障を脅かす課題

に応ずるためには、現在の国連機関の効率性を高めつつ、それを中心に各国が協力

していくことが最も有効であると考えられるからである。 
他方、現代の課題がトランスナショナルな性格を強めていく中で、これまでの国

際システムでは十分対応できない場合にそれを補完するためのシステムを構築する

ことも重要である。例えば、PSI は、新たな国際規範作りをめざすのではなく、大

量破壊兵器の拡散防止の意志を共有する国家が集まり、協力する取り組みである。

日本にとって好ましい世界の実現に資する補完的システムを産み出すことも、日本

にとっての課題である。 
 日本が国際システムの維持・構築に積極的に関わっていこうとするときに留意し

ておかなければならないのは、いわゆる歴史認識の問題が、ときに日本の対外政策

の遂行にとって制約要因になっているという事実である。この問題が、引き続き日

本の取り組みを妨げることがないように努め、共同歴史研究などを通じ日本と関係

国の相互の共通理解を深めていく必要がある。 
 
○国際システム維持の方法 

現行の国際システムを維持するための最良の方法は、現状に不満を持つ国やグル

ープを少なくすることである。国際システムに対して破壊的な行為に走るのではな

く、支える側に回る国が多ければ多いほど国際社会は安定する。それには、２通り

の方法が考えられる。１つは、破壊的な行動をとることが割に合わない状況をつく

ることである。具体的には違反行為を罰する体制を確立し、軍事力を含めた強制力

をもって抑止し、国際システムへの挑戦を諦めさせる方法である。２つめの方法は、

潜在的な破壊者が国際システムから恩恵を受けられると認識できる状況を作ること

によって、国際的なルールを自発的に守るようにさせることである。伝統的に国際

公共財と考えられてきた自由な貿易・通貨システム、海洋の自由などに加えて、経

済援助、教育支援、貧困の減少などさまざまな公共財が提供されることが必要であ

る。これまで主に米国によって提供されてきた国際公共財を、日本をはじめとする

他の主要国が米国と協同して提供していくことが重要になる。新興国は、国内にさ

まざまな問題を抱え、当分の間、国際公共財を提供する側には回りそうにない。米

国とともに日本をはじめとする先進主要国が国際システムを支えつつ、新興国が国
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際社会を支える側に回るように促す必要がある。 

 
○重層的なアプローチの重要性 

「国際システムの維持・構築」は、本報告書が新たに掲げた目標であるが、これ

を達成するための手段をひと揃え新たに用意する必要はない。例えば、日本の行う

国際平和協力活動については、脅威の発現の防止の観点から既に取り上げているが、

日本がこのような活動を実施することは、個人の自由と権利が侵されないような国

際システムの維持にもつながる。また、同じく脅威の発現の防止の文脈で紹介した

アジア太平洋地域における米軍再編と米国のプレゼンス維持は、この地域において

紛争を平和的に解決するルール作りを行う上でも重要で、この地域に日本にとって

望ましい国際システムを維持することにもつながる。 
重要なのは、安全保障上の取り組みが日本にとって好ましい国際システムの維

持・構築につながっているかどうかに留意しながら、さまざまな取り組みを重層的

に進めていくことである。 

 
○国連機構改革 
 日本は、国連安保理の改革を含む国連機構改革の実現に積極的に取り組む必要が

ある。国連は、国際的な規範に基づいて国際システムを管理・運営するための機関

であり、不備も多いが、普遍的で正統性が高い。国連が健全に機能していくことは、

国際システムの維持のためにも、日本の安全のためにも重要である。 
日本が、国際システムの維持・構築に能動的に取り組むにあたって、国連の意思

決定にも深く関わっていくことが、日本が望ましいと思う世界の実現にとって重要

である。そのためにも、日本が国連安保理の常任理事国になることを含む国連改革

のために引き続き努力することが必要である。 
 日本人の国際機関への積極的な参画も望まれる。日本は、他国に比べて国際機関

への参画が少ない。例えば、国連事務局に勤務する職員数は、国連が示している望

ましい日本人職員数の下限の 2 分の 1 にも満たない。また、国際機関の長を務める

日本人も多くない。国際機関での勤務の機会を得やすくするように政府としても必

要な施策を講じる必要がある。 

 
○アジア太平洋地域における地域安全保障枠組 

アジア太平洋地域に包括的な地域安全保障枠組を作るのは容易ではなく、また時

間もかかることから、いくつかのレベルに分け、実行可能な分野から協力を進める

ことが現実的であろう。重層的に協力関係を構築し、将来的にはこれらを有機的に

連携させることが望ましい。日本はこれまで、地域の安全保障について、抑制的な

行動をとる傾向がみられた。しかし今後は、より安定的な地域関係の構築に向けて、

安全保障面でも貢献していく責任がある。 
 地域の安定にとって、中国を建設的なメンバーとして国際システムや地域的な枠
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組に統合することは重要な課題である。そのためには、中国が他国と協調して地域

の安定に貢献するメカニズムを構築し、同時に、地域の規範や枠組を通じて、非協

調的な行動をとるコストを中国に理解させることが重要である。 
地域安全保障枠組を構築する方法としては、第１に、現在ある米国の同盟国・友

好国である日本、韓国、豪州、フィリピンなどとの「ネットワーク化」を進めるこ

とが重要である。それによって、米国のコミットメントを引き続き確保し、同盟国

間の安全保障協力を促進することができる。これらの国が連携を深め、地域の安定

に向けた戦略目標を共有することが重要である。とくに、北東アジアには、日米、

米韓という２つの同盟があり、日米韓の３カ国協力体制の強化を通じて、日韓関係

の協力強化を図ることが必要である。日米韓防衛実務者協議の閣僚級への格上げな

どにより、この地域の安全に対する懸念や課題について協力して対応する態勢を作

っていくことが必要である。 
 第２に、これと並行して地域に多国間の安全保障協力のための枠組を構築する努

力も必要である。既存の多国間の枠組である ARF と他の枠組を重層的に連携させて

いかなければならない。米国との同盟の実効性を前提としつつ、地域の安定を重層

的に担保していくために、長期的には包括的な多国間地域安全保障枠組の構築が不

可欠である。包括的な枠組をつくることによって、米国の同盟に属さない国々との

信頼醸成に寄与し、安全保障のジレンマの緩和につながることが期待される。多く

の国が参加しやすい排他的でない組織にする一方で、紛争処理能力を有する強固な

組織にし、「攻撃が割に合わないアジア」をつくる必要がある。 
具体的には、ARF が、単なる協議の枠を超えて、紛争処理メカニズムの構築に取

り組む必要がある。これに加えて、ASEAN＋3 や、日印戦略的グローバル・パート

ナーシップを土台としたインドとの協力、G20 のメンバー国である日本、韓国、中

国、豪州、インド、インドネシアの連携など、それぞれの協力関係を基に、多層な

地域枠組を形成していく必要がある。 
さらに、地域協力の枠組を機能的に構築するため、災害救援の分野での協力体制

の組織化を進める必要がある。日本は、災害救援の専門能力が高く、この分野で地

域をリードしていくことが期待されている。現在、国連人道問題調整事務所（OCHA）

が、紛争・災害の際の人道支援の調整などを行っているが、地域の災害救援に速や

かに対応するためには、地域的な組織作りも必要である。災害の際に拠出可能な機

材、人員などを予め登録し、指定しておくことによって迅速な対応が可能になる。

また、こうした調整機能を持つ多国間組織によって、特定の国家間に存在する個別

の政治問題などに影響されることなく救援活動を実施できる。自然災害は、価値観

や政治的立場の違いに左右されない問題であり、協同して活動することが比較的容

易である。災害救援活動を通して地域の軍事・救援組織の連携・協力が生まれ、地

域安全保障枠組の土台が強化されることが期待される。 
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○米国及びコアグループとの協力 
米国は、グローバル・コモンズへのアクセスをどこの国にも保障するなどの形で

国際公共財を提供することで、今日の国際システムを支えてきた。しかし、将来的

には米国単独では従来と同じレベルで国際公共財を提供できない可能性もある。 
日本はこれまでも、米国と協力し、経済、金融面などから国際システムを支えて

きた。しかし、開かれた海洋国家である日本は、海上・航空輸送路の安全によって

極めて大きな利益を受け取ってきたのであり、輸送路の安全を脅かされることは日

本の経済的利益を著しく害する。したがって、今後は、他の国とも協力し、グロー

バル・コモンズの安全について米国が担ってきた役割を補完する必要がある。この

点、日本は長年にわたって周辺海・空域の常続的監視を行ってきており、グローバ

ルな安全を確保する上でより積極的な役割を担うことができる。さらに、情報革命

の進展によって、社会・経済など市民生活の多くがインターネットに依存するよう

になっており、サイバー空間の安全も国際公共財として捉える必要も出てきている。

このような方面での日本の果たすべき役割も、今後の課題となるであろう。 
 また、国際システムの維持・構築には、核となる数カ国がコアグループとして連

携を強める必要がある。現在、そのような枠組は確立していないが、日米をはじめ

とする数カ国が迅速に意思決定し行動できる組織体を形成していくことが必要であ

る。このコアグループが、G8 をはじめ、インド、中国、ブラジルなどの新興国を含

む G20 や国連加盟各国と連携を広めていくことが重要である。 
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第二章 日本の防衛力のあり方 
 
 
第１節 防衛力の役割 

（１）防衛力が担うべき役割に関する基本的考え方 
第一章では、新たな日本の安全保障戦略として多層協力的安全保障戦略を提示し

た。この戦略が示す方向に従い、日本は、安全保障政策の一環として防衛力をいっ

そう機動的、効果的に活用し、日本の安全、脅威の発現の防止、国際システムの維

持・構築という３つの目標を達成しなければならない。 
第一章でも述べたように、本報告書が提示する３つの目標と４つのアプローチは、

いずれも切れ目なくつながり、互いに連携して機能することが重要である。第二章

では、３つの目標を達成する中で、とくに日本の防衛力が果たす役割について詳述

する。具体的には、第１のアプローチ「日本自身の努力」のうち防衛力の役割を示

すほか、第２、第３、第４のアプローチである同盟国、地域、国際社会との協力に

おいても日本の防衛力が担う役割について述べる。本節では、それを、防衛力が用

いられる地理的空間、すなわち、日本の周囲、地域、グローバルという３つの空間

に即して提示する。 
第一章の分析に基づいて、安全保障環境を３つの空間に分けて見ると、まず、日

本の周囲においては、北朝鮮による核兵器・弾道ミサイルの脅威が増大するととも

に朝鮮半島の南北関係や台湾海峡両岸の関係などの問題がある。また、領土をめぐ

る意見対立が存在し、特殊部隊を含む大規模な軍事力の集中といった状況も継続し

ている。加えて、テロや大規模災害などの事態が生起する可能性も続いている。防

衛力は、これらの課題に実効的に対処し得る必要がある。 
次に、アジア太平洋地域は、軍事情勢の不透明性、不確実性が存在し、各国の軍

事力近代化による軍拡競争の危険性もはらんでおり、将来、日本に不利益をもたら

すような国際環境の変化が生ずる可能性を否定できない。また、同地域には EU や

NATO のような政治・経済面、安全保障面での強力な多国間協力の枠組が現存せず、

既存の枠組も対話を中心としたものである。したがって、日本は、同盟国や域内諸

国と連携して安全保障枠組の構築、活性化を促進するとともに、これらの国と協力

して、防衛力を活用した地域の安定への取り組みに積極的に貢献していく必要があ

る。 
国際社会が抱える国際テロや破綻国家など、グローバルな安全保障環境における

課題は、ソマリア沖の海賊のように、日本の利害に直接の影響を与えるものである。

従来、日本は、これらの問題の解決には非軍事面での貢献を中心に対応してきたが、

アフガニスタンなどの国際的な取り組みの現場でも明らかとなったように、治安の

悪い地域における復興支援や同地域で活動する文民の保護など、軍事力にしかなし

得ない種類の活動があることは事実である。日本が国際システムの維持・構築に責
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任を持つ上で、国際平和協力の分野で防衛力をより積極的に使用することが必要不

可欠である。 
以上を踏まえ、日本の防衛力が担う役割を、①日本及び日本周辺における事態の

抑止・実効的対処、②地域的な環境・秩序のいっそうの安定化、③グローバルな安

全保障環境の改善という、３つの区分に即して示す。 
 
（２）防衛力が担う役割 
① 日本及び日本周辺における事態の抑止・実効的対処 

今後、多様化・重層化の傾向を強めていく脅威に対して有効な抑止力を構築して

いくためには、平時と有事の中間にあるグレーな領域における事態が焦点になりつ

つあること、事前に兆候をつかみにくく事態の生起までの猶予期間が短くなってい

ること、軍事技術の進歩によって作戦の計画から執行までの周期が著しく短縮され

ていることを考慮しなければならない。そのため、即応性の低い防衛力では急速に

拡大する事態に対応できない可能性が生じており、防衛力の「存在による抑止」（静

的抑止）に加えて、平素からの活動を通じた「運用による抑止」（動的抑止）を重視

していく必要が高まっている。 
例えば、平素から、情報収集、警戒監視、偵察（ISR）活動や領空侵犯対処を行

うとともに、即応性向上のための訓練を実施することにより、安全保障上の問題に

対する油断のない姿勢を明示していくことは、武装工作員の侵入や島嶼部等におけ

る主権の侵害などを物理的に阻止する能力を日常的に示すこととなり、現在の安全

保障環境における実効的な抑止力を構築していく上で極めて重要である。 
平時と有事の間のグレーな状況において、自衛隊の部隊は平素の任務を果たすだ

けでは不十分であり、事態の進展にシームレスに対応しなければならない。このた

め、現場部隊が適時適切に動くことができなければ、相手の企図を阻むことができ

なくなる。現場部隊から政府中央（官邸等）への情報集約、中央における迅速な意

思決定と適切な部隊への権限付与、そして、中央から部隊への指揮統制の各段階に

おいて、指揮通信（C4）システムなどのハードウェアや法制を含むソフトウェアの

更なる充実が必要である。 
また、結果として抑止が破れ、日本の主権が侵害されるような事態が生起した場

合には、防衛力によって実効的に対処し、侵害を排除する必要がある。想定し得る

事態に実効的に対処可能な防衛力を着実に整備しなければならない。 
 
ア 弾道ミサイルへの対応 

北朝鮮の弾道ミサイルは、核開発と相まって、日本の平和と安全に対する重大な

脅威である。これに対応するため、米国の抑止力を基調としつつ、弾道ミサイル対

処能力の向上を進めるとともに、警察、消防を含む自治体と連携して被害局限のた

めの態勢を強化し、ミサイル攻撃に対する防衛体制を構築することが必要である。 
弾道ミサイルの脅威に対しては、これを攻撃や恫喝の手段として使わせないため
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の抑止が最も重要である。核による報復的抑止については引き続き米国に依存する

が、その他の打撃力による抑止については、主として米国に期待しつつ、日本とし

ても、これを効果的にするための作戦上の協働・協力を行う必要がある。現実にミ

サイルが撃たれた場合のミサイル防衛による対処能力の向上や、国民保護措置によ

る被害局限も、攻撃の効果を阻止する意味で抑止の一環となる。 
このように、弾道ミサイルに対する抑止は、日米共同を前提として重層的に構成

されている。抑止が実効的に機能するためには、日米が、絶え間ない協議を通じて

脅威認識・評価を共有するとともに、相互の役割分担や作戦手順に関する共通理解

に立って、ミサイル防衛による攻撃排除と打撃力による抑止を適切に組み合わせる

必要がある。なお、弾道ミサイル以外の手段による侵略や軍事力を用いた不法行為

などの事態についても、抑止の信頼性をいっそう高めるため、日本自身の対処能力

の向上とともに、日米の運用面・情報面での協力、米軍への支援について内容を具

体化していくことが必要である。 
ミサイル防衛システムは、日本のミサイル対処能力の最重要の柱である。現在計

画中のイージス艦へのミサイル防衛能力の付与と地対空ミサイル部隊への PAC-3導
入を着実に進めるとともに、新型の海上発射型迎撃ミサイル（SM-3 ブロック IIA）

の日米共同開発を促進すべきである。 
敵基地攻撃能力など、ミサイル防衛システムを補完し、あるいは打撃力による抑

止をさらに向上させるための機能について、本懇談会は、日米共同対処を前提とし

つつ、米国との間で適切な役割分担を協議・具体化しながら、日本として適切な装

備体系、運用方法、費用対効果を検討する必要があると考える。弾道ミサイル対処

に必要な情報機能については、米国のシステムと同様のシステムを持つのではなく、

相互補完して日米双方にとって情報能力の強化につながるような機能を構築すべき

である。 
 
イ 特殊部隊、テロ等への対処 

北朝鮮の特殊部隊や国際テロ組織による日本を標的とする破壊、殺傷等の工作に

対しては、その兆候を察知するための情報能力を強化するとともに、現実の攻撃と

なって現れた場合はすみやかにこれに対処する必要がある。対処の早期段階では、

自衛隊は、テロリスト等の動向を把握するための情報収集、侵入を防ぐ警戒監視、

水際対策などに関し、法執行機関を支援する役割を担う。テロ行為が切迫している

か、もしくは実行に移された場合は、沿岸部における警戒監視や、日本の重要施設

の防護、救援等に機動的にあたることが必要であり、とくに、特殊部隊の制圧や化

学・生物・核攻撃への対処については、自衛隊が警戒監視、敵の排除、被害局限な

どについて中心的役割を担うべきである。 
 
ウ 周辺海・空域及び離島・島嶼の安全確保 

日本は、周辺海域において、領土をめぐる意見対立や、排他的経済水域が未確定
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といった問題を抱えている。それらの平和的解決及び国際法に基づく海洋の利用秩

序の確立を図り、かつ、実力による一方的な現状変更を防止しなければならない。

このため、適切な規模の部隊を展開し、常続的な警戒監視活動を行い、警察機関を

情報面等で支援するとともに、部隊の警戒監視能力、対空・対水上・対潜能力の向

上を図り、質的優位を保つことが必要である。 
また、島嶼部の安全を確保するため、陸・海・空部隊の新たな配置を検討すると

ともに、緊急展開能力の向上を図るべきである。 
 
エ 大規模災害への対処等を通じた国民の安全・安心の基盤の保持 

自然災害の多い日本の特性を踏まえ、自衛隊は、その配置、組織力、即応能力を

活かし、国内の大規模災害に際して、人命救助、救援、医療、関係機関との連絡調

整等に重要な役割を担うべきである。 
また、地域の防災能力の低下等の傾向がみられる中において、自衛隊の有する対

処能力だけでなく、全国くまなく配置された駐屯地等の存在は、国民の安全・安心

の基盤であり、自衛隊は今後とも地域との連携を強化すべきである。 
 
オ 本格的武力攻撃への備え 

現下の国際情勢においては、日本の国家としての存立そのものを脅かすような本

格的な武力侵攻が生起する可能性は低い。他方、こうした事態への備えは、独立国

として本来保有すべき機能であり、周辺に大規模な軍事力が集中しているといった

状況に照らして、日本としては、このような機能の保持に留意する必要がある。将

来、このような本格的武力侵攻の可能性が生じ得るような予期しない情勢変化に備

えて、これに対処し得る必要最小限の能力を維持すべきである。また、このような

能力を保持することは、さまざまな事態に対処するための基盤ともなるものである。 
 
② 地域的な環境・秩序のいっそうの安定化 
ア 平素からの情報優越の確立 

東シナ海や西太平洋を含む日本周辺地域において、中国の海洋活動や、ロシアの

警戒飛行の活発化などの事象がみられており、こうした各国の軍事的な活動量の増

大が将来日本の安全に影響を及ぼさないよう、また、地域にとっての不安定要因と

ならないように注視していく必要がある。 
本項①にて、平素からの防衛力の常続的な運用が、日本の防衛・安全確保のため

の抑止力として重要であることを指摘したが、これは地域の安全保障環境・秩序の

安定化にとっても重要である。ISR 活動により周辺各国の軍事動向を正確に把握し、

日本側の情報優越を確立すべきである。また、ISR 活動は、日米両国が協力して地

域的な安全保障環境・秩序の安定化をめざす上での共通の基盤となる分野であり、

自衛隊と米軍の間の連携を強化していくべきである。 
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イ 地域における防衛交流・協力の充実 
地域の安全保障環境の安定化のための信頼醸成の意義は第一章第３節の中で詳述

したとおりである。日本の防衛交流は、中国との艦船の相互訪問の実現など、地域

の国々との信頼醸成に成果をあげてきた。また、近年、防衛交流の意義として、信

頼醸成に加え、さまざまな課題の解決に向けた他国との協力関係の構築・強化の重

要性が認識されてきている。 
アジア太平洋地域においては、海洋の安全保障や、災害救援のような分野におけ

る協力が重要となる。このような地域共通の課題への取り組みには、多数の国の参

加が必要である一方、政治的立場に左右されないため協力を呼びかけやすい。海洋

の安全保障の問題の中でも重要な海賊対処について、例えば、日中両国は、ともに

ソマリア沖の海賊対処のために艦船を派遣しているが、両国は、インド洋から南シ

ナ海までのシーレーンを共有している。シーレーンの安全のような国際公共財の提

供のため両国が協力することは、日中２国間関係にとどまらず、地域全体にとって

も好ましい影響を及ぼすものである。 
また、日本と共通する価値観を持つ地域の国々との協力を拡大することも重要で

ある。日・韓・豪が地域のさまざまな課題に率先して取り組み、米国も交えて域内

各国との協力を拡大し、地域をリードしていく必要がある。韓国、豪州は、米国の

同盟国であり、装備品や運用上のコンセプトについて米国や日本と共通するものも

多いため、日本との実務的な協力の素地が備わっている。今後さらに情報分野や調

達、補給、輸送、医療等の後方支援分野での協力について具体化を図ることが必要

である。また、国際平和協力活動が部隊間協力を拡大・深化する絶好の機会である

ことは、東ティモールにおける韓国軍との協力、イラクにおける豪軍との協力等に

よっても明らかになった。これらの国と部隊派遣について協力することが可能な地

域については、日本も積極的に部隊を派遣することを検討すべきである。 
 
ウ 地域安全保障枠組 

防衛省は、ARF 参加国との局長級会合である東京ディフェンスフォーラムに加え、

昨年からは ASEAN 各国との次官級会合を主催するなど、防衛当局者間の意見交換

を強化してきている。日本は、これらの枠組を積極的にリードし、軍事力の透明化、

実力による現状変更の禁止など、合意可能な目標の設定とその達成に向けた努力を

促進する形で、地域の安定化に貢献すべきである。 
人道支援、災害救援、テロ対策、海洋管理に関する演習の相互参加・視察や各種

の多国間共同訓練は、域内各国間の信頼醸成のための手段として有効であり、将来

的な多国間協力枠組の芽とも成り得る。日本は、ASEAN 各国の主体性を重んじつ

つ、このような訓練等にアイデアを提供するなど、適切な支援を行うべきである。 
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③ グローバルな安全保障環境の改善 
ア テロに対する取り組み 

アルカイダの掃討を中心とする国際的なテロに対する取り組みは、短期間で終息

するとは考え難い。テロに対する取り組みの成否は、中東、南西アジアといった日

本にとって重要な地域の安定に影響するものであり、こうした取り組みにおける協

力は、国際社会の一致した意思の表明及び日米同盟の信頼性の証としても日本にと

って重要な課題である。テロに対する取り組みの一環として、インド洋における海

上阻止活動への海上自衛隊による支援を行っているが、この活動に限らず、日本が

このような取り組みを長期にわたって実施することが可能な体制を強化しなければ

ならない。 
 
イ 破綻国家への支援・国連平和維持活動への参加等 

日本は、従来から、国際社会からの要請なども考慮しつつ、カンボジアへの国連

PKO やイラク復興支援などに関わってきたが、「平和協力国家」14としての日本の国

際的指導力を高めるためにも、破綻国家の再建などの活動により積極的に関わって

いくべきである。その際、自衛隊は、専門性を活かした人道・復興支援に加え、文

民の防護や治安維持機能向上のための支援に重点を置くべきである。また、日本は

先般、国連待機制度15への登録を行ったが、引き続き、国連 PKO 局等への要員の派

遣を含め、国連平和維持活動により積極的に参加するための条件整備を進める必要

がある。 
さらに、気候変動により、海面の上昇のほか、洪水、干ばつ、暴風の発生頻度が

増加するといわれており、また新型インフルエンザをはじめとする感染症の爆発的

な流行拡大（パンデミック）が懸念される中で、今後、災害救援活動の重要性が高

まる可能性がある。国際緊急援助活動は、自衛隊が培ってきた災害対処ノウハウを

有効に活用できる活動であることから、積極的に参加していくべきである。 
 
ウ 大量破壊兵器の拡散問題への対応 

大量破壊兵器の拡散の阻止や武器・武器技術の移転管理は国際社会が協力して早

期に取り組むべき課題である。PSI など、大量破壊兵器やミサイルの拡散を防ぐた

めの取り組みに自衛隊を積極的に従事させるべきである。また、軍備管理・軍縮の

問題を扱う国際機関に軍事専門家として自衛官を派遣することにも、さらに前向き

に取り組むべきである。 
 
 

                                                 
14 2008 年 1 月、福田総理が国会における施政方針演説の中で、世界の平和と発展に貢献する「平

和協力国家」として、国際社会において責任ある役割を果たしていく考えを表明した。 
15 国連加盟国が PKO に提供可能な要員の種類、規模等を予め通報しておくことにより、国連 PKO
局から各国への協力打診の迅速化・円滑化を図るために設けられた制度。1994 年の制度発足後、現

在までに 88 カ国が登録済みであり、日本は 2009 年 7 月に登録。 
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エ グローバルな防衛交流・協力の拡大 
日本は、地域にとどまらず、NATO や欧州諸国等との安全保障に係る政策対話と

ともに、グローバルな安全保障課題に関する交流・協力を積極的に進めていくべき

である。こうした取り組みは、国際平和協力活動の迅速かつ円滑な実施に資するの

みならず、協調的な秩序の構築へとつながることも期待できる。 
 
第２節 新たな防衛力の機能と体制 

（１）防衛体制構築の指針 
今日の安全保障環境の下で、防衛力が対処すべき事態は多岐にわたる。テロはい

つでも起こり得るものであり、平時と有事の区別を論じることが難しい。また、武

力攻撃の態様も、弾道ミサイルや特殊部隊による攻撃など、兆候を察知するのが容

易でないものが予想される。このような事態に際しては、事態の悪化を防ぐべく、

状況に応じたシームレスな対応をとる必要がある。 
防衛力の役割が国の防衛にとどまらず国民の安全確保のための各種活動に広げら

れるべきであるという考え方が 07 大綱以来定着してきたが、国民の安全確保に関す

る防衛力の役割は、当時から想定されていた災害対処、在外邦人等の輸送などに加

え、近年はテロ攻撃に際しての住民の避難措置が付け加わるなど、さらに拡大して

いる。また、本年（2009 年）海賊対処法が成立したことにより、自衛隊は海上保安

庁との協力の下、本格的に法執行を担うことまで求められるようになった。 
国内のみならず、環境が著しく異なる海外でも活動することが求められている。

テロ対処、平和構築、災害救援等の各種の非軍事的活動にも従事する必要があり、

さらに、自然条件が厳しい遠隔地への迅速な展開や、長期間に及ぶ活動の継続も要

請される。 
このように、今日の防衛力は、多種多様な任務に従事可能な「多機能」性を持ち、

突発的な危機にも迅速・的確に対処し得る「柔軟な」運用が可能なものへと発展す

べきである。このような視点で現在の自衛隊を見れば、自衛隊の体制は 16 大綱を受

けた変革の途上にあるが、上に述べた防衛力の役割を果たせるよう、いっそうの体

制変革が必要である。 
これまでの大綱制定の経緯を見ると、防衛力の質の向上を前提としつつ、07 大綱

では防衛力の「合理化・効率化・コンパクト化」が、また、16 大綱では、本格的な

侵略事態への備えとしての装備・人員の縮減が目指され、現在も 16 大綱が示す体制

への移行が続いている。こうした経緯を受けて、今回の大綱見直しにおいては、新

たな安全保障環境の下、防衛力の役割が拡大している点や、継続的な活動と、対応

の迅速性が重視される点を踏まえ、防衛力の水準を検証し、時代の要請に即した体

制を実現する必要がある。 
また、今日、事態生起までの猶予時間が短くなる一方、部隊、隊員に求められる

能力が高度化・専門化していることから、事態対処に当たっては、部隊が平素から

の編制を維持したまま対処することが前提となる。したがって、平時から部隊の定
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員に対する充足率を高く保ち、即応性ある防衛力を構築すべきである。部隊の充足

率が低いことによって、その実効性にリスクを生じさせることは許されない。 
防衛力を「多機能」で「柔軟」なものに発展させるに際し、装備・編成の優先順

位を明確化しつつ、調達改革を進めることにより、効率的な経費使用を行うべきこ

とは当然であるが、かつての GNP 比のように固定的な水準を前提に防衛予算を定め

ることはできない。防衛力がその役割を適切に果たすために必要な装備・人員を確

保し、それを運用できるよう、政府全体の中で適切に資源を配分していくことが必

要である。 
 
（２）防衛力の機能発揮のための共通の要請 

東アジア地域に大規模な軍事力が集中する状況や、日本と比較した周辺国の国力

の相対的な動向を踏まえれば、今後日本は、適切な日米間の役割分担の視点も考慮

しながら、装備については量よりも質に配意すべきである。同時に、保有する装備

の機能を全力発揮させるためのソフトウェアを重視し、より費用対効果の高い防衛

力を構築していくべきである。そのための共通の要請として、以下を重視すべきで

ある。 
第１に、相手よりも状況を早く正確に収集・分析・評価すること、すなわち、情

報優越を獲得することにより、その防衛力が機能を効果的に発揮できるようにする

ことである。このため、ISR 活動に従事する航空機、艦船等の整備とネットワーク

化を進めていく必要がある。この際、宇宙空間も効率的・効果的に利用することが

適切である。政府は、安全保障を強化する宇宙開発利用の推進策として、高分解能

を有する商業用画像衛星その他先行する民生技術の活用や、防衛利用の観点も踏ま

えたデュアルユース技術の研究も積極的に進めるべきである。 
第２に、現場と中央を結ぶ指揮通信（C4）機能、また、それと表裏の関係にある

情報セキュリティ機能の充実を図ることである。事態の進展にシームレスに対応す

るため、抗堪性のある大容量通信によって現場と中央を直結することが必要である。

また、国際平和協力活動をさらに強化するための基盤として、国外部隊と本国との

通信、国外部隊同士の通信の能力向上について重点的に対応すべきである。 
情報ネットワークに対する脅威は、近年ますます増大している。攻撃者がその存

在を秘匿したまま容易に攻撃を加えられること、攻撃には大規模システムを必要と

しないことなどの特性から、防衛力に対する切迫した脅威となっている。情報セキ

ュリティがあらゆる任務遂行の基盤となるとの認識に立ち、攻撃に強いネットワー

クを形成しつつ、脅威の進化にあわせた改善を図る態勢を持つことが不可欠である。 
第３は、高度な科学技術力の活用である。周辺国の軍事力を念頭に、量のみに着

目して日本の安全を確保しようとするのではなく、ステルス化、ネットワーク化、

精密誘導化などの世界の軍事技術の趨勢を踏まえ、日本の有する高度な科学技術力

の活用により、質を高めていくことが必要である。また、日本の民間企業は省エネ

ルギー・再生可能エネルギーの分野についても高い技術水準を有している。自衛隊
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の能力を低下させない範囲で、燃料費の軽減や補給の負担軽減といったメリットを

追求するため、新しい技術の活用を検討すべきである。 
第４は、日本が 3 千キロに及ぶ列島線を抱え、多くの島嶼を有するといった日本

の地理的条件を踏まえることである。日本本土と離島との距離を克服するためには、

部隊を迅速に展開させる機動力の向上が必要である。他方、従来から空自レーダー

サイトが離島に配置されているように、日本が離島を領土として保有することは

ISR 活動などにおいて利点でもある。この両面に着意した防衛力整備を進めていく

ことが重要である。 
 
（３）統合運用の強化と更なる統合の拡大 

弾道ミサイル攻撃のように瞬時に状況が変化する事態には、３自衛隊のアセット

（資源）を有機的に連携させることによって的確に対処することが求められる。そ

の場合、統合幕僚監部や陸・海・空自衛隊の統合任務部隊司令部（メジャーコマン

ド）を中心とした統合運用によって作戦を遂行することが必須の条件である。 
統合幕僚監部が新設され、運用機能が一元化されて３年が経過するが、これまで

に得られた教訓をも踏まえ、統合幕僚監部の機能強化に加え、メジャーコマンドレ

ベルにおいても統合運用能力をいっそう高める必要がある。 
また、防衛力が統合により多機能性を発揮するためには、対処すべき事態ごとの

作戦指針を明確化し、教育訓練に取り入れていくと同時に、任務に応じた部隊編成

の多様化を図ることが必要となる。その観点から、統合運用の円滑かつ効果的な実

施のための教育訓練や部隊編成の手法を確立すべきである。 
さらに、統合運用される自衛隊が効果的にその能力を発揮するためには、運用を

担当する統合幕僚監部が作戦面からの優先順位を判断し、防衛力整備について意見

具申する権限を持つことが必要である。 
 
（４）日米同盟の強化に資する防衛力整備 

2005 年 10 月の「2＋2」共同文書は、日米の共通の戦略目標を達成するための具

体的協力内容を定めた文書であり、日米間の計画検討作業に具体性を持たせること

に言及している。計画検討作業を通じ、緊急事態における日米の役割と任務の分担

が具体化され、日米協力における能力の相互補完を検討する基礎となる。自衛隊と

米軍の間の能力補完は、すでに広範な分野で行われている。例えば、米軍の打撃力

の中軸をなす空母部隊が日本防衛のために展開する場合、自衛隊は、対潜水艦能力

や米軍に不足する機雷掃海能力を提供することができる。また、日米が共同で航空

作戦を行うためには双方の航空機の間の相互運用性の存在が前提となるが、自衛隊

の持つ広域の警戒管制情報が、このような作戦を支えることとなる。 
したがって、日本の防衛力を構築するに際しては、今後とも、米国との役割･任務

の分担や日米間の相互運用性の向上の観点から常に確認していくことが重要である。 
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（５）国際平和協力活動の強化のための体制整備 
国際平和協力活動は、16 大綱の中で防衛力の主要な役割としての位置づけを与え

られ、さらに 2007 年からは自衛隊の本来任務とされた。 
しかしながら、近年の自衛隊の国際平和協力活動への参加実績は、他の主要国の

国際派遣の実績と比較して十分な水準とは言えず、日本は、国際システムの維持・

構築の役割を担う立場から、より積極的に参画していく必要がある。本懇談会とし

ては、大規模かつ多様化したミッションへ常時複数箇所、自衛隊の部隊を派遣する

ことが可能な態勢を確保すべきであると考えている。 
陸上自衛隊については、海外オペレーションに適した装備品等の整備をはじめ、

国際平和協力活動に迅速かつ長期間対応するための能力をいっそう向上させるとと

もに、一定規模の部隊を常続的に派遣することを可能にする部隊交代の態勢や後方

支援態勢等を保持すべきである。海上自衛隊については、インド洋のような遠隔地

域において国際平和協力活動を的確に実施するための体制を維持するとともに、洋

上を含む現地での後方支援態勢等を確保すべきである。また、航空自衛隊について

は、中東、アフリカ等の遠隔地域での国際平和協力活動において、陸自部隊等の機

動的な展開や救援物資等を迅速に運搬するための効率的な輸送態勢を整備するとと

もに、派遣部隊の安全を確保するための警戒監視等、活動する手段の多様化を図る

べきである。 
このような海外オペレーションを円滑に遂行するため、いっそうの統合運用体制

の強化や指揮通信の強化も必要である。また、災害救援や人道復興支援などの現場

で対応すべきニーズが多様化・複雑化している現状にあわせ、関係国部隊や国際機

関との連絡調整能力の向上、現地の地誌情報の収集や、これらに資する隊員の語学

力の向上、さらには、現地の文化や習慣に対する理解の向上を図るべきである。さ

らに、海外オペレーションの拡大と並行して、任務遂行に当たる隊員のみならず、

負傷・帰還した隊員やその家族を支援する体制の整備を行うことが必要である。 
 
第３節 防衛力を支える基盤 

防衛力がその能力を発揮する上で、これを支えるさまざまな基盤が重要な役割を

果たす。そこで第３節では防衛力を発揮するために必要な人的、物的、社会的基盤

それぞれについてその現状を検証し、今後のあるべき姿を検討する。 
これまで、第１節で示した防衛力の役割を基に、第２節では、今後日本の防衛力

に求められる機能と体制を検討してきた。これらの構想を具体化する上で、高い能

力を持つ隊員、情報化・ネットワーク化に対応した先進技術を具備する装備品が必

要である。しかし、少子化によって優秀な人材の供給は減少し、また、高価格化や

国際的な技術の発展に伴い装備品の調達環境も変化している。このため、人的基盤

としては少子化への対応等について、そして、物的基盤としては防衛生産・技術基

盤について検討する必要がある。 
さらに、部隊が高い練度を維持するためには、部隊が駐留し、訓練する空間を提
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供し、部隊の活動を支える地域社会の協力が不可欠である。また、海外の過酷な環

境下でのオペレーションなど、困難な任務が多くなることも予想され、組織や隊員

の士気を維持するには国民の支持や理解も必要であることから、社会的基盤として

国民の支持と地域との協力についても検討する。 
 
（１）人的基盤（少子化への対応等） 

自衛隊は、人的基盤に関し２つの喫緊の課題に直面している。 
１つめの課題は、日本国内で急激に進行する少子化である。自衛官の主な募集対

象であった 18 歳から 26 歳の男性の人口は、07 大綱策定時と比べて３割程度減少し

ており、従来の採用方針では、一定の質的水準を維持しつつ募集定員を充たすこと

ができなくなるおそれがある。 
２つめは、自衛隊の階級・年齢構成がいびつになっている点である。若い隊員が

安定的に充足され、任期を経て定期的に除隊していく徴兵制のある国や、志願制で

はあるが階級別に滞留制限のある米国・英国とは異なり、日本では自衛官の定年延

長、高年齢での部内からの幹部登用などが行われてきた結果、現場指揮官クラスで

ある尉官を含む幹部の平均年齢が他国と比較して高い。これは自衛隊の精強性維持

の観点、また、多様化・複雑化する任務への柔軟な対応という観点からも問題とな

る。 
少子化の中で隊員募集を円滑に行うためには、雇用の安定という若者への訴求力

の向上が必要だが、２年１任期の任期制隊員から定年まで自衛隊にとどまることの

できる非任期制隊員へと募集をシフトすることは、２つめの課題である平均年齢の

高齢化を招く要因となる。したがって、これら２つの課題には総合的に取り組むこ

とが不可欠である。 
少子化への対応として、まず、女性自衛官の積極的な採用・登用を一段と進める

ことが考えられる。女性の特性や母性保護などを考慮しつつ職域の拡大を図り、女

性自衛官の比率を高めていくことが必要である。また、隊員募集時の訴求力向上は

避けて通れない問題であり、募集時点から、長期安定的な雇用形態を提示していく

必要がある。このため、任期制である一般隊員（２士・１士・士長）から非任期制

である曹クラス（３曹から曹長まで）への昇任を考慮しつつ、全体の人事制度につ

いても、非任期自衛官の採用数の増加を前提に設計し直す必要がある。 
２つめの課題である年齢構成の是正のため、曹クラスから幹部への部内登用につ

いては、抑制の方向で見直しを行う必要がある。一方、曹クラスと幹部とで別の俸

給体系とし、同時に、曹クラスにとって目標となる新たな階級を創設することによ

って、曹クラスの隊員の動機付けと活性化を図ることが望ましい。さらに、非任期

制隊員については、米・英同様に階級別の滞留年限を定めることなどによる、早期

退職制度の導入も検討課題である。しかしながら、この制度を機能させるためには、

早期退職する自衛官が不安を覚えないよう、社会の側で退職自衛官を受け入れる受

け皿作りが必要不可欠である。この際、社会の好意に頼るばかりではなく、自衛官
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としての専門的知識・能力・経験等の利点を活用した政府全体による再就職支援が

重要である。 
最後に、自衛隊の活動の多様化・複雑化や、国民の自衛隊への期待の高まりに伴

い、隊員への教育訓練を通じた人材育成の重要性は今後ますます増大する。厳しい

募集環境の中で採用した人材を優秀な隊員に育てられるか否かは、ひとえに自衛隊

の教育訓練のシステムの適否にかかっている。効果的な教育訓練の結果、個々の隊

員が、防衛省改革会議報告書にいうところのポジティブな「プロフェッショナリズ

ム（職業意識）」を確立することは、自衛隊が高い士気を維持し、強固で健全な組織

を作り上げていく上で不可欠な要素である。また、個々の自衛官がプロフェッショ

ナリズムを確立することは、退官後、再就職する際にも社会に還元できる大きな財

産となり得る。さらに、これに関連し、自衛隊がプロフェッショナリズムの質を高

めるためには、社会との人材交流を目的として自衛官を民間企業等で研修させるこ

と、技術専門家の育成のため国内外に留学させることや、反対に専門的な知識経験

を有する人材を隊内に受け入れることで組織の活性化を図ることも重要である。こ

のため、一般職における任期付任用職員と同様の短期現役制度などを導入すること

も検討する必要がある。 
人的基盤について、本懇談会では、問題点の改善に向けた論点を提示した。この

問題の安全保障上の重要性に鑑み、今後、政府全体として検討し、施策化に取り組

んでいくことを期待する。 
 
（２）物的基盤（防衛生産・技術基盤） 

米軍から貸与・供与された装備で発足した自衛隊は、その後、独自の防衛構想に

適合した装備を取得すること、また、補給を海外に依存することで有事の継戦能力

が損なわれないようにすることなどを目的として、順次、装備品の国産を進めてき

た。こうした国産化の努力は、国内における確実な供給・運用支援基盤を構築し、

また、緊急時には自らの防衛力を拡張し得るという意味で、潜在的抑止力を確保す

る役割を果たしてきた。しかし、今日、高性能化に伴う装備品の高価格化が進む一

方、防衛関係費は過去数年間逓減傾向にあるなど、装備品の調達に関わる環境は変

化しつつある。装備品の調達の減少により、一部には、技術者や熟練技術者の維持

が困難となり防衛生産から撤退した企業もみられる。 
冷戦終結以降、各先進国では、コスト削減を図りつつ先進的技術を追求した装備

を導入するため、装備品の取得方法の改善が行われた。その手法として、民生品の

活用に加え、国際共同開発への参加が行われてきている。また、防衛産業の統合も

進んでいる。先進国であっても、一国ですべての装備に関する生産・技術基盤を維

持することは非常に難しくなっているのである。 
翻って日本では、主要な防衛関連企業における防衛需要（防需）依存度が極めて

低く、防衛分野の企業統合の動きもさほどみられない。また、防衛省の研究開発投

資の水準は先進国と比較して極めて低いため、装備技術に関する研究開発は民間の
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創意に依存してきた側面がある。これは、デュアルユース技術の防衛装備品への適

用に役立った反面、防需の仕事量の変動を企業側の負担で吸収することともなって

きた。しかし、このような民依存型の防衛生産・技術基盤が、外部環境の変化に耐

えられるかどうか、試練の時期を迎えている。 
今後、自衛隊が先進技術を活かした装備を、コストを抑制しながら取得していく

ためには、国内外の情勢変化を踏まえた新たな方策を打ち出さなければならない。

防衛省改革会議等で示された IPT（統合プロジェクトチーム）の推進などの整備・

調達改革を引き続き着実に実行していくことが重要である。また、防衛装備品は、

一般競争入札に馴染まない性格を有しており、この点を踏まえた合理的な調達方式

を検討すべきである。 
加えて、日本の防衛のために必要な装備でもその全てについて国内で開発・製造

体制を堅持することが不可能であるとすれば、国としての防衛生産・技術基盤に関

する基本的な方向性を示すことがよりいっそう必要になってくる。その際、個別戦

闘の勝敗を決するような要素、秘匿を要する要素、維持・整備の必要性等から自国

に基盤を保持しなければ戦力を発揮し得ない要素に着目して基準を設け、重点的に

維持・育成すべき防衛生産・技術基盤を明確化し、これに従って、防衛省の装備品

の取得方式（国産、輸入、他国との共同開発等）を決定すべきである。国内に維持

すべき種類の防衛生産・技術基盤に留意し、それをどのように維持・発展させるか

という包括的な防衛産業政策を政府が明確にすることが必要である。また、政府は、

国内の防衛関連企業に対して、長期的な観点で投資、研究開発、人材育成を行うた

めの予見可能性を与えることなどを通じて、最終的にはコストを抑制しつつ優れた

装備品を調達し得る防衛生産・技術基盤の実現をめざすべきである。 
世界水準の先進技術に追いつくため、また、独自で開発を行うリスクやコストを

低減するため、国際共同開発に積極的に踏み込むことが必要である。これに関連し

て、武器輸出三原則等のあり方、防衛装備品への先行投資を可能とする契約等のあ

り方、相互の秘密保護のあり方等について見直しが必要である。 
武器輸出三原則等の見直しに関しては第三章第４節で詳述する。 

 
（３）社会的基盤（国民の支持と地域との協力） 

有事における日本の防衛に関し自衛隊が果たすべき役割については国民から十分

な理解と支持を得られていると思われるが、有事の際には国民の負担や協力が必要

な場面が想定されることをよく理解している国民は少ないのではないか。また、イ

ラク復興支援の際の国内の議論で明らかになったように、日本が国際平和の実現の

ためより積極的に関与していくことについて、国民の間で多様な見解が存在する。

これまで日本では、安全保障や防衛に関し、平素からの国民的議論が忌避されてき

たため、何か問題が生じた時に冷静な議論が行えない傾向があったが、安全保障環

境が大きく変化した今、日本の安全保障政策のさまざまな側面に関して、広く国民

の間で議論がなされるべきであり、そのためにも正確な情報、適切な説明を提供し
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ていくことが重要である。 
国民への広報については、自衛隊の活動の重要性が国民に分かりやすく伝わるよ

う、防衛省のみならず政府一体となって努力すべきである。その際に、崇高な任務

を負う自衛隊員の士気を高め、自覚を促すような配慮も重要である。自衛隊は絶え

ず国民からの視線を意識し、ありのままの姿を見せ、国民からの共感を獲得するこ

とが重要である。透明性の確保、説明責任の重要性に対する認識を高めるよう、継

続的な教育が重要である。 
災害派遣や民生協力は、自衛隊の重要な任務の一つであり、国民や地域住民の期

待が高い。また、国際社会に対し、自衛隊の高い能力を示すことにもつながる。訓

練や日常の交流を通じて地域と密着した部隊は、現実の災害発生時にも地域の協力

を得て、十分にその力を発揮すると考えられる。 
また、別の側面として、自衛隊の存在は基地・駐屯地を受け入れている地域にお

いて雇用・経済を支えるものであることや、自衛官やその家族と地域社会の間の親

密な関係が部隊の士気にも良い影響を与えることも留意すべきである。 
多様化する任務に自衛隊が迅速・機動的に対処することが求められる今日、展開

能力の向上により、平時における部隊配置をより柔軟に考えることが可能になって

きている。したがって、自衛隊部隊の配置を決定する場合には、日常の訓練のしや

すさや地域社会との連携の強さをも考慮すべきである。 
このように、自衛隊に対する国民の理解や支持、地域住民の協力は、重層的な意

義を持つようになっており、今や、防衛力を構成する重要な要素となっていること

について、再認識されるべきである。
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第三章 安全保障に関する基本方針の見直し 

 
 
第一章では、新しい日本の安全保障戦略として多層協力的安全保障戦略を示した。

これは、日本自身の努力、同盟国との協力、地域における協力、国際社会との協力

というアプローチを組み合わせて、日本の安全を守り、脅威の発現を防止し、国際

システムの維持・構築をめざすものであり、防衛力を含む日本のパワーが平和と安

全のためにより積極的に使われることが提案された。これを受けて、第二章では防

衛力が果たす役割について検討され、日本の国家意思の作用として、防衛力が効果

的に運用され、目標が達成できるよう、適切な機能や体制などの整備が提言された。 
これらの取り組みについては、日本の保持する資源が限られていることから、そ

の優先順位を正しく設定する必要がある。一方、その限られた資源を最大限活用す

るため、政策や法制度などについて再検討することは重要である。そこで第三章で

は、とくに国、政府全体の問題として取り組むべき政策上、法制上の課題を整理し、

その再構築を提言する。 
 
第１節 安全保障政策に関する指針について 

日本の安全保障政策に関する最も基本的な方針を定めた文書として、1957 年に決

定された「国防の基本方針」（参考 1）がある。同方針は、策定から 50 年以上の間、

一度も修正されることがなかった。 
このことは、同方針の定めた内容が日本の不変の国情に合致していたからともい

えるが、同時に安全保障政策の変化と照らし合わせてもなお修正を要しないような

一般的な内容しか定められていないことを意味しており、「国防の基本方針」が日本

の現実の安全保障政策を決定する上での十分具体的な指針とはなり得ていない、と

みることがむしろ適当である。 
また、日本は、防衛費の GNP1％枠を撤廃した翌年の 1987 年、「今後の防衛力整

備について」と題した閣議決定を行い、その中で、（ア）専守防衛、（イ）他国に脅

威を与えるような軍事大国にならない、（ウ）文民統制を確保する、（エ）非核三原

則といった、それぞれ異なる文脈の下に策定された方針事項を並べるなど、本閣議

決定を日本の防衛力整備の新たな歯止めの基準とした。それ以来、これら４つの方

針は、防衛白書などで、「国防の基本方針」とともに、「防衛政策の基本」を構成す

るものと紹介され、また、16 大綱に至るまでの政府の主要文書の中で忠実に繰り返

されてきた。 
これら４つの方針は、客観的・主体的状況の変化を踏まえて検証する必要がある

が、軍事大国とならない、核兵器を持たないという否定の形で、日本の防衛政策に

歯止めを掛ける意義を持ってきた。他方、日本が今後、国際的な課題に積極的に取

り組んでいく中で、「日本は何をするのか」についての十分な説明を提供するもので
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はない。 
日本の防衛政策の歯止めについて、本懇談会は、日本国民が自身の民主主義を信

頼し、これを機能させることに優る歯止めは存在しないと考える。その意味で、文

民統制は、今日でも日本の基本的防衛政策の１つとして重要であり、また、今後と

もその価値は変わらないと考える。また、軍事大国にならないとの方針は、日本の

平和志向に根ざした国内外へのメッセージとして引き続き重要であり、これを維持

することは、日本の防衛力整備の方向性に関する信頼性を高めるという意義がある。 
他方、例えば、「専守防衛」という言葉は、自衛隊の発足直後その合憲性が国会等

においてさかんに問われていた状況において、他国を侵略するのではなく専ら日本

を守る、そのために必要最小限度の防衛力を整備していくという政府の立場を説明

する際にしばしば用いられたものである。この言葉は、佐藤内閣 16 において「わが

国の防衛」の「本旨」とされて以降、「憲法の精神にのっとった受動的な防衛戦略の

姿勢」という考え方として定着している。しかし、この言葉の持つ語感は、日本の

防衛のためにどのような装備体系や部隊運用が必要かを具体的に議論するに当たり、

率直かつ自由な思考・発想を止めてしまう要因となっていることに留意しなければ

ならない。私たち日本人が「専守防衛」と唱え続けようとも、世界の安全保障環境

はそれと無関係に刻々と変化している。脅威がグローバル化・トランスナショナル

化し、弾道ミサイルなどが拡散する世界は、従来、「専守防衛」で想定していたもの

ではない。 
今後、日本が自らの安全保障政策の指針として「専守防衛」を維持するのかにつ

いてはさらに議論しなければならないが、少なくとも、「専守防衛」の内容が不必要

なまでに広く解釈されることは好ましいことではない。日本は不必要な軍拡競争が

生まれないように留意しつつ、有効な防衛力を効率的に整備する、そして、侵略に

対しては不退転の決意で防衛に当たる、ただし、憲法が認めていない「先制攻撃」

を行うことはない、といった基本的な要素を押さえながら、「専守防衛」の意味を明

確化させることが有益と考える。 
「国防の基本方針」策定以降、今日までの間に、日本をとりまく安全保障環境は

大きく変化した。同時に、日本の主体的条件も、国際システムの受益者から、これ

を担っていく関与者へと変わってきた。こうした変化を踏まえ、国民と国際社会に

対して説得力と透明性のある安全保障政策の策定が必要不可欠である。本懇談会は、

このような認識に立って、日本がめざす「安全保障政策の基本方針」を定め、内外

に示すべきであり、その際に、あわせて、専守防衛など、日本の基本姿勢を表す概

念についても、今日の視点から検証すべきであると考える。 
 
 
 

                                                 
16 佐藤政権下の昭和 45 年に防衛庁（中曽根長官）が作成した「日本の防衛」で、「わが国の防衛は、

専守防衛を本旨とする」と説明された。 
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第２節 国際平和協力活動に関する方針・制度について 

（１）国連 PKO 参加の現状 
破綻の危機に瀕している脆弱国家における平和定着や、破綻してしまった国家に

対する復興支援といった国際的な努力に積極的に関わっていくことは、「平和協力国

家」をめざす日本にとって当然の責務といえる。 
しかし、2007 年に国際平和協力活動が自衛隊の本来任務とされ、また国際活動教

育隊や中央即応連隊が新編されるなど自衛隊が国際平和協力活動に主体的・積極的

に取り組むための各種体制が整いつつある一方で、国連 PKO への日本の参加は低調

である。日本は UNTAC（国連カンボジア暫定統治機構）への参加を皮切りに、国

際平和協力法の下、多くの国連 PKO に参加し、その業務範囲も拡大してきた。東テ

ィモールにおいては、司令部への要員派遣、文民警察要員による警察コミッショナ

ーへの助言、最大 680 人からなる施設部隊による後方支援、民生支援などを実施し、

経済援助や技術指導などとも連携したこれらの活動は、その派遣先等において高い

評価を受けた。これまで、日本は質の高い貢献を行ってきたが、他の先進国と比べ

ると、その規模や業務範囲は限定的である。国際平和協力法（PKO 法）は、同法に

基づいて派遣される要員の上限を 2000 人としているのに対し、現在派遣されている

のは 54 名（2009 年 5 月現在）17 である。日本は他の G8 諸国等と並ぶ応分の努力を

行う必要がある。18 
従来、国連 PKO への日本の要員の派遣は、参加５原則（参考 2）に基づき、いわ

ゆる宮沢４原則（参考 3）も念頭に置きつつ、その可否を判断してきた。しかし、

1990 年代以降、国連 PKO は、国家間紛争に対応する伝統的なものから、多数の当

事者が存在する内戦型の紛争、非国家主体との紛争等に対応した大規模・多機能型

のものに変化し、参加５原則に当てはまらないケースが多くみられるようになった。

また、活動地域の多くがアフリカ等の遠隔地であり日本の安全や利益に直結すると

は感じにくいことから、政策判断としても積極的な派遣がなされなかった側面もあ

る。このため、参加５原則や宮沢４原則など、PKO の派遣を判断する法的・政策的

基準について、国際標準にあわせる形で見直す必要がある。 
 
（２）参加基準の見直し 

参加５原則とは、国際平和協力法の法案作成に当たり取りまとめられたものであ

り、その考え方は同法の規定の中に組み込まれている。参加５原則は同法制定当時

（1992 年）設置されていた国連 PKO ミッションの形態を念頭に作られ、５つの原

                                                 
17 UNDOF 司令部要員 3名､派遣輸送隊 43名､UNMIN 軍事監視要員 6名､UNMIS 司令部要員 2名。

これ以外にも連絡調整要員 6 名を派遣。 
18 国連の統計上は、カナダ 176 人、フランス 1,879 人、ドイツ 282 人、イタリア 2,690 人、日本 39
人、ロシア 328 人、英国 283 人、米国 93 人。（2009 年 6 月現在） ここには、国連安保理決議に基

づく PKO ではない国際活動への参加人数は含まれない。参考として ISAF（国際治安支援部隊）へ

の参加人数はカナダ 2,830 人、フランス 2,780 人、ドイツ 3,380 人、イタリア 2,350 人、英国 8,300
人、米国 28,850 人。（2009 年 6 月 15 日現在） 
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則のうち、停戦合意、受け入れ同意、中立性の３つの原則はいずれも「紛争当事者」

との関連で定められている原則だが、当時は、国家間紛争や、統制のとれた少数の

主体間での紛争を想定していた。しかし、脆弱国家や破綻国家における紛争の場合

には、「紛争当事者」に該当する可能性のある主体が多数存在することが多い。日本

の積極的参加を実現するためには、これら３つの原則が満たされているかどうかの

要件については、全ての当事者ではなく、国連や地域連合が紛争当事者であると認

定した主体について判断する、という考え方に切り替えることが必要となる。 
次に、参加５原則の１つに、「武器の使用は、要員の生命等の防護のために必要な

最小限のものに限られる」という項目があるが、破綻国家においては、住民や避難

民の防護が必要であり、また、多機能型 PKO では文民や民生活動に従事する軍人も

多数参加することから、文民等の警護が活動実施の鍵となる。自衛隊による文民や

他国の要員の防護を含め、活動に必要な武器使用のあり方についても見直す必要が

ある。 
本懇談会は、これらの課題を解決し、日本の PKO 参加拡大を図るため、参加５原

則を見直し、これと表裏一体の関係にある現国際平和協力法を改正すべきであると

考える。 
次に、宮沢４原則は、PKO への参加の是非を政策的に判断する基準として、国内

の支持と国際社会からの評価、要員の安全、及び、日本に相応しい業務を挙げたも

のである。しかし、日本では、アフリカなど遠隔地への派遣について、国内の支持

を得ることが難しい場合が多かったのも事実である。実際、今日の国連 PKO の過半

数がアフリカにおける活動であるにもかかわらず、日本は、1995 年以降、アフリカ

への部隊派遣を行っていない。このため、宮沢４原則についても、次のような考え

方を基に、見直しを進める必要があると考える。 
ここで日本の PKO 参加について改めて考えると、参加を判断する政策的基準の１

つめは正統性の有無である。日本が参加する PKO ミッションには、国連決議や地域

的な合意など国際的な正統性が確保されているべきである。２つめに、PKO 要員等

の安全が自衛隊による警護等によって確保されることである。この際、日本の要員

以外に、保護を必要とする各国文民等の安全確保も重要である。３つめに、実施す

べき業務について、自衛隊の能力を含む日本の指導力、行政能力等が適切に発揮さ

れることである。そして、これら３つの評価を踏まえた上で、当該 PKO ミッション

への参加が日本の国益に合致するか否かを判断すべきである。また、本懇談会は、

日本が PKO を含む国際平和協力活動に参加することは、日本にも及びうる脅威の発

現を未然に防止し、日本もその一部である自由で開かれた国際システムを維持する

ための手段である、という認識が国民の間に広く受け入れられるよう、さまざまな

場での議論がなされるべきであると考える。同時に、日本の参加のあり方として、

戦闘行為を含む強制措置を直接の任務とはしないことを明確にすることも、国民の

支持を広げる観点から有意義であると考えられる。 
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なお、国連が公表した国連 PKO に関する文書 19によれば、PKO 参加部隊の武器

使用権限は、ミッション要員の防護を含む自衛のほか、国連安保理決議に基づくマ

ンデートの遂行を妨害する行為を排除するための武器の使用を含むとしており、こ

れが国際平和協力法上認められた武器使用の範囲と異なるという問題が元来存在し

ている。また、紛争解決から国家再建までのシームレスな支援に必要な文民等の警

護や住民の防護、治安部門改革といった活動への参加は、現行の国際平和協力法に

基づく活動としては難しいが、本懇談会は、これらの活動についても、今後日本が

積極的に実施すべきであると考える。このため、国際平和協力法を改正する際には、

民軍協力、ODA との連携、外国部隊との協働などを想定して業務の範囲を拡大する

ことや、武器使用の範囲の見直しについても検討すべきものと考える。 
 
（３）国際平和協力に関する恒久法の制定 

国際平和協力活動の形態は、国連 PKO だけではなく、安保理決議に基づく多国間

の取り組み、相手国の要請等に基づき、地域の安定化を目的として関係諸国が国連

の枠外で行う非国連型の取り組みなど多様化してきている。日本は、PKO 以外での

自衛隊派遣のうち、安保理決議の要請を踏まえた多国間の取り組みについては、テ

ロ特措法やイラク特措法など、その対象と期限を限った特別措置法によって対応し

てきた。しかし、その都度法律を作ることは、時間的な損失、政治状況による影響、

派遣基準が不明確などの点で問題があり、また特別措置法では情勢変化に伴う修正

や期限の延長などが必要な場合、改めて法的手続きが必要となる。 
こうした点を踏まえ、日本が国際平和協力により積極的に取り組むため、自衛隊

が参加できる活動の範囲を拡大する観点から、活動を行う国際的枠組、参加する活

動の範囲、武器使用基準、国会の関与のあり方などを規定した恒久法の早期制定が

必要である。このような恒久法の制定は、国際平和協力に関する日本の基本的方針

を内外に示す上でも有意義である。 
 
（４）国際平和協力に関する法的基盤の確立 

「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会（安保法制懇談会）」報告書では、

国連の集団的措置の一環である国際平和協力は、日本を当事者とする国際紛争では

なく、したがって、憲法が禁止する「国際紛争の一環としての武力の行使」に当た

ると理解されるべきではないこと、及び、補給、医療等の後方支援が、「他国の武力

行使と一体のものと評価される場合には憲法の禁止する武力の行使となる」という

「一体化論」は、国際的な理解や国際協力における実態と乖離していることから是

正すべきことを提言した。本懇談会は、この報告書の結論を強く支持し、今後の法

制度の中で活かされるよう期待している。 
 

                                                 
19 2008 年 3 月、PKO の性質や任務についてまとめた「国連 PKO：原則と指針」（いわゆる PKO キ

ャップストーン・ドクトリン）と題する文書を公表した。 
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第３節 弾道ミサイル攻撃への対応に関する方針について 

（１）日米協力の重要性 
日本に対する弾道ミサイルによる攻撃から自らを防衛するには、外交による働き

かけ、報復攻撃能力による抑止、打撃力を用いた敵基地等への攻撃、ミサイルの迎

撃による拒否、被害局限という重層的な方策が必要である。このうち、報復的抑止

力について日本は米国に依存しているが、その他の方策について日本が果たすべき

役割は大きい。外交による働きかけについては、制裁のための国際的な取り組みを

より実効性あるものにするため努力すべきである。ミサイル迎撃については、C4ISR
の分野で米国から支援を受けつつ、主として日本がその役割を果たすべきであると

考えられる。国民保護等による被害局限は、専ら日本の果たすべき役割である。 
敵基地攻撃能力など、ミサイル防衛システムを補完し、あるいは打撃力による抑

止をさらに向上させるための機能についての本懇談会の考え方は第二章第一節（２）

で述べたとおりであるが、仮に日本が新たな装備体系を導入するとした場合でも、

実際の運用にあたっては情報の交換を含め米国との協調が必要であると考えられ、

その具体的なあり方については、日米間の役割分担に関する協議を経る必要がある。 
ミサイル発射情報を入手する上では、日本独自のセンサー（イージス艦搭載レー

ダーや地上配備型のレーダー）によって得られる情報とともに、米国から提供され

る早期警戒情報を活用することが今後も有効である。本年（2009 年）4 月の北朝鮮

の弾道ミサイル発射の際、早期警戒情報が直ちに米軍から日本に伝達されており、

この事実は日米協力の高い信頼性の現われとして積極的に評価されるべきである。

今後さらに日米協力を進め、発射情報の探知手段の多様化・向上を図っていくべき

である。 
 
（２）法的基盤の確立 

安保法制懇談会では、「米国に向かうミサイルを迎撃すること」、「日米が共同で活

動している際に米軍艦船に危険が及んだ場合にこれを防護すること」は、いずれも

同盟国として果たすべき日本の任務であり、これらが常に可能となるよう、警察権

や武器等防護の論理によらずに、集団的自衛権に関する従来の政府解釈を変更すべ

きである旨提言された。本懇談会は、この提言を強く支持し、これらの論点につい

て以下のように考える。 
 
① 米国に向かうミサイルの迎撃 

北朝鮮の弾道ミサイルの性能が向上することにより、その射程には、日本全土に

加え、グアム、ハワイなど米国の一部も含まれ、日米は共通の脅威にさらされるこ

ととなる。ミサイル防衛システムは日米の緊密な連携により運用されるものである

こと、またグアム、ハワイ等は日本が攻撃を受けた際に米軍が来援する拠点である

ことから、米国に向かうミサイルを迎撃することは、日本の安全のためにも必要で

あり、可能な手段でこれを迎撃する必要がある。従来の集団的自衛権に関する解釈
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を見直し、米国に向かうミサイルの迎撃を可能とすべきである。 
 
② 米艦船の防護 

本年（2009 年）4 月の北朝鮮によるミサイル発射の際には、自衛隊と米軍の艦船

が日本海に展開したが、未だ日本に対する武力攻撃が発生していない状況で公海上

の当該米艦船に対する攻撃が行われ、かつ、これが自衛隊艦船に対する攻撃と認め

がたいとき、自衛隊の艦船が米軍艦船を防護するための法的根拠は見いだしにくい。 
しかし上述のとおり、弾道ミサイルへの対処は、日米が緊密に連携して行うもの

であり、ミサイルの警戒にあたる米軍艦船について自衛隊艦船が防護できないとす

れば、日米同盟の信頼性の低下を招き、北朝鮮に対する有効な軍事的対処ができな

くなり、日本の安全を大きく損なうおそれがある。したがって、このような場合に

おいても自衛隊が米艦船を防護できるよう、集団的自衛権に関する解釈の見直しも

含めた適切な法制度の整備が必要である。 
 
第４節 武器輸出三原則等について 

（１）武器輸出に関する今日の課題 
日本は、憲法の理念である平和国家としての立場を踏まえ、国際紛争を助長する

ことを回避するため、武器輸出三原則等（参考 4）により武器等の輸出について慎

重に対処してきた。また、武器技術、投資、建設工事についても武器輸出三原則等

に準じて同様に対処することとしてきた。本懇談会は、日本の武器輸出のあり方を

律する武器輸出三原則等には十分な意義があったと考える一方で、日本の安全保障

上の要請との整合性において、現在いくつかの課題が存在すると考える。 
まず、防衛装備品について世界の趨勢を見た場合、主要国間における紛争の可能

性が低下する中、欧米諸国は、高性能化・高価格化する装備品を一国のみで多額の

経費とリスクを負担し取得することはもはや現実的ではないとの認識の下、国際的

な分業体制を作り出すことを志向している。このような国際的な共同研究開発・生

産体制によって生み出される先進的技術や装備品は、プロジェクトに参加した国々

の間でのみ共有され、あるいは優先的に供給される可能性が高い。日本がこのよう

な国際共同研究開発・生産の枠組に参加できない場合、国際的な技術の発展から取

り残されるリスクが高まっている。 
また、このような国際共同研究開発・生産案件や、既に個別案件毎に認められる

とされている日米二国間の共同開発・生産案件に日本が参加する場合、研究開発・

生産の成果が相手国から第三国へ移転することを可能としなければ、当該共同事業

の発展性を確保することができない。 
さらに、米国からライセンスを受けて国内で生産する装備品等の米国への輸出や、

当該装備品等について米国から第三国への移転を可能にすることは、日米協力を深

化させることにもつながる。 
政府は、1983 年に米国への武器技術供与を決定し、さらに、2004 年にはミサイル
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防衛システム関連の共同開発・生産に係る対米武器等の輸出を可能とすることなど

によって、武器輸出三原則等と日本の安全保障上の要請との調和を図ってきた。ま

た、2004 年以降、弾道ミサイル防衛以外の米国との共同開発・生産案件、テロ・海

賊対策等への支援に資する案件について「今後、国際紛争の助長を回避するという

平和国家としての基本理念に照らし、個別の案件ごとに検討の上、結論を得る」と

した。しかし、その後の４年間の実績で、テロ、海賊対策に資する輸出案件が１件

あったのみである。個別検討の方式は、事実上、入り口段階での超えがたいハード

ルになっており、テロ対策用の検知・判定機材などの日本の科学技術力を活用した

製品のうち「武器」に該当するものについては輸出が行われず、この点でテロ対策

のための国際的な取り組みに十分寄与できていないとの指摘もある。 
 
（２）武器輸出三原則等の修正 

本懇談会は、日本があらゆる武器等の輸出をめざすのではなく、引き続き、抑制

的な方針を貫くべきであると考える。国際紛争等を助長することを回避するという

日本の平和国家としての基本的立場と相容れないからである。 
他方、上記（１）で述べたような課題に対応できなければ、最先端技術へのアク

セスが確保できず、また、日米防衛協力の深化への足かせともなり得るなど、日本

の防衛力の低下にもつながっていくことが懸念される。また、第二章第３節で述べ

た、国内防衛産業の健全な維持・発展を日本の安全保障にとっての基盤の１つと位

置づける観点からも、武器輸出三原則等による国内防衛産業に対する過度な制約は

適切でないと考える。 
現在、日本はワッセナー・アレンジメント（WA）20 に参加し、通常兵器の輸出管

理に関する国際的な申し合わせにのっとった輸出管理を実施している。日本は WA
を含む武器輸出等に関する全ての国際レジームへの参加により国際的な責務を十分

果たしている。このことを前提に、本懇談会は、武器輸出を律するための新たな政

策方針を定めることが適切であると考える。 
新たな政策方針には、（ア）武器輸出に関する国際ルールを厳守すること、（イ）

武器輸出に関する抑制的な方針を継承すること、（ウ）日本の安全保障上の要請に適

合する、あるいは、世界の平和と安全に寄与する性格の武器輸出は容認すること、

といった内容が盛り込まれるべきである。 
なお、それまでの間、現行の武器輸出三原則等に基づく枠組が維持される場合で

も、最低限、上記（１）に述べた個別の課題については、従来から行われてきた武

器輸出三原則等の一部例外化により、早急に手当てすべきである。 
 

                                                 
20 通常兵器及び関連汎用品・技術の責任ある輸出管理を実施することにより、地域の安定を損なう

おそれのある通常兵器の過度の移転と蓄積を防止することを目的として、1996 年 7 月に成立した新

しい国際的申し合わせに基づく国際的輸出管理体制。 
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（３）武器輸出三原則等の例外化の範囲 
国際的な共同研究開発・生産への参画については、これが一般に最先端技術への

アクセスの確保等による防衛力の維持・向上に寄与するものであることから、武器

輸出三原則等によらないものとすべきである。この場合、日本政府による厳格な管

理を行えることを条件にするとともに、共同研究開発・生産の相手国は、自由・民

主主義・基本的人権の尊重といった共通の価値観を有する国に限る、などの基準を

設け、平和国家としての理念に反することのないように担保する必要がある。 
国家間の国際共同開発に限らず、民間レベルの先行的な共同技術開発や民間企業

による他国の装備品開発・生産プログラムへの参画などについても、同様に扱うべ

きである。 
さらに、他国との共同研究開発・生産の成果の相手国から第三国への移転、米国

から受けたライセンス生産装備品等の米国への輸出や、米国から第三国への移転に

ついても、同様に厳格な管理が確保できることを前提に、武器輸出三原則等によら

ないこととすべきである。 
また、従来個別案件ごとに検討するとされてきた弾道ミサイル防衛以外の米国と

の２国間共同研究開発・生産、テロ・海賊対策等への支援にかかる案件も、厳格な

管理が確保できることを前提に、武器輸出三原則等によらないこととすべきである。 
 
第５節 新たな安全保障戦略の基盤について 

（１）官邸機能の強化 
国の安全は、防衛力のみならず、外交、経済、文化といったさまざまなパワーを

統合して達成される。また、達成すべき国家目標を明確にし、中・長期戦略を政府

部内で共有し、個別課題への対応を通して絶えず戦略を検証するというプロセスが

必要となる。したがって、安全保障政策を統合的に実施するためには、日本の持つ

総合的な能力や、戦略と政策の相互プロセスをとり仕切る、官邸の司令塔としての

機能強化が重要となる。2007 年の「国家安全保障に関する官邸機能強化会議」で、

また 2008 年の「防衛省改革会議」においても官邸の安全保障に関する司令塔機能の

強化が提言されているが、その施策はまだ十分に実施されていない。 
官邸の司令塔機能の強化は、安全保障問題への総理大臣及び関係閣僚の積極的な

関与と、それを支える高度な専門家の組み合わせによって達成される。その観点か

らは、既存の安全保障会議の活性化・実質化をめざし、閣僚による定期的な協議の

場を設けることや、安全保障に関する総理補佐官やアドバイザーを置くことなど、

現行制度の範囲で実行可能な施策が存在しており、政府が早期にこれらの取り組み

を開始することを期待する。 
また、「国家安全保障に関する官邸機能強化会議」の報告書に含まれている、安全

保障に関する閣僚級の会議体を支える恒常的な事務局を創設するとの提言は、安全

保障に関する少数精鋭の専門家に明確な権限を与えてその能力を発揮させるという

観点から意義のあるものであり、将来的な課題として引き続き検討すべきである。 
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（２）情報機能と情報保全体制の強化 
第一章第３節で触れたように、安全保障に関わる判断を支える基盤は情報である。

近年、情報収集衛星の機能向上、内閣情報分析官の新設や情報コミュニティの拡大な

ど、日本の情報収集・分析体制には一定の進展がみられるが、引き続き、内閣が中心

となり、情報機能の計画的な強化を図るべきである。 
とくに、日本の安全保障にとって、不透明な周辺諸国の政治・軍事動向を適時適切

に把握することが不可欠であることに加え、近年は、国際テロ、海賊などの新たな脅

威や、これまで日本と関わりの少なかった国や地域に根差したリスクなどに対応する

必要性が高まるなど、情報収集を必要とする対象は拡がりを増す一方である。こうし

たニーズに的確に対応するためには、ヒューミント（対外人的情報収集）の抜本的強

化や、機数増を含めた情報収集衛星の機能の更なる拡充強化が急がれる。また、他国

の政府・機関との情報交換を通じて得られる情報も価値が高いものであり、外国との

情報協力・情報保全の枠組を拡充することも必要である。さらに、幅広い情報収集・

分析を可能とするため、オシント（公開情報収集）の強化に向けた基盤整備にも努め

るべきである。加えて、情報分析能力の向上のため、国際情勢・安全保障のアナリス

ト、研究者のさらなる育成も求められる。 
強固な情報機能は強固な情報保全の枠組によって支えられる。近年、日本の安全保

障上の秘密が政府職員から流出する事案が発生し、また、政府機関のみならず、大学

や企業に対する他国政府による情報活動によっても、国の安全や利益は脅威にさらさ

れ得る。これに対しては、政府機関の秘密保全を実効あるものとするため、とくに国

の重要な秘密については、その漏えい等に対する重い罰則や秘密取扱者にかかる適格

性確認制度など秘密の管理について定める統一的な法制を速やかに整備するととも

に、政府以外の機関が有する重要な情報に対する保護措置やカウンターインテリジェ

ンス、コンピュータ・ネットワークを介した不法アクセス・情報流出対策を強化する

必要がある。 
 
（３）国会による文民統制の強化 
いわゆる「55 年体制」といわれた時代には、国会における論戦では、防衛に関する

憲法解釈や手続き等を巡っての議論が戦略的な議論に先行し、また、自衛隊の活動を

いかに監視・制約するかという消極的な思考が自衛隊の能力を積極的に活用しようと

いう発想を阻んできたといえる。国の安全保障については、手段、優先順位に関する

政党間の意見対立はあっても、その目標に関するコンセンサスが必要である。複雑な

安全保障環境の下で、国の安全確保に総合的な努力が求められる今日、特定の法案、

条約や承認案件にかかる議論にとどまらず、党首討論を含め、国会が、実質的な政策

論議を通じて安全保障政策の指針を示すことが重要である。それが、防衛力をいかに

制約するかという観点からだけではなく、いかに使うかという視点に立った国会によ

る文民統制の強化につながる。 
国会が安全保障政策に関する実質的関与を深める過程では、機微にわたる情報を基

にした議論が必要となることも予想される。こうした状況に備え、国会における秘密

会のあり方や秘密保護のルール化についても検討されることが望ましい。
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（参考 1） 

国防の基本方針（1957 年（昭和 32 年）閣議決定） 

国防の目的は、直接及び間接の侵略を未然に防止し、万一侵略が行われるときはこれを排除

し、もつて民主主義を基調とするわが国の独立と平和を守ることにある。この目的を達成する

ための基本方針を次のとおり定める。 

一、国際連合の活動を支持し、国際間の協調をはかり、世界平和の実現を期する。 

二、民生を安定し、愛国心を高揚し、国家の安全を保障するに必要な基盤を確立する。 

三、国力国情に応じ自衛のため必要な限度において、効率的な防衛力を漸進的に整備する。 

四、外部からの侵略に対しては、将来国際連合が有効にこれを阻止する機能を果し得るに至る

までは、米国との安全保障体制を基調としてこれに対処する。 

 

 

 

（参考 2） 

参加５原則 

1. 紛争当事者の間で停戦の合意が成立していること。 

2. 当該平和維持隊が活動する地域の属する国を含む紛争当事者が当該平和維持隊の活動及

び当該平和維持隊への我が国の参加に同意していること。 

3. 当該平和維持隊が特定の紛争当事者に偏ることなく、中立的な立場を厳守すること。 

4. 上記の基本方針のいずれかが満たされない状況が生じた場合には、我が国から参加した部

隊は撤収することができること。 

5. 武器の使用は、要員の生命等の防護のために必要な最小限のものに限られること。 

 

 

 

（参考 3） 

宮沢４原則（1993 年（平成 5 年）3 月 31 日の久保田参議院議員（社会）に対する河野官房長

官（当時）の答弁等で表明） 

1. 憲法、国際平和協力法の枠内で行われるべきこと。 

2. 国内の支持を受けるものであり、また国際社会からも評価されるものであること。 

3. 現地の事情に合わせて要員の派遣が効果的にかつ安全に行われるために万全の支援体制

を整え得ること。 

4. 我が国が適切に対応することが可能な分野であること。 
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（参考 4） 

武器輸出三原則等 

武器輸出三原則とは、武器輸出に関して 1967 年に表明された、（１）共産圏諸国向け、（２）

国連決議により武器等の輸出が禁止されている国向け、（３）国際紛争の当事国又はそのおそ

れのある国向け、の場合には武器輸出を認めない政府の方針をいう。その後、1976 年の「政

府統一見解」により、三原則対象地域以外の地域についても、「武器」の輸出は慎むこととさ

れた。 

したがって、現時点においては、三原則対象地域であるか否かにかかわらず、原則として、

「武器」の輸出は認められないこととされている。但し、①対米武器技術供与取り決めに基

づく輸出、② ACSA（日米物品役務相互提供協定）及び同改正協定に基づく輸出、③人道的

な対人地雷除去活動に必要な貨物等の輸出、④化学兵器禁止条約に基づく中国国内における

遺棄化学兵器の処理事業の実施に伴う武器等の輸出、⑤旧テロ対策特別措置法及びイラク人

道復興支援特措法に基づく活動の実施に伴う武器等の輸出、⑥ミサイル防衛システム等一定

の場合における輸出、⑦テロ・海賊対策等のためのインドネシアに対する巡視船艇の輸出等

については、内閣官房長官談話などにより、例外とされてきている。 
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略 語 表 

 
A  

ACSA  Acquisition and Cross-Servicing Agreement  日米物品役務相互提供協定 
ARF ASEAN Regional Forum  ASEAN地域フォーラム 
ASEAN Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合 

C  
C4  Command, Control, Communication, and Computer  指揮、統制、通信、コンピュータ 

D  
DDR Disarmament, Demobilization, and Reintegration  武装解除、動員解除及び社会復帰 

E  
EU European Union  欧州連合 

G  
GNP  Gross National Product  国民総生産 
GPR Global Defense Posture Review （米軍の）グローバルな態勢見直し 

I  
IAEA International Atomic Energy Agency 国際原子力機関 
IED Improvised Explosive Device 簡易爆弾、即製爆弾 
IPT  Integrated Project Team  統合プロジェクトチーム 
ISAF International Security Assistance Force  国際治安支援部隊 
ISR Intelligence, Surveillance and Reconnaissance  情報、監視、偵察 

N  
NATO North Atlantic Treaty Organization  北大西洋条約機構 
NPT Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons 核兵器不拡散条約 

O  
OCHA United Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs 国連人道問題調整部 
ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

P  
PAC-3  PATRIOT Advanced Capability-3  地対空ミサイルペトリオットPAC-3 
PKO Peacekeeping Operations 国連平和維持活動 
PRT Provincial Reconstruction Team 地方復興チーム 
PSI Proliferation Security Initiative  拡散に対する安全保障構想 

R  
ReCAAP Regional Cooperation Agreement on Combating Piracy and Armed Robbery Against Ships in Asia 

アジア海賊対策地域協力協定 
S  

SM-3 Standard Missile-3  スタンダード・ミサイル 3 
SRBM Short-Range Ballistic Missile  短距離弾道ミサイル 
SSR Security Sector Reform  治安部門改革 
START I Strategic Arms Reduction Treaty I 第 1次戦略兵器削減条約 

U  
UNDOF United Nations Disengagement Observer Force  国連兵力引き離し監視隊 
UNDP  United Nations Development Programme  国連開発計画 
UNMIN United Nations Mission in Nepal  国連ネパール政治ミッション 
UNMIS  United Nations Mission in Sudan  国連スーダン・ミッション 
UNTAC United Nations Transitional Authority in Cambodia 国連カンボジア暫定統治機構 

W  
WA the Wassenaar Arrangement ワッセナー・アレンジメント 
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安全保障と防衛力に関する懇談会の開催について 

 

 

平成 21 年１月７日  

内閣総理大臣決裁  
 

 

１．設置の趣旨 

我が国の安全保障を巡っては、引き続き、大量破壊兵器等の拡散や国際的テロ等

の新たな脅威や多様な事態が課題であることに加え、国際平和協力活動への積極的

な取組への期待がさらに高まっている。今後、我が国がこのような安全保障環境に

より適切に対応していくためには、我が国の安全保障と防衛力の在り方について、

幅広い視点から、総合的な検討を行うことが必要である。 

このため、内閣総理大臣が、安全保障と防衛力の在り方に関係する分野等の有識

者を委員として、これに加え同分野に関する行政実務上の知験を有する者を専門委

員として参集を求め、御意見をいただくことを目的として、「安全保障と防衛力に

関する懇談会」（以下、「懇談会」という。）を開催する。 

 

２．構成 

（１）懇談会は、別紙に掲げる者により構成し、内閣総理大臣が開催する。 

（２）内閣総理大臣は、別紙に掲げる委員の中から、会議の座長を依頼する。 

（３）懇談会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

３．その他 

会議の庶務は、関係府省の協力を得て、内閣官房において処理する。 

注）本懇談会と同名の「安全保障と防衛力に関する懇談会」（平成 16 年 4 月

20 日設置）は、「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書～未来への安

全保障・防衛力ビジョン～（平成 16 年 10 月 4 日）を提出後、廃止されて

いる。 
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（別紙） 
 

安全保障と防衛力に関する懇談会の構成員 

 

 

（ 委員 ） 

 

青
あお

 木
き

 節
せつ

 子
こ

    慶應義塾大学総合政策学部 教授 

 

植木
う え き

(川勝
かわかつ

) 千
ち

可子
か こ

 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 

 

◎勝
かつ

 俣
また

 恒
つね

 久
ひさ

    東京電力株式会社 会長 

 

北
きた

 岡
おか

 伸
しん

 一
いち

    東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 

田
た

 中
なか

 明
あき

 彦
ひこ

    東京大学大学院情報学環 教授 

 

中
なか

  西
にし

   寛
ひろし

    京都大学大学院法学研究科 教授 

 

 

（専門委員） 

 

加
か

 藤
とう

 良
りょう

 三
ぞう

    日本プロフェッショナル野球組織 コミッショナー 

（前駐米大使） 

 

佐
さ

 藤
とう

   謙
けん

    財団法人世界平和研究所 副会長 

（元防衛事務次官） 

 

竹
たけ

河内
ご う ち

  捷
しょう

次
じ

    株式会社日本航空インターナショナル 非常勤顧問 

（元防衛庁統合幕僚会議議長） 

 

注）◎は座長 

  役職については、平成 21 年 8 月現在 
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安全保障と防衛力に関する懇談会の開催実績 

 

 

 第１回懇談会 (平成 21 年  1 月  9 日(金)) 

      議題：これまでの防衛計画の大綱の考え方 

 

 第２回懇談会 (平成 21 年 1 月 26 日(月)) 

      議題：国際安全保障環境 

 

 第３回懇談会 (平成 21 年  2 月 12 日(木)) 

      議題：国際社会の課題と対応 

 

 第４回懇談会 (平成 21 年  2 月 24 日(火)) 

      議題：情報と意思決定 

 

 第５回懇談会 (平成 21 年  3 月 3 日(火)) 

      議題：①日米同盟に関する諸問題 

            ②国際平和協力法（PKO 法）に基づく活動 

 

 第６回懇談会 (平成 21 年 3 月 26 日(木)) 

      議題：防衛力を支える基盤(１)(防衛産業・技術基盤について) 

 

 第７回懇談会 (平成 21 年  4 月  9 日(木)) 

      議題：防衛力を支える基盤(２)(自衛隊の基地等と地方自治体について) 

 

 第８回懇談会 (平成 21 年  4 月 24 日(金)) 

      議題：「自衛隊の将来体制について(１)」及び「日本の財政と防衛力の整備」 

 

 第９回懇談会 (平成 21 年  5 月 15 日(金)) 

   議題：自衛隊の将来体制について（２） 

 

 第10回懇談会 (平成 21 年 5 月 29 日(金)) 

   議題：これまでの議論の論点についての全般的な整理 

 

 第11回懇談会 (平成 21 年  8 月  4 日(火)) 

   議題：総理への報告書提出
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○ 安全保障と防衛力に関する懇談会勉強会 

 

 

第１回勉強会 (平成 21 年 3 月 11 日(水)) 

 

第２回勉強会 (平成 21 年  5 月  7 日(木)) 

 

第３回勉強会 (平成 21 年  5 月 26 日(火)) 

 

第４回勉強会 (平成 21 年  6 月 11 日(木)) 

 

第５回勉強会 (平成 21 年  6 月 15 日(月)) 

 

第６回勉強会 (平成 21 年  6 月 19 日(金)) 

 

第７回勉強会 (平成 21 年  6 月 26 日(金)) 

 

第８回勉強会 (平成 21 年  6 月 29 日(月)) 

 

第９回勉強会 (平成 21 年  7 月  3 日(金)) 

 

第10回勉強会 (平成 21 年  7 月 9 日(木)) 

 

第11回勉強会 (平成 21 年  7 月 16 日(木))  

 
第12回勉強会 (平成 21 年  7 月 24 日(金)) 

 

 

 

○ 部隊視察 
 

 第１回視察 (平成 21 年 3 月 10 日(火)) 

       訪問先：陸上自衛隊習志野駐屯地 

             

 第２回視察 (平成 21 年  3 月 31 日(火)) 

       訪問先：海上自衛隊横須賀地区 

       

 第３回視察 (平成 21 年  6 月 4 日(木)) 

       訪問先：航空自衛隊百里基地 
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「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書 
 
 

 

 
 
 
 

（要 約） 
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「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書 

 

（ 要 約 ） 

 

第一章 新しい日本の安全保障戦略 

第１節 安全保障戦略の理念と目標―日本がめざす世界 

 日本がめざす世界では、まず、日本の安全確保が必要である。世界で活動する日本

人の安全も守られなければならない。また、自由で豊かな国民生活を維持するため、

開かれた国際システムの下での経済活動や移動の自由が保障される必要がある。 

日本の安全および生活基盤を守るためにも日本周辺の安全、地域、世界の安定が必

要となる。そして繁栄を維持するためには、市場へのアクセスが確保され、かつ、輸

送路の安全が維持されなければならない。貿易相手国の安定も不可欠である。 

 物質的豊かさにとどまらず、国内外で、自由で民主的な価値が増進され、基本的人

権が守られることも重要である。国際社会では、各国の国益が対立する場面も少なく

ないが、現在は不完全ながらも国際的なルールが整備されている。日本も国際機関の

機能強化や規範作りに積極的な役割を果たしていく必要がある。また日本は、武力に

よる紛争解決を否定しており、この了解が世界に広まることをめざすべきである。 

人と人の間に壁を立てることができない以上、１国の安全のためには世界全体が平

和になることが必要である。 

 

第２節 日本をとりまく安全保障環境 

（１）基本趨勢 

 経済、社会のグローバル化が進展し、相互依存は深化している。このため主要国間

の関係は安定し、大規模戦争の蓋然性は低下した。その一方で、グローバル化は脅威

の拡散を容易にし、日本から遠く離れた国の情勢が日本及び国際的な安全に影響を与

えるようになった。また、国際テロ、大量破壊兵器の拡散、海賊など安全保障上の脅

威を含め、国境をまたぐ（トランスナショナルな）問題が増えている。これら問題を

解決するための、国際協力と機能する国際システムの存在がこれまで以上に求められ

ている。しかし、新興国の台頭などによってパワーバランスに変化が生じ、国際シス

テムに変化の予兆が見られる。 
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（２）グローバルな課題 

 冷戦後の安全保障環境においては、内戦型紛争が破綻国家を生み、「人間の安全保

障」が侵されるという問題、また、脆弱な統治によって国際テロや国際犯罪などに「聖

域」が与えられているという問題が起きている。これらの脅威の影響は全世界に及ぶ

ため、国際社会は、国家の統治能力の構築を支援しているが、その中で軍の果たす役

割が増大している。 

大量破壊兵器、中でも核の拡散は、国際安全保障を脅かす重大な要素であり、核兵

器の拡散が核の連鎖を引き起こすおそれや、核兵器がテロ組織に渡ることも危惧され

ている。 

 これまで米国は世界で圧倒的なパワーを誇るとともに、「グローバル・コモンズ」

と呼ばれる国際公共空間をコントロールし、世界各国に公海の自由航行を保障してき

た。米国の絶対的な優位はこれからも変わらないが、一方で、その威信や相対的な影

響力が低下するのではとの議論もあり、もし米国のコミットメントが減ることになれ

ば、世界や地域の安全に大きな影響が及ぶ。米国のアジア太平洋地域へのコミットメ

ントの強い意志にかかわらず、それが低下するという認識が広まることによって、地

域が不安定になることや日米同盟の抑止が低下することも懸念される。 

今後も協調的な国際システムを維持するためには、新興国がシステムを支える側に

回るよう促すことが重要である。また、米国に加えて、EU 諸国や日本など主要国が

共同で国際的な問題の解決にあたる必要がある。 

 

（３）日本周辺の安全保障環境 

 北朝鮮は核・ミサイル開発を継続しており、世界の平和と安全に対する脅威である。

日本にとっては、核・ミサイルに加え、北朝鮮の特殊部隊による破壊工作なども大き

な脅威となる。北朝鮮の体制は先行き不透明であり、体制の崩壊の可能性もある。 

 中国はさまざまな面での急速な変化を遂げているが、日本にとって好ましい変化も

少なくない。日中間では、経済協力にとどまらず、「戦略的互恵関係」を確立する努

力が続けられている。一方、中国の軍事力の急速な増強は、その意図と規模が不透明

であるため、地域と日本にとって懸念される変化となっている。日本としては、中国

が責任ある大国となる道を自ら選択することを期待するとともに、そのための環境を

整備する必要がある。 
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 ロシアは G8 のメンバーであり、かつアジア太平洋地域の安全保障に影響を与え得

るプレーヤーである。その軍事力は、冷戦時代に比べ活動水準は大幅に下がっている

が、その潜在能力は高い。日ロ間には領土問題が存在するが、周辺の安全保障環境を

改善する上で、地域における日ロの信頼関係を充実させることは重要である。 

 アジア太平洋地域では、米国を軸にした２国間同盟の束が域内の安全と秩序を担保

してきたが、地域安全保障枠組は依然として弱体である。このため、テロや感染症な

どの個別課題についての協力を地域的な安全保障面での協力に結びつけていく必要

がある。 

歴史的にも地理的にも関係の深い韓国との関係については、近年進展を見せる安全

保障上の協力がさらに深化することが期待される。 

 

第３節 多層協力的安全保障戦略 

「多層協力的安全保障戦略」は、日本の安全の確保、脅威の発現の防止、国際シス

テムの維持・構築という３つの目標の実現をめざして、日本自身の努力、同盟国との

協力、地域における協力、国際社会との協力という４つのアプローチを組み合わせる

ものである。 

16 大綱時と比較して、自由で開かれた国際システムへの脅威が増加し、これを支え

きた米国の影響力に変化が見られる。また日本が多くの安全保障上の問題を地域と共

有する一方で、アジア太平洋地域には未だ欧州のような実効性ある地域安全保障枠組

が存在しないことから、新たな目標として、国際システムの維持・構築、新たなアプ

ローチとして地域における協力を加えた。この３つの目標は重複している部分も多く、

また現在の安全保障環境の特徴として、地理的概念が希薄となり、平時と有事の境界

が曖昧になっている。このため４つのアプローチを重層的に、シームレスに連携し機

能させていくことが重要になる。 

 

（１）日本の安全―日本に対する直接的な脅威・問題への対応 

種類も質も異なる様々な脅威が、日本に直接及ぶのを防ぐため、ハードウェア、ソ

フトウェアの両面を用い、事態にシームレスに対応する必要がある。そのための手段

として、脅威・リスクの優先順位を明確にし「多機能弾力的防衛力」を整備していく

こと、核・弾道ミサイルの脅威に対して、核やその他の打撃力などによる抑止を重層
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的に組み合わせること、戦略面、戦術面で共通目標を設定しつつ米国との同盟関係を

強化することがあげられる。日米関係については、米国にリードされるだけではなく、

日本の安全確保を含め、日本自身が主体的に取り組みつつ、日本単独では解決・対処

できない問題について米国と協力することが重要である。 

また、北朝鮮の核・ミサイル開発の放棄を外交的に達成するため、国連制裁決議の

実行、関係国への外交的働きかけなど重層的に取り組むべきである。 

国際テロを制するためには法執行機関を中心とした取締り活動の長期的な継続が

必要となる。 

離島・島嶼、領海への侵入、大規模災害等の脅威に対応するには、国内各機関が連

携した統合的アプローチが重要となる。また、独自に情報収集、分析、政策決定を行

うための情報機能や、文民統制を強化し、自衛隊を積極的に活用して政治目標の実現

を図ることなども重要となる。 

 

（２）脅威の発現の防止 

「脅威の発現の防止」とは、脅威の「種」に働きかけることにより、現実の脅威に

なるのを防ぐことを意味する。この目標の達成には、相互理解の増進など間接的な手

法も用いなければならない。 

アジア太平洋地域の安定のためには地域における米軍のプレゼンスとコミットメ

ントの維持が重要であり、米軍再編計画の着実な実施、日米同盟の変革を推進すると

ともに、国際平和協力活動や多国間演習を通じて、日米両国が協力して地域の安全保

障環境を安定的なものにする必要がある。 

地域の諸問題が不安定要因にならないよう、各国が相互に信頼関係を深めるべきで

ある。そのためには行動規範を作るなどの制度化が有益であるが、海洋の安全保障の

分野では日本も貢献してきており、今後もこれを推進すべきである。地域の安全保障

に関して、日本は米国の同盟国である韓国や豪州と多くの問題意識を共有しているこ

とから、韓・豪両国との関係を強化、連携して、地域の安定に貢献していくべきであ

る。 

 いったん破綻国家となった国に対しては、国家再建に至るまでの包括的な支援が必

要である。日本は紛争終結直後の段階から平和構築に関与することが求められている。

国連 PKO へのより積極的な参加も必要である。また、大量破壊兵器の拡散を防止す
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るための武器管理レジームの強化、核軍縮に向けた取り組みにも、今後、日本は積極

的に関与する必要がある。 

周辺諸国との信頼醸成に努めることは、日本の安全保障のレベルを上げることとな

る。防衛交流を軍事力による抑止と両輪の関係ととらえ、積極的に推進すべきである。

同時に、防衛力の実効性を高めつつ、外交力、経済力、文化の魅力など、日本のさま

ざまなパワーを組み合わせた新しい「総合安全保障」をめざすべきである。 

 

（３）国際システムの維持・構築 

 日本が希求する世界を実現するためには、現在の自由で開かれた国際システムを維

持することが好ましい。同時に、これまでの国際システムが十分対応できないトラン

スナショナルな課題について、補完的なシステムを構築して対応することも日本の課

題である。この際、いわゆる歴史認識の問題が日本の対外的な取り組みを妨げること

がないよう努める必要がある。 

国際システムの維持・構築との目標を実現させるためには、様々な取り組みを重層

的に進めなければならない。日本は、国連機構改革の実現に積極的に取り組む必要が

ある。また、日本が国連の意思決定に深く関わるためにも、国連安保理常任理事国に

なる必要がある。日本人の国際機関への積極的な参画も望まれる。 

アジア太平洋地域に包括的な地域安全保障協力枠組を構築することは容易ではな

いが、実行可能な分野から協力を進める必要がある。地域の安定のため、中国を建設

的なメンバーとして地域の枠組に統合することが重要である。枠組づくりに向け、ま

ずは米国の同盟国・友好国のネットワーク化を進めるとともに、日韓の協力を強化す

べきである。米国との同盟の実効性の維持を前提としつつ、長期的には紛争解決機能

を持つ強固な枠組の構築が必要である。ARF に加え、ASEAN＋3、日印協力、G20

メンバー国との連携などにより、多層的な地域枠組を形成していく必要がある。また、

災害救援の分野での協力体制の組織化も進めるべきである。 

日本は、米国と協力し、経済、金融面などから国際システムを支えてきた。今後は

さらに、他の国とも協力し、グローバル・コモンズの安全について米国が担ってきた

役割を補完する必要がある。また、日米を始め核（コア）となる数カ国が迅速に意思

決定し行動できる組織体（コアグループ）を新たに形成することも必要である。 
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第二章 日本の防衛力のあり方 

第１節 防衛力の役割 

① 日本及び日本周辺における事態の抑止・実効的対処 

平時と有事の間のグレーな領域における事態が焦点になりつつあること、事態の生

起までの猶予時間が短くなっていることなどから、今後は、平素からの活動を通じた

「運用による抑止」（動的抑止）を重視する。また、自衛隊の部隊は事態の進展にシ

ームレスに対応せねばならず、そのためのハードウェア、ソフトウェアの更なる充実

が必要である。日本に対する侵害が生起した場合には、防衛力によって排除する必要

がある。想定し得る事態に実効的に対処可能な防衛力を着実に整備しなければならな

い。 

 北朝鮮の弾道ミサイル脅威に対しては抑止が最も重要であり、核による報復的抑止

については米国に依存するが、その他の打撃力による抑止については、主として米国

に期待しつつ日本も作戦上の協働・協力を行う必要がある。ミサイル防衛による対処

や被害局限も、抑止の一環となる。重層的に構成される抑止を実効的に機能させるた

めには、日米の連携が重要である。また、ミサイル対処能力として、現在計画中のミ

サイル防衛システムの整備を着実に進めつつ、新型迎撃ミサイルの日米共同開発を促

進すべきである。敵基地攻撃能力などについては、日米共同対処を前提としつつ、日

本として適切な装備体系などを検討する必要がある。また、情報収集手段については、

日米で相互補完できるような機能を構築すべきである。 

北朝鮮の特殊部隊や国際テロ組織による工作活動については、兆候を察知するとと

もに、すみやかに対処する必要がある。自衛隊は、法執行機関を支援しつつ、事態が

生起した場合は、重要施設の防護などに中心的役割を担うべきである。 

周辺海域の領土をめぐる意見対立や、排他的経済水域の画定に関する未確定の問題

については、常続的警戒監視を行うとともに、作戦能力の質的優位を保つことが必要

である。また、島嶼部への部隊の新たな配置を検討するとともに、緊急展開能力の向

上を図るべきである。 

自然災害の多い日本の特性を踏まえ、自衛隊は、国内の大規模災害に際して重要な

役割を担うべきである。また、地域の防災能力の低下などが見られる中、自衛隊が安

心・安全の基盤として、地域との連携を強化すべきである。 

現下の国際情勢においては本格的な武力侵攻が生起する可能性は低い。他方、こう
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した事態への備えは、独立国として本来保有すべき機能である。将来の予期しない情

勢変化に備えて、必要最小限の能力を維持すべきである。 

 

② 地域的な環境・秩序のいっそうの安定化 

日本周辺地域における中国、ロシアの活動量の増大に注視していく必要があること

から、ISR 活動（情報収集・警戒監視・偵察活動）により周辺各国の軍事動向を正確

に把握し、日本側の情報優越を確立するべきである。 

防衛交流に関し、近年、共通課題の解決に向けた国際協力が重要視されている。海

洋の安全保障などへの日中両国の協力は、地域全体にとっても好ましい影響を及ぼす。

また、韓国、豪州と、地域の様々な課題に率先して取り組む必要があり、情報分野や

後方支援分野での両国との協力について具体化を図るほか、国際平和協力活動に関し

両国と協力できる地域へは、日本も積極的に部隊を派遣することを検討すべきである。 

ASEAN などの地域的安全保障枠組における安定化のための努力に貢献すべきであ

る。とくに、人道支援、災害救援などの多国間共同訓練を適切に支援すべきである。 

 

③ グローバルな安全保障環境の改善 

国際テロに対する取り組みは日本にとって重要な課題であり、インド洋における海

上阻止活動への支援を含め、長期にわたって対応すべきである。 

破綻国家の再建などに関し、自衛隊は、人道・復興支援に加え、文民の防護や治安

維持機能向上のための支援に重点を置くべきである。また、PKO への積極参加のた

めの条件整備も進める必要がある。今後災害救援の重要性が高まる可能性があること

から、国際緊急援助活動も重要である。 

その他、大量破壊兵器やミサイルの拡散を防ぐための PSI（拡散に対する安全保障

構想）などの取り組みに自衛隊を積極的に従事させるべきであり、また、NATO や欧

州諸国などとの交流・協力を積極的に進めていくべきである。 

 

第２節 新たな防衛力の機能と体制 

（１）防衛体制構築の指針 

国民の安全確保に関する防衛力の役割は近年さらに拡大し、また、法執行活動に従

事することも要請されている。海外においても、非軍事的活動への従事、長期間に及
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ぶ活動の持続などを求められる。今日の防衛力は、多種多様な任務に従事可能な「多

機能」性を持ち、突発的な危機にも迅速・的確に対処し得る「柔軟な」運用が可能な

ものへと発展するべきであり、自衛隊には更なる体制変革が必要である。 

また、部隊、隊員に求められる能力が高度化・専門化していることなどから、部隊

が平素からの編制を維持したまま事態に対処する必要があり、平時から部隊の定員に

対する充足率を高く保つべきである。 

体制変革に際しては、優先順位を明確にし、効率的な経費使用を行いつつ、必要な

装備・人員を確保し、それを運用し得るよう、政府全体の中で適切に資源配分を行っ

ていくことが必要である。 

 

（２）防衛力の機能発揮のための共通の要請 

量よりも質に配意するとともに、ソフトウェアを重視し、より費用対効果の高い防

衛力を構築していくべきである。そのための共通的な要請としては以下のとおりであ

る。 

・ 情報優越の獲得：ISR 活動に従事する航空機、艦艇などの整備とネットワーク化

を進める必要がある。宇宙空間も効率的・効果的に利用することが適切である。 

・ 指揮通信（C4）機能と情報セキュリティ機能の充実：事態の進展へのシームレス

な対応や、国際平和協力活動の強化のための基盤として整備すべきである。 

・ 高度な科学技術力の活用：量に着目するのではなく、軍事技術の趨勢を踏まえ、

防衛力の質を高めることが必要である。 

・ 日本の地理的条件への考慮：機動力を向上しつつ、離島を ISR 活動などにおける

利点として活用することにも着意すべきである。 

 

（３）統合運用の強化と更なる統合の拡大 

統合幕僚監部への運用機能の一元化による教訓も踏まえ、統合運用能力をいっそう

高める必要がある。また、統合運用に資する教育訓練や部隊編成の手法を確立すべき

である。さらに、統合幕僚監部が作戦面からの優先順位を判断し、防衛力整備につい

て意見具申する権限を持つことが必要である。 
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（４）日米同盟の強化に資する防衛力整備 

緊急事態における日米の役割と任務の分担が具体化されることは、日米の能力の相

互補完を検討する基礎となる。日本の防衛力を構築するに際しては、米国との役割・

任務の分担や日米間の相互運用性の向上の観点が重要である。 

 

（５）国際平和協力活動の強化のための体制整備 

国際平和協力活動が本来任務化されたにもかかわらず、近年の参加実績は十分な水

準とは言えず、日本はより積極的に参加していく必要がある。大規模かつ多様化した

ミッションに常時複数箇所へ部隊を派遣することが可能な態勢を確保すべきである。 

 

第３節 防衛力を支える基盤 

（１）人的基盤（少子化への対応など） 

自衛隊は、人的基盤に関し、少子化と階級・年齢構成という２つの問題を抱えてい

る。少子化への対応としては、女性自衛官の積極的な採用・登用、長期安定的な雇用

形態への移行が必要である。年齢構成の是正のため、曹クラスから幹部への部内登用

について抑制的に見直すとともに、曹クラスの隊員の動機付けと活性化を図ることが

望ましい。早期退職制度の導入についても検討すべきであり、それを機能させるため

の政府全体による再就職支援も重要である。また、プロフェッショナリズムの確立も

重要である。 

 

（２）物的基盤（防衛生産・技術基盤） 

今日、装備品の高価格化が進む一方、防衛関係費は過去数年間逓減傾向にある。各

先進国では、国際共同開発への参加が進んでいる。日本の防衛生産・技術基盤が、こ

のような外部環境の変化に耐えられるかどうか、試練の時期を迎えている。 

IPT（統合プロジェクトチーム）の推進などの調達改革を引き続き着実に実行して

いくことに加え、国として重点的に維持・発展させるべき防衛生産・技術基盤につい

ての包括的な防衛産業政策を明確化するなどにより、コストを抑制しつつ優れた装備

品を調達し得る防衛生産・技術基盤の実現をめざすべきである。また、国際共同開発

に積極的に踏み込むことが必要である。 
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（３）社会的基盤（国民の支持と地域との協力） 

これまで日本では、安全保障や防衛に関し、平素からの議論が忌避され、問題が生

じた時には冷静な議論が行えない傾向があった。日本の安全保障政策の様々な側面に

関して、広く議論がなされるべきであり、そのための正確な情報提供も重要である。 

自衛隊による災害派遣や民生協力には国民や地域住民の期待が高い。今日、部隊の

展開能力の向上により、平時における部隊配置を柔軟に考えることが可能になってき

ており、部隊配置の決定に際し、日常の訓練のしやすさや地域社会との連携の強さを

も考慮すべきである。 

自衛隊に対する国民の理解や支持、地域住民の協力は、防衛力を構成する重要な要

素であると再認識すべきである。 

 

第三章 安全保障に関する基本方針の見直し 

第１節 安全保障政策に関する指針について 

「国防の基本方針」は、策定から 50 年以上の間、修正されることがなく、日本の

現実の安全保障政策を決定する上での十分具体的な指針とはなり得ていない。 

また、（ア）専守防衛、（イ）他国に脅威を与えるような軍事大国にならない、（ウ）

文民統制を確保する、（エ）非核三原則、の４つの方針が「防衛政策の基本」である

とされてきた。これらには「歯止め」としての意義はあったものの、「日本は何をす

るのか」についての説明としては不十分である。また、「文民統制」や、「軍事大国に

ならない」との方針は引き続き重要だが、安全保障環境の変化により、世界の現状は、

従来、「専守防衛」で想定していたものではなくなっている。 

安全保障政策の基本方針を定めて内外に示すとともに、専守防衛など、日本の基本

姿勢を表す概念についても今日の視点から検証すべきである。 

 

第２節 国際平和協力活動に関する方針・制度について 

近年の国連 PKO への日本の参加は低調であり、積極的参加を実現するには、PKO

の派遣を判断する法的・政策的基準について見直す必要がある。 

現在の法的基準である参加５原則については、「紛争当事者」の範囲についての考

え方や、武器の使用のあり方について見直す必要があり、参加５原則及び表裏一体の

関係にある現国際平和協力法を改正すべきである。また、政策的基準としては、正統
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性、安全確保、日本に相応しい能力発揮について評価し、日本の国益に合致するか否

かを判断すべきである。 

また、国際平和協力活動の実施のため個別の特別措置法制定により対応することに

は問題があり、国際平和協力により積極的に取り組むための恒久法の早期制定が必要

である。 

さらに、国際平和協力が「国際紛争の一環としての武力の行使」に当たると理解さ

れるべきではないこと、および、「一体化論」が実態と乖離しており是正すべきこと

を提言した「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」の報告書の結論が今後の

法制度の中で活かされるよう期待する。 

 

第３節 弾道ミサイル攻撃への対応に関する方針について 

弾道ミサイル攻撃からの防衛には、報復的抑止力について米国に依存する一方、ミ

サイル迎撃や被害局限など、自らの役割を果たすべきである。 

安保法制懇談会では、米国に向かう弾道ミサイルの迎撃や、日米の共同活動時の米

軍艦船の防護について提言を出した。本懇談会は、この提言を支持する。 

北朝鮮の弾道ミサイルの性能向上により、日米は共通の脅威にさらされており、米

国に向かうミサイルを迎撃することは日本の安全のため必要である。従来の集団的自

衛権に関する解釈を見直し、迎撃を可能とすべきである。 

また、ミサイルの警戒にあたる米軍艦船について自衛隊艦船が防護をし得ないとす

れば、日米同盟の信頼性の低下を招き、日本の安全を大きく損なうおそれがある。こ

のような場面において自衛隊が防護できるよう、集団的自衛権に関する解釈の見直し

も含めた適切な法制度の整備が必要である。 

 

第４節 武器輸出三原則等について 

欧米諸国は、国際的な分業により先進的な技術や装備品を取得しようとしている。

武器輸出三原則等の制限によって日本がこのような枠組に参加できない場合、国際的

な技術の発展から取り残されるリスクが高まっている。また、米国からライセンスを

受けて国内で生産する装備品等の米国への輸出を可能とすることは、日米協力の深化

にもつながるものであるが、現状では武器輸出三原則等が足かせとなっている。 

政府は武器輸出三原則等に関し、2004 年以降、テロ対策に資する装備など一定の案
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件について「個別検討の上、結論を得る」としたが、個別検討方式は、事実上、入り

口段階でのハードルになっている。 

このような課題に対応できなければ、日本の防衛力の低下が懸念される。本来は新

たな政策方針を定めることが適切である。政策方針ができるまでの間、現行の枠組が

維持される場合にも、最低限、個別の課題について、厳格な管理が確保できることを

前提に、武器輸出三原則等によらないこととすることが適当である。 

 

第５節 新たな安全保障戦略の基盤について 

（１）官邸機能の強化 

安全保障政策を統合的に実施するため、官邸の司令塔としての機能強化が重要とな

る。「国家安全保障に関する官邸機能強化会議」、「防衛省改革会議」において提言さ

れた施策はまだ十分に実施されていない。現行制度の範囲で実施可能な施策について

は早期に実施する必要がある。また、安全保障に関する閣僚級の会議体を支える恒常

的な事務局を創設することについても、引き続き検討すべきである。 

 

（２）情報機能と情報保全体制の強化 

近年の情報ニーズの広がりに的確に対応するため、ヒューミント（対外人的情報収

集）、情報収集衛星の機能、外国との情報協力・情報保全の枠組、オシント（公開情

報収集）の基盤などの強化・充実などに努めるべきである。 

強固な情報機能は強固な情報保全の枠組みによって支えられる。国の重要な秘密の

管理について定める統一的な法制を速やかに整備するほか、コンピュータ・ネットワ

ークを介した不法アクセス・情報流出対策などを強化する必要がある。 

 

（３）国会による文民統制の強化 

「55 年体制」といわれた時代、国会における論戦には、戦略的な議論や自衛隊の能

力を積極的に活用しようという発想が不足していた。国会が、実質的な政策論議を通

じて安全保障政策の指針を示すことが重要であり、そのことが国会による文民統制の

強化につながる。このため、国会における秘密会のあり方や秘密保護のルール化につ

いても検討されることが望ましい。 
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PREFACE 
 
 

Though two decades have passed since the Cold War ended and the bipolar world 
order no longer exists, the world has not celebrated a time of peace and stability –ethnic 
conflicts never run short, international terror activities remain active, failed states appear 
sporadically, and piracy is rampant. When you shift your views to the area surrounding Japan, 
the security policy agenda becomes more complicated: North Korea resumed ballistic missile 
launches and nuclear activities; China is continuing its military build-up based upon its 
economic success. In addition, the United States who has adopted unilateral policies at times 
with its overwhelming military power may now be shifting its preference to international 
concord upon President Obama’s assumption of office. His election is said to have caused a 
change of global security trends. 
 

Against this backdrop, opportunities for the Japan Self Defense Forces to become 
involved in international peace cooperation activities, such as post-conflict 
recovery/reconstruction and disaster relief projects, are increasing. While aiming at 
maintenance and construction of free and democratic international systems, and “desir[ing] to 
occupy an honored place in an international society” as stated in the preamble of its 
Constitution, Japan is faced with the question of what kind of roles it should undertake. 

Additionally, as an island nation with limited landmass as well as a low 
self-sufficiency ratio in energy and food, security of sea transportation routes is directly tied 
to the Japanese public’s safety and relief. In this way, national security and the SDF’s 
activities are now being viewed from not only the perspective of national defense, but also 
from various security standpoints.  

 
Resulting from the discussion at our Council in which many different perspectives 

involving great changes in the security environment were presented, the majority of opinions 
can be summarized into the following three points. 

First, while deepening the Japan-U.S. alliance, Japan should clarify its own role 
which reflects a changing security environment. 

Secondly, Japan should improve the quality and quantity of its contribution to 
international cooperation efforts in order to counter new and globalized challenges such as 
international terrorism and failed states. 

Lastly, despite an aging society together with slow economic growth leading to a 
severe fiscal circumstance, the infrastructure of human resources, industry and technology, 
and local communities that uphold Japan’s defense should be maintained.  
 
 It is an honor to participate in this Council as a chair, and I would like to share two 
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personal impressions I gained through this experience. 
 
 Firstly, I suspect that the Japanese people have failed to share a sense of reality about 
the international security situation even though they have encountered incidents that threaten 
the whole world and requests Japan’s involvement from the international society. Maybe this 
is because Japan has been lucky enough to enjoy peace without nation-wide discussion over 
security-related problems. Japan’s traditional behavior of this sort is, however, no longer 
tolerable in the international community, which is facing a sea change in terms of security. It 
is time to share a vision with simple words and stir up public debate about what the roles of 
Japan, as a peace-fostering nation, should be. It is also important to earnestly think of means 
for change including legislation that will allow Japan to play necessary roles. 
 Secondly, the activities of the SDF, which are becoming more diverse and more 
important, should be fully understood and supported by the Japanese public. Efforts to this 
effect should be made not only by the Ministry of Defense, but also by the entire Japanese 
government as a whole. These days, the SDF has caught the attention of the Japanese public 
through its activities such as disaster relief, overseas deployment, and missile defense 
operations. Seizing this opportunity, the Japanese should closely look at necessary costs, both 
human and material, as well as the need for coexistence with local communities that support 
the SDF’s daily activities, in order to accomplish peace and security in Japan and around the 
world.  
 

The Council has completed this report, thanks to the devotion of its distinguished 
members who have profound knowledge and experience. Though I refrain from mentioning 
individual contents shown in the following chapters, it is my sincerest hope that this report 
will not only facilitate the establishment of a new National Defense Program Guideline, but 
also attract nation-wide attention to defense policy.  

Finally, I am grateful to the Council members who stimulated discussion and to other 
renowned guests of the Council, as well as to staff of the Cabinet Secretariat. 
 
 

The Council on Security and Defense Capability 
 
Chairperson  Tsunehisa KATSUMATA 

 



 

 

 

INTRODUCTION 

 

Seven years have passed since the terrorist attacks of September 11th, 2001, and 20 

years have passed since the end of the Cold War. The last world war was almost sixty five 

years ago. Though the world has seen wars, poverty, and disturbances during this time period, 

Japan has never come under fire. People have lived basically safe and affluent lives. Since 

democracy has taken root and freedom of speech secured, people have been enjoying the right 

to study and the right to criticize. For a long time, Japan has been an economic power and an 

important member of the international community. Japan is one of the most fortunate 

beneficiaries of today’s free and open international system. 

Until now, Japan has opted for restrictive attitudes toward international security as 

well as its own national defense. Now that the world is facing a change, however, the days 

when Japan was guaranteed security while remaining passive are coming to an end. The 

Council believes that it is time for Japan to think more seriously about its own role and be 

more proactive. Needless to say, for the sake of Japan’s security, it would be preferable if 

peace were maintained without having to exert actual military force. We should not abandon 

the principle of using force only as a last resort. However, peace is not synonymous with the 

absence of a military. In some cases, the use of force is required in order to achieve peace, 

whether it is for the defense of Japan or the security of the international community. What is 

important is that there be thorough discussion and public consensus on the security objectives 

that are worth protecting by force regardless of cost or sacrifice. We should prepare a system 

during peacetime to appropriately exert military force in order to achieve those objectives. If 

the Japanese people want to maintain a world that they deem precious, the world that Japan 

strives for should be clearly explained and proactive efforts toward its realization should be 

made.  

This report aims to prescribe a security strategy. Japan does not have a national 

security strategy that is explicitly stipulated in a document. This sometimes causes disunity 

between ministries’ individual programs, or an inability to promote effective foreign and 

security policies. This report describes how Japan should realize its security objectives. 

Compared with the Cold War era, in today’s security environment it is sometimes difficult to 

make a clear distinction between peacetime and wartime, as well as to confirm the existence 

of certain threats. This means that the security of Japan should be protected by combining 
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defense capabilities with diplomatic power, economic power, cultural exchange, and other 

methods. Thus this report makes recommendations not only for the modality of our defense 

capabilities, but also for other measures pertaining to security policy.  

The Council recommends that the National Defense Program Guidelines on and 

after the fiscal year of 2005 (2005 NDPG) be revised. We think that our defense capabilities 

should be reviewed to respond to the changes in circumstances that have been observed since 

the time of the 2005 NDPG. As is described in detail in the following chapters, though the 

United States has led the international system with its superior power, its influence is widely 

seen to have changed and at the same time there has been an increase in problems that cannot 

be solved by one country but rather require multilateral cooperation. If we shift our eyes to the 

area surrounding Japan, North Korea has developed its nuclear and missile capabilities to 

such an extent that it now represents a realistic threat. The regional security environment is 

also changing through China’s military modernization, which could be a destabilizing factor. 

We call for reviewing the NDPG so as to properly respond to global and regional changes. 

The concept of a “multi-functional and flexible” defense force was proposed by the 2005 

NDPG, recognizing the threat posed by international terrorism and destabilizing factors such 

as North Korea’s nuclear and missile development; we make recommendations that aim to 

improve the effectiveness of our defense force. 

In publishing this report, we try to clearly express our views on security threats and 

concerns. We think that observing problems directly and plainly communicating our views 

will help to increase the transparency of our argument, as well as provide grounds for national 

discussion regarding the security of Japan. This idea is also founded on our confidence in 

Japanese democracy. Democracy is the ultimate guarantee for the correct use of defense 

capabilities. In a democracy, each person is responsible for making judgments regarding 

security, including the use of military power. We are also conscious of the gaze from overseas; 

we aim to dispel any misunderstandings surrounding Japan’s intentions and actions by 

showing our direction and honestly expressing our concerns. The expression of our concerns 

comes not from a hostile attitude, but from our hope to be able to construct a stable 

relationship.  

Some of our recommendations challenge our traditional defense policy, but others 

encourage measures to keep such bold initiatives from affecting Japan’s security for example, 

the promotion of cooperative relations with surrounding countries and a review to make our 

system of civilian control more effective. We believe it is important to establish institutions 

and an environment in which the Japanese can make the right decisions about possession and 
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use of defense capabilities.  

We sincerely hope that, based upon this report, national discussion will be deepened 

and appropriate and executable security policies formulated.  

In Chapter 1, we present Japan’s new security strategy. First, we clarify our view on 

the ideals and objectives of our security strategy, then we give an overview of the security 

environment surrounding Japan and identify the threats that stand in the way of our goal and 

the challenges that we should address. In Chapter 2, we focus on Japan’s defense force and 

make recommendations for its modality and how it should best be used. In Chapter 3, we 

stipulate review of institutions and policies in order to realize our security strategy.  
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CHAPTER 1 JAPAN’S NEW SECURITY STRATEGY 

 

Section 1 Concept and Goals of Our Security Strategy: the World that Japan Strives 

for 

 

(1) Maintaining Japan’s Security and Prosperity 

Security of Japan 

In the world that Japan strives for, Japan’s own security must be protected. The 

level of security the Japanese people seek is very high, and they take it for granted they can 

continue not worrying about security in their daily lives. However, if security is threatened, it 

should be maintained as a matter of priority over daily life. It is better to avoid such a 

situation by preventing threats and problems in the first place. In order to do so, Japan must 

prepare to defend itself against armed invasion and coercion and to minimize damage if 

deterrence fails. 

 

Safety of Japanese People Overseas 

The safety of the Japanese people must be achieved globally wherever they may 

be—both inside and outside of Japan—as their activities are not limited to within Japan. The 

safety of transportation must be also achieved to enable the Japanese people to come and go 

freely throughout the world. 

 

Free and Affluent Lifestyle 

Many Japanese people hope that the current social order and comfortable daily life 

will endure. In order to maintain the free and affluent lives of the Japanese people, free 

economic activities and freedom of transportation should be ensured under an open 

international system. It is necessary to maintain Japan’s economic fundamentals and 

strengthen the industrial competitiveness of science and technology.    

 

(2) Maintaining Regional and Global Stability and Prosperity 

Regional and Global Stability 

In order to maintain Japan’s security, the stability of the area surrounding Japan 

must be ensured. In particular, the stability of Japan’s immediate neighbors is important. 

Regional and global stability is also necessary to sustain the foundations of the Japanese 

people’s livelihoods. 
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Stability of Markets and Market Access 

A secure supply of food and materials, access to markets, and the safety of sea lines 

of communication are all necessary to sustain Japan’s prosperity. Overseas markets need to be 

stable, and maintaining the stability of important trading partners is also critical. 

 

(3) Maintaining a Free and Open International System 

Realizing a World where the Liberty and Dignity of the Individual is Protected 

Material well-being is not the only objective of an affluent life. Free and democratic 

values should be promoted in Japan and in every country throughout the world. Advocating 

basic human rights all over the world is another important objective. Many world regions are 

wanting in peace and safety, and a great number of people suffer from starvation and fear. It is 

difficult not to lose hope for the future in failed states and societies lacking governance. In 

some cases, the government itself is the primary cause of persecution and dread. Happiness 

and global prosperity are brought about when individuals are born into a world where they 

have a chance to demonstrate their capabilities. A global society where liberty of the 

individual and democracy are respected can be built up when living standards are improved 

and societies are stabilized. 

 

Maintaining a World Where International Rules and Arrangements are Observed 

States sometimes disagree over their national interests in the international 

community, which, unlike a nation state, has no central government. While conflicts of 

interests may be resolved by armed force, the international community has adopted 

rules—though still imperfect—through international treaties and the United Nations to 

mitigate disputes and minimize the use of force to resolve disputes. These international rules 

and arrangements must be observed. It will be necessary to reinforce these institutions to 

enable them to inflict severe punishments for violations. For that purpose, international 

organizations have to be enhanced and norm consciousness stimulated. Japan should play a 

proactive role in international efforts to further strengthen international organizations and 

establish international norms.  

 

Maintaining a World Where People Do Not Resort to Armed force to Break the Status Quo 

Japan denies any war of aggression and renounces the use of force as means of 

settling international disputes. These principles will not change even if Japan gets more 

7 



 

proactively involved in international security. A goal of the Japanese people is for the idea to 

prevail in the world that international disputes are not to be settled by armed force. 

Achieving these goals in an increasingly interconnected world will enable the 

realization of the world that Japan strives for. Since we cannot build walls between people, it 

follows that world peace is necessary for Japan’s own security.     

Young people go abroad or come to Japan to study to realize their dreams. Families 

travel overseas and come back safety. Companies do business with foreign counterparts to 

co-develop new products. Disagreements are settled through negotiations or in court, not by 

force. This seems quite natural. It is of utmost importance that this continues throughout the 

world.  

 

Section 2 Security Environment Surrounding Japan 

 

In order to realize the world that Japan strives for, the current international 

environment needs first to be analyzed so as to identify the problems that hinder the 

achievement of our objectives. After that, it is necessary to examine how to utilize available 

means to solve these problems.  

 

(1)Basic Trends 

Progress of Globalization 

The globalization of economies and societies is proceeding. As interdependence 

between states is deepening, especially economically, it is almost impossible for an individual 

state to take upon itself the sole responsibility for its own activities. Nowadays, a situation 

rarely arises in which an individual state wins or loses; gains and losses are shared in most 

cases. As a favorable result of globalization, stability has been brought about among major 

powers and the possibility of large-scale war between them is small. 

On the other hand, globalization has also allowed threats to spread worldwide. The 

whole world is now affected by problems that appear peculiar to a specific region. For 

example, a domestic problem in an area far from Japan, such as Somalia, affects the security 

of Japan and the world. Weakened governance may result in deteriorating public safety and 

then create a hotbed for international terrorism and crime. Although international cooperation 

for economic development has usually been understood from a humanitarian perspective, now 

more than ever it should be recognized in a security context. 
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Increasing Transnational Issues 

While globalization is proceeding, transnational challenges are increasing, too. 

Challenges that cannot be resolved without international cooperation are increasing and 

growing more serious, including global climate change, environment problems, and new 

infectious diseases. Security threats include international terrorism, proliferation of weapons 

of mass destruction, and piracy, each of which is transnational. An increase in transnational 

problems gives rise to a situation where no country is able to maintain peace under national 

isolation with closed borders. As a result, international cooperation and a robust international 

system are increasingly needed to solve new issues, which are different in quality from old 

ones. 

 

Changing International System 

There are signs of change in the international system itself, however. For the 65 

years since the end of the Second World War, the United States has taken the lead in the 

international system, which has been constant until now. The United States is supported by 

many countries in various dimensions: politically, economically, socially, and culturally. The 

United States has continued to be the closest and most important country for Japan, and the 

Japan-U.S. alliance has provided strong bonds which go far beyond an expedient relationship 

to ensure security interests. Although the absolute superiority of U.S. power remains 

unchallenged, the power balance is undergoing a change caused by the emergence of rising 

powers, including China and India, and other factors. Moreover, because of an increasing 

number of problems that cannot be resolved by a single country, the scope of U.S. ability to 

solve problems unilaterally has become narrower than before. 

As for East Asia in particular, China has been building up its military power as its 

economy continues rapid development. It is important both for Japan and for the region as a 

whole that China’s rising power will contribute to, rather than disturb, regional stability. 

 

(2) Global Challenges 

(a) Failed States, International Terrorism and International Crime 

Failed States and Human Security1 

                                                 
1 “Human Security” is a concept which was born out of a comparison to national security, and its purpose is to 
secure the safety of each human being. In1994 it was advocated by the United Nations Development Programme 
(UNDP) for the first time. As a result of the development of globalization and outbreaks of civil wars and 
regional conflicts, one nation cannot secure a sufficient level of individual safety. In some cases, a nation violates 
its own individual safety. For human security, it is necessary to comprehensively tackle human issues arising 
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One feature of the Post-Cold War security environment is that civil wars have 

increased. Conflicts caused by ethnic and religious antagonism, which did not emerge under 

the Cold War regime, have increased. In the early 90’s, civil wars involving civilians broke 

out frequently, in former Yugoslavia, Somalia, Rwanda, etc. This type of conflict has been 

occurring in many parts of the world since 2000. Civil wars destroy the governance system of 

the affected country and can result in what is called a failed state. In such a case, it may take a 

long time to restore governance, even after a cease-fire, and as a result, what is called human 

security may be violated, whereby basic human needs, including food and safety, are not 

provided for.2  

 

International Terrorism  

Since the 9.11 terrorist attacks, failed states have been regarded as a serious threat to 

international security, from a new perspective: fragile governance could provide a sanctuary 

for international terrorist groups, and deteriorating public safety could harm the legitimacy of 

the government and prevent the recovery of governance. In the global fight against terrorism, 

the international community, including the United States, launched operations to remove 

threats from international terrorist groups, such as Al Qaeda, to drive out regimes that overtly 

harbor terrorists, and to destroy bases of international terrorist groups. Some terrorist attacks 

were successfully prevented. However, the situation in Afghanistan is still not stable and the 

border area between Pakistan and Afghanistan is regarded as a hotbed for international 

terrorism. Grappling with these problems requires continuous international effort. In coping 

with terrorist groups whose major tactic is irregular warfare, such as suicide bombing and 

improvised explosive devise (IED) attacks, an integrated approach is recognized as 

increasingly important. This includes not only military operations but also law enforcement 

by the police and the stabilization of public welfare by the administration.  

 
                                                                                                                                                         
from both sides of the conflict and development, and it aims to protect from individual starvation and fear. The 
Japanese government advocated the importance of human security in 1998 and has since been tackling it. The 
Report of the Commission on Human Security in 2003 (Mrs. Sadako Ogata, Prof. Amartya Sen co-chairpersons) 
recommended protecting people from conflict and proliferation of weapons, supporting the security of people on 
the move, working to provide minimum living standards, ensuring universal access to basic health care, 
empowering all people with universal basic education.  
2, The international community has been tackling these civil wars from a humanitarian point of view, but there is 
a difference in the degree of support given to areas where a close relationship to national interest is obvious and 
areas where it is not. Violations of human rights tend to occur in countries and regions that do not attract the 
interest of the international community. The resolution adopted by the General Assembly at the 2005 World 
Summit confirmed the concept of “Responsibility to Protect: R2P.” This says that each individual state has the 
responsibility to protect its population from genocide, war crimes, ethnic cleansing and crimes against humanity 
through appropriate and necessary means. However, the situation has not yet improved. 
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International Crime and Piracy 

International criminal groups and pirates—in the same way as international terrorist 

groups—seek their sanctuaries in regions and areas where governance is fragile; thus their 

unlawful activities could facilitate transnational activities by international terrorist groups and 

their logistics support. For this reason, the perspective of counter terrorism has increasingly 

called for enhanced international efforts to provide law enforcement against international 

crimes, including monitoring money laundering and cracking down on smuggling and dealing 

in drugs and WMD-related materials. 

The globalization of economies and societies is a new problem in that the impact of 

threats could reach anywhere in the world. The security of the world, including Japan, is 

affected by situations in distant countries and areas, such as the world-wide Al Qaeda network 

and piracy off the coast of Somalia. 

 

Failed states, international terrorism and international crimes are interrelated 

problems. The international community, through cooperation between member states, has 

been supporting capacity building. In doing so, a comprehensive approach that combines 

civilian and military components is required. This means that military organizations are 

expected to play greater roles and provide capabilities other than military combat, while 

civilian activities are needed even where public order is unstable.3 

In addition, the role that law enforcement agencies play in international cooperation 

has been expanding. Peacekeeping operations require a large number of civilian police 

officers to conduct public safety missions. The reform of the security sector also requires 

mentors from law enforcement agencies to reconstruct the police force. 

 

(b) Threat of Proliferation of WMDs and Ballistic Missile  

The proliferation of WMDs, particularly nuclear weapons, constitutes a serious 

threat to international security. The strategic nuclear forces of the United States and Russia 

have been drastically reduced since the end of the Cold War. At present, the United States and 

Russia are negotiating a new arms control treaty to replace the Strategic Arms Reduction 

Treaty I (START I). The United Kingdom and France have also started nuclear disarmament. 

Nuclear disarmament is generally in progress among the five nuclear states, except that 
                                                 
3 For example, within the Provincial Reconstruction Team (PRT) in Afghanistan, the military wing supports 
civilian officials working under bad security circumstances, while supporting Afghan security forces. The PRT’s 
role has been expanding to civil services, including quick impact, as well as to the civilian-military cooperation 
(CIMIC). 
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Chinese nuclear forces lack transparency and appear to be uncommitted to arms reduction. 

On the other hand, some countries have newly come to possess nuclear capability; 

some have been detected developing nuclear programs, such as North Korea. The 

proliferation of nuclear weapons could result not only in a shift in power balance destabilizing 

the region, but also a nuclearization domino effect that gives birth to new nuclear powers. 

Especially, North Korea’s nuclearization would destabilize the area surrounding Japan and 

constitute a direct threat to Japan. North Korea’s continuing adventurous provocation urges 

the international community to take strict measures to achieve denuclearization. Furthermore, 

the acquisition of nuclear weapons by terrorist groups would be a grave threat to the whole 

world. Accordingly, ensuring the safety of nuclear-related facilities of states with nuclear 

weapons or nuclear technologies has become a major international security issue. 

Compared to the Cold War era, the current international security environment seems 

characterized by more threats that are difficult to meet through traditional deterrence. New 

measures are necessary to maintain highly credible deterrence.4 From the humanitarian point 

of view, the nuclear threshold is very high, making it very difficult for nuclear powers, 

including the United States, to actually cross it. In order to make deterrence more credible and 

effective, it is necessary to strengthen conventional deterrence and posture, in addition to 

traditional retaliatory nuclear deterrence, working out a multi-layered deterrent strategy. 

 

(c) Changing Influence of the United States and Shortage of International Public Goods 

The influence of the United States, once featured in the “unipolar era,” seems to be 

changing amid the mountain of complicated security problems that cannot be solved in a short 

period. Since the 1990's, the United States has been proud of its tremendous power in political, 

economic, military and all other fields. U.S. absolute superiority remains and will remain 

unchallenged in the foreseeable future. However, the United States has taken on increasing 

military burdens, with the counter-terror activities, use of force in Iraq, etc., and been 

criticized for its unilateralist behavior. The decline of U.S. prestige has occurred both inside 

and outside the United States. The global financial crisis has accelerated the decline, and the 

perception is emerging that the United States may not be able to commit itself to international 

                                                 
4 Though the United States and the Soviet Union were enemies during the Cold War era, both could confirm the 
other’s intention to some extent through nuclear disarmament and arms control negotiations. But most of the 
countries that have carried out nuclear development in the Post-Cold War era are countries that were not able to 
bring about the condition necessary to establish deterrence. This condition is being able to confirm each other’s 
intentions and to share the same perception of the situation. If nuclear weapons were attained by a terrorist group 
or a non-state actor with no territory, deterrence would be very difficult because there would be no geographical 
objects. 
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security as actively as in the past. In addition, U.S. relative power is declining as a result of 

the rise of emerging countries, such as China and India. 

Militarily, the United States has controlled the international public space known as 

the global commons.5 This capability has enabled the United States to intervene in conflicts, 

and the United States has been proud of its overwhelming power that remains almost 

unchallenged throughout the world. On the other hand, U.S. control over the global commons 

has assured other countries to enjoy freedom of navigation in the high-seas, providing 

international public goods. The absolute superiority of U.S. power remains unchallenged, but 

in certain areas movements are growing to deny U.S. intervention, as newly emerging 

countries gain power. This means that the United States will have to pay additional costs to 

continue to act as the “world’s policeman,” and might possibly make commitments selectively 

depending on its own benefits. In order to maintain a cooperative international system, it is 

necessary to provide international public goods: e.g., freedom of navigation, stability of the 

international financial system, maintenance of the free trade regime, and economic aid, as 

well as enforceable measures including military sanctions. If the U.S. commitment to the 

world declines, global and regional security and stability, as well as that of Japan, will be 

greatly affected as follows. 

First, let us look at the impact on global security. The most important issue for the 

international community would be whether or not to maintain the sound international system 

and establish an international cooperation mechanism. A decline in U.S. influence would 

make solving this difficult problem even more difficult. A shortage of international public 

goods would allow failed states or rogue states and groups to increase in number, bringing 

with it the risk of the erosion of international security. Moreover, the insufficient provision of 

international public goods may cause emerging economies, such as China and India, to feel 

discontented with the existing international system and international rules created by 

developed countries. It is important to encourage emerging economies to bolster, rather than 

destroy, these systems and to become responsible stakeholders. 

Second, radical subversive movements have been deterred in the Asia-Pacific region 

because of the U.S. commitment to the region, although the region is undergoing dynamic 

changes, with potential instability existing. However, if the perception that U.S. commitment 
                                                 
5 The concept of the “global commons” refers to an international public space which is used as a 
communication routes by countries all over the world. At present, it means the high seas and Exclusive 
Economic Zones and the airspace above them. “Command of the commons refers to a state having the capability 
to deny access, even though any country is permitted access. The U.S. military currently possesses command of 
the commons, in the same way that the former British Empire took control of the seven seas. While controlling it, 
the United States assures any country the use of the global commons.  
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to the region is declining were to spread among countries in the Asia-Pacific region, this could 

destabilize the region, regardless of the strength of U.S. will. 

Third, this will also affect Japan’s safety. The Japan-U.S. alliance is robust and the 

U.S. commitment to the defense of Japan is credible. In particular, it is inconceivable that the 

United States will refuse to defend Japan should a full-scale invasion of Japan occur. However, 

U.S. military resources directed to the region might be limited, depending on the situation in 

other regions, such as the Middle East, Afghanistan and Pakistan. As mentioned above, if the 

perception that U.S. commitment was in decline were to spread among countries in the region, 

this could lower deterrence and tempt a third country to invade Japan. 

In order to avoid such a situation, it is important for major powers, such as EU 

member states and Japan, to tackle international problems in a way that they complement the 

United States. Specifically, they have to jointly take part in the provision of international 

public goods, together with the United States, which has been the leading provider. In the 

field of security, it is important to ensure the stable use of SLOC, space, and cyber-space so 

that states and groups hostile to the international community may not limit other countries’ 

use of it. 

 

(3) Security Environment Surrounding Japan 

a) North Korea 

North Korea is continuing its nuclear and missile development despite the 

condemnation of the international community, posing a serious threat to international peace 

and security. In particular, a possible miscalculation by North Korea is a matter for concern, 

as North Korea, with a closed system dependent on military power, is very antagonistic 

towards, and wary of, foreign countries and it is unclear whether it grasps the intention of the 

outside world correctly. As a result, feelings of anxiety have arisen as to whether deterrence 

will work on North Korea, which heightens the sense of danger felt by the international 

community. The Six-Party Talks tried to improve the situation but were not successful in 

stopping North Korea’s nuclear development program. The situation has grown more serious. 

North Korea launched a missile, which flew over Japanese territory in April 2009, and in May 

it conducted its second underground nuclear test since October 2006. While some argue that 

North Korea’s continued nuclear and missile development is aimed at gaining international 

bargaining chips and foreign currency, it exposes Northeast Asia to danger when combined 

with adventurist activities or accidents stemming from internal disturbance, suspicions or 

misunderstandings about the international community, etc.  
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The progress of North Korea’s nuclear development and delivery means (ballistic 

missiles) is a direct threat to Japan’s security. If North Korea continues to develop smaller 

nuclear weapons and acquires the capability to launch ballistic missiles carrying a nuclear 

warhead, the threat to the region, especially to Japan, would be tremendous.  

The North Korean issues are not limited to nuclear and missile threats. North Korea 

has one of the largest special operation forces in the world, and if North Korea should use 

them to launch subversive activities against critical facilities in Japan, it would constitute 

another threat to Japan. The abduction issue has also not been resolved yet. Furthermore, the 

future of North Korea’s regime is uncertain, and the breakup of the leadership or the collapse 

of the regime is possible depending on the result of the power succession. It is necessary to 

work out a contingency plan to prepare even for “Situations in Areas Surrounding Japan” in 

case the situation in the Korean peninsula becomes destabilized. In such a case, it will be 

important for the international community, including the United States and the ROK 

(Republic of Korea), to prevent the nuclear-related materials in North Korea from being 

misused by securing them and placing them under international control. In this regard, Japan 

needs to make preparations for various scenarios, working out what contributions it could 

offer. 

 

b) People’s Republic of China 

China is undergoing rapid changes in various spheres, such as economic, political, 

and military. Many of these changes are favorable for Japan. Over recent decades, China has 

grown remarkably, become open internationally, stabilized domestically, and granted 

individual citizens more freedom than before. Between China and Japan, cooperation has 

been enhanced in many fields. In particular, China has become Japan’s largest trade partner 

and the two countries have shared various common interests. Over the past thirty years, Japan 

has encouraged and supported China’s economic development and internationalization, efforts 

which have now borne fruit. China’s economic growth contributes to both the Japanese and 

the world economy, and continuing economic growth is welcomed by Japan. The two counties 

are important partners who cooperate with each other in security and diplomatic affairs, 

including the North Korea’s nuclear problem, and continue efforts to build a “Mutually 

Beneficial Relationship Based on Common Strategic Interests.” While China is sometimes a 

competitor for Japan, this constructive competition has a positive effect on the development 

of both countries and the region. 

On the other hand, there are changes that are of concern for the region and for Japan. 
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Along with economic growth, China is rapidly reinforcing its military power. China has been 

promoting military modernization since the end of the 1970’s, and been accelerating it 

especially since the 1990’s, strengthening air and sea powers.6 Ballistic missiles, which are 

one means of delivering nuclear weapons, have been also improved both in quality and 

quantity. These reinforcements of military capabilities are a cause for concern as they lack 

transparency in terms of their purpose and size.  

In addition, China has not sufficiently disclosed what its military capabilities really 

are. For example, China’s official defense budget has shown double-digit increases for the 

past 21 consecutive years; however, the actual conditions are not known, as it is said that there 

are a lot of unannounced expenditures. While many countries disclose their whole weapon 

acquisition plan, China does not reveal in its medium- or long-term plans of how many 

fighters it will procure in the future, for example. The same is true of Chinese military 

operations. The Chinese navy and air force have increased their activities in Japan’s territorial 

waters, EEZs and surrounding waters and airspace, but their purposes are not clear. There is 

also a lack of transparency in the decision-making process regarding security policy and 

party-military relations. China’s non-transparent military build-up could lead to 

destabilization in the region. 

Cross-Strait relations have been relatively stable since the Nationalist Party in 

Taiwan (KMT) came back to power after an 8-year interval. Hence, onetime tensions have 

eased, reducing the possibility of a cross-Strait conflict. While political stability is welcomed, 

China does not reject the possibility of using force against Taiwan and there is no major 

change recognized in the trend toward reinforcing the short range ballistic missile（SRBM）

arsenal deployed across the Strait, and so on. 

A good relationship between Japan and China is indispensable for regional stability. 

It is of course desirable for the stability of Japan and the region, as well as the world, that 

China become a responsible power. Japan expects China to choose that way for itself, and 

Japan should work hard to provide an environment that facilitates such a choice. 

 

c) Russia 

Russia is a major power that demonstrates a large presence in terms of diplomacy 

                                                 
6 The number of fourth generation modern fighters, whose capabilities are equal to F-15 fighters, is rising 
sharply. China has a license to import and produce the Su-27 and Su-30 fighters from Russia. It is also deploying 
J-10 domestic fighters. The Chinese Navy acquires quiet submarine and combatant ships with improved air 
defense and anti-ship missile capabilities and is interested in acquiring aircraft carriers. In addition, by 
mechanizing its ground force and advancing IT technology, the mobility of the Chinese Army is improving. 
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and security in the international community and is one of the key players that can influence 

security in the Asia-Pacific region. As such, its future direction draws attention. Although 

Russia does not necessarily share the norms and values of developed nations, including Japan, 

it has been democratizing since the end of the Cold War, being a member of the Group of 8 

countries. While Japan and Russia have deepened economic relations, such as resource and 

energy development, there is an unresolved territorial issue.  

Regarding military power, Russia still has large-scale military capabilities, 

including nuclear forces, in the Far East region. It has recently increased its defense 

expenditures and continues to modernize its nuclear capabilities and readiness force. Although 

Russia’s military is less active in carrying out training and exercises, etc., than during the 

Cold War era, it has been seen to be reactivating training activities in recent years.7 

The Russia-Georgia Conflict over South Ossetia in August 2008 increased tension 

between Russia and Western countries for a time, but did not result in crucial confrontation; it 

also did not directly affect the security environment in Northeast Asia. In this conflict, Russia 

demonstrated high capabilities of mobility and joint operations, deploying large-scale armed 

forces in a short period of time. Russia also has high technological capabilities, as shown by 

the fact that a lot of China’s new equipment has been imported from Russia. In this sense, 

Russia’s accumulated latent ability is high. 

It is important to encourage Russia to act as a responsible major power so as to 

improve the security environment surrounding Japan and to promote Japan’s national interests. 

In particular, expanded cooperation can be expected in, for example, maritime security. 

Defense exchanges currently conducted between the two countries, including search and 

rescue exercises, should be enhanced to further deepen the bilateral relationship of confidence 

in the region. 

 

d) Asia-Pacific Region 

In the Asia-Pacific region, politics, economies and societies are changing 

dynamically, bringing coexisting causes of association and confrontation. On the one hand, 

intra-regional economic relations have deepened and ties between countries have been 

strengthened, as shown by the holding of the East Asian Summit. Bilateral defense exchanges 

are also progressing, and Japan has been carrying out bilateral defense exchanges with a 
                                                 
7 Regarding recent activities surrounding Japan, the number of scrambles for Russian operations is higher than 
for other countries, but the level is low compared to the peak time. Russia has resumed patrols by nuclear 
submarine and surveillance flights by bombers and patrol aircraft, and there are indications of changes in 
activities and a case of airspace violation by Russia has occurred. 
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variety of countries: China, Russia, the ROK, Australia, Indonesia, Malaysia, the Philippines, 

Singapore, Thailand, Vietnam, Cambodia, Timor-Leste, India, New Zealand, etc. On the other 

hand, some territorial disputes remain in this region, such as in the South China Sea. Against 

the backdrop of economic development, many countries in the region have been conducting 

military modernization since the 1990s, and attention should be paid to regional trends. 

Japan and the ROK have deep cultural and historical relations, and are 

geographically close to each other. As both countries have many security issues in common, 

such as the threat of North Korea, they have recently been promoting security cooperation. 

The first meeting of Japan-U.S.-ROK defense ministers was held in May, 2009. It is hoped 

that the cooperative relationship between the two countries will further deepen. 

In the Asia-Pacific region, a bundle of bilateral alliances with the United States 

called the “hub and spokes” architecture has played a role in guaranteeing regional security 

and order. However, regional security frameworks are still fragile: connections between states 

and multilateral security cooperation are still limited, partly because the United States centers 

on “hub and spoke” alliances. The ASEAN Regional Forum (ARF), a multilateral regional 

security framework, has grown into a venue for security dialogue. It is developing from Stage 

1, targeting confidence-building, to Stage 2, targeting preventive diplomacy. It has yet to 

reach Stage 3, targeting the establishment of a conflict-resolution mechanism. The lack of a 

cooperative framework in the region that is changing in various ways makes relations between 

regional countries fragile. In order to improve security cooperation, cooperation has to be 

developed with regard to specific areas such as terrorism, infectious diseases, the prevention 

of international trafficking in weapons and drug, ensuring the safety of maritime traffic, 

climate change, the economy, and disaster relief assistance. It should be also noted that it 

takes a long time to construct an effective regional security framework. 

 

Section 3 The “Multilayered Cooperative Security Strategy” 

 

Under this security environment, then, what kind of a security strategy should Japan 

adopt?8 

In the new security environment, in order to realize the world which Japan strives 

                                                 
8 Strategy is an overall approach comprising an appropriate combination of means to achieve a desired goal. 
The goal and measures connect like a chain. Even if there are a lot of goals the means are limited, so it is 
necessary to give priority to certain goal or in some case to modify part of goal. That is to say, to think about a 
new strategy under new international circumstance means defining security goals and thinking about what kind 
of means and what kind of approach is needed to realize it. 
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for, as explained in Section 1 of this chapter, there are three goals to attain. The first goal is to 

ensure Japan’s own security. This goal requires an effort to eliminate threats and risks to Japan 

to prevent them doing harm. The second goal is to prevent threats from materializing. This 

goal necessitates preventive efforts to address an issue that is not a threat at the present 

moment and keep it from developing into a threat in the future by improving the international 

security environment. The third goal is to maintain and strengthen the international system. 

With this goal, Japan aims to maintain the current international system and construct a new 

institution within which security cooperation is conducted much more effectively. “Basic 

Principles of Japan’s Security Policy” described in the 2005 NDPG set two goals: defense of 

Japan and improvement of the international security environment. Now that there are more 

security challenges, such as the proliferation of WMD and its means of delivery and 

international terrorism, which threaten the free and open international system, and that the 

influence of the United States which has to date supported and led the international system 

seems to have changed, Japan’s efforts to maintain and construct sound international systems 

matter more to the whole international community.  

To achieve these three targets, what kind of approaches should Japan take? The first 

thing to do is for Japan to take actions by itself. However, it is impossible for Japan to solve 

all threats and challenges to security on its own, simply considering the fact that transnational 

threats are increasing. Hence, Japan needs the cooperation with other states. Cooperation with 

its allies is deemed priority, which is the second approach. The alliance with the United States 

remains a key pillar of Japan’s security strategy, along with Japan’s own defense efforts. The 

third approach involves regional cooperation and the fourth, cooperation with the global 

community. The security situation surrounding Japan calls for a greater international 

commitment. Though Japan has participated in several international peace cooperation 

activities, henceforth Japan should play a more proactive role in international activities, 

recognizing that its own security is founded on cooperation with the international community.  

The third approach, regional cooperation, did not appear clearly in the “Basic 

Principles of Japan’s Security Policy” in the 2005 NDPG. However, due to geographical 

proximity and other reasons, Japan shares many security issues with other countries in the 

region. Many issues are difficult to settle without regional cooperation. Thus the Council 

considers that cooperation in the region should be deemed another approach to achieving the 

goals. Taking examples from other regions, a multilateral organization on security cooperation 

is deemed to be an effective vehicle to promote regional cooperation and restrain potential 

rivalries. Though the Asia-Pacific region is one of the most rapidly developing and changing 
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areas in the world with lively intra-regional economic activities, the region lacks an effective 

regional security framework, such as the one that exists in Europe. Recognizing both 

limitations at present and possibilities for future development, it would be desirable to create 

an effective policy to promote cooperation in the region. 

Therefore, the new security strategy demonstrates how to get rid of threats to Japan, 

how to prevent threats from materializing and how to maintain and strengthen the 

international system, by combining the following four approaches: 

- Japan’s own efforts 

- Cooperation with its allies 

- Cooperation with other countries in the region 

- Cooperation with the global community 

The matrix below shows the concepts of the three goals and four approaches that 

the Council proposes. 

 

 Security of Japan Preventing threats from 
materializing 

Maintaining and 
strengthening the  

international system 
Japan’s own 
efforts 

- Multi-functional 
and flexible defense 
force 

- Integrated approach

- Enhancement of 
intelligence 
functions 

- Host nation support 

- International peace 
cooperation activities 

- “Comprehensive 
Security” 

- UN reform 

- Surveillance of 
surrounding sea and 
air space 

Cooperation 
with its allies 

- Extended 
deterrence 

- Interoperability 

- Roles, missions, 
and capabilities 

- Common strategic 
objectives 

- Realignment of the U.S. 
Forces 

- Provision of 
international public 
goods 

Cooperation  
in the region 

- Dialogue 
framework  

- Cooperation with 
other countries in 
the region 

- Confidence-building 
measures 

- Regional cooperation 
(counter-piracy, etc.) 

- Regional security 
framework 

- Regional disaster 
relief operations 

- PSI 

Cooperation 
with the global 
community 

- Implementation of 
UN resolutions on 
sanctions 

- Arms control regime 

- Nuclear disarmament 

- Strengthening 
international regimes

- Formation of “core 
group” 
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It should be noted that the three goals overlap in many areas and cannot be 

completely separated. The same is true for the four approaches. Today’s security environment 

is not as characterized by geographical notions as it once was, and there is a less clear 

distinction between peace time and war time. Additionally, the speed at which situations 

develop is increasing. Hence, it is important to combine four approaches in synergy and make 

them function in a multilayered and seamless manner. 

This section presents the ways (strategies) to cope with the threats and challenges 

facing security. The four approaches are discussed in combination, not individually, because 

each agenda should be addressed by using all the four approaches in a combined and 

multilayered manner.  

Needless to say, Japan’s security strategy is never to be pursued in a way that 

threatens other countries’ security. However, because of geographical proximity and other 

factors, it is a fact that a security dilemma could easily occur in the area surrounding Japan.9 

Japan must implement its security strategy fully aware of this fact. Recalling world history, 

the international community tends to be unstable when the power of a status-quo country 

declines and the power of an emerging country rises. The former feels cautious and impatient 

with the latter, which amplifies the dissatisfaction of the latter and the relationship deteriorates 

in most cases. Past large-scale wars can be attributed in part to the failure of the international 

community to manage the changing balance between powers. If there is another failure, the 

world will possibly end. Now that cooperation is seen between major powers, a 

comprehensive, multilayered, and effective strategy, namely a “multilayered cooperative 

security strategy” is needed. The purpose of this strategy is to construct a framework that 

cultivates “buds” of cooperation and eliminates “seeds” of confrontation and risk.  

 

(1) Japan’s Security: Responses to Direct Threats and Issues to Japan 

Japan never invades other countries. At the same time, Japan never allows itself to 

be invaded by other countries. The most important thing for Japan’s security is to ensure that 

Japan is safe vis-à-vis external threats. This goal is achieved through two measures: the first, 

                                                 
9 A security dilemma arises when one country unilaterally upgrades its own defense force based on its own 
military logic and another country, observing this, reinforces its national defense force, resulting in a further 
arms race. The bottom line is that apparently rational behavior of each country escalates the arms race, thereby 
decreasing each other’s security levels. A security dilemma is thought to be intensified in the following cases: 

- When it is difficult to distinguish between offensive weapons and defensive weapons.  
- An attack dominated era when technology for attack such as missile technology advances.  
- When countries distrust each other because of events that have occurred in the past. 
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deterrence, is to force an adversary to abandon its intentions of invasion and to deter hostile 

actions by demonstrating readiness and a determination to repel (or deny) any attack; the 

second is to minimize the damage of attack and prevent the adversary from achieving its 

political goal if deterrence should fail and result in an actual attack. 

In the security environment surrounding Japan, North Korea’s nuclear weapons and 

ballistic missiles and an attack by the special operations forces (SOF) have already posed a 

threat to Japan. Also the possibility of an international terrorist group attempting an attack 

targeting Japan cannot be denied. 

There are also security challenges arising from Japan’s geographical conditions. 

Japan’s isolated islands and offshore islands are mostly located far away from bases of the 

SDF and Japan Coast Guard, and in fragile situations in terms of their defense.  

In Japan natural disasters such as earthquakes and typhoons frequently occur. 

Large-scale natural disasters that bring about damage are a serious threat to the security of 

Japan as well. 

These security threats and challenges that Japan is facing are different in nature and 

quality and it is difficult to classify them into peacetime or wartime; in many cases they are 

positioned somewhere in between. Therefore, it is necessary to pay attention to implementing 

a seamless response by using both hardware, such as SDF equipment, and software, such as 

Japan’s domestic legislation and the alliance framework. 

Prescriptions for these threats and challenges are as follows. 

 

Multi-functional and Flexible Defense Force 

The 2005 NDPG presents the idea that Japan should possess a multi-functional, 

flexible and effective defense force to respond to new threats that emerged after the Cold War, 

while maintaining those elements of the Basic Defense Force Concept that remain valid.10 

This concept envisions a defense force that is ready for duty, mobile, adaptable and 

multi-purpose, and equipped with state-of-the-art technology and intelligence capabilities. 

The force should be able to operate its various units and equipment to effectively respond to 

new threats and diverse situations. Domestic factors – such as the declining number of young 

                                                 
10 The “multi-functional and flexible defense force” is a concept presented in the 1976 National Defense 
Program Outline. With a backdrop of lessened tension between the United States and the Soviet Union and so on, 
without assuming any specific threat, it presents the minimum necessary level of defense capabilities that an 
independent country should have.  

The effective part of the Basic Defense Force Concept is thought to be that Japan’s defense force does not 
directly oppose a threat to Japan and that Japan possesses a defense force considering strategic circumstances 
and geographical features such as military trends and so on.  
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people and low economic growth – that Japan faces have also supported the idea of flexible 

operations that do not depend on expanding the size of the defense force. 

If one compares the security environment which the 2005 NDPG presupposed to the 

present one, the abovementioned changes have emerged. It is necessary for Japan to possess a 

defense force that is capable of defending the country proactively and to build up a posture 

that can make effective use of them in operations abroad to realize the security of the 

international community. Regarding domestic situations, demographic, economic, and fiscal 

conditions have worsened since 2004, particularly the financial situation, which due to such 

factors as increasing expenditures for social welfare is expected to remain unchanged in the 

mid- and long-term. Therefore, under the new security strategy, it is necessary to develop an 

effective and efficient defense force by clearly defining priorities in terms of threats and 

challenges to Japan’s security, while persisting in trying to create a multi-functional and 

flexible defense force. 

 

Maintain Deterrence to North Korea’s Nuclear and Ballistic Missile and Others11 

The aim of deterrence is to break the will of an opponent. Concerning the nuclear 

and ballistic missile threat directed at Japan from North Korea, the Japanese government has 

to break North Korea’s will, to prevent it from actually using them. 

To do this, first, it is necessary to enhance deterrence by denial, through the 

improvement of the credibility of Japan’s missile defense (MD) capabilities. By generating a 

situation where launched missiles are intercepted, making it impossible for North Korea to 

attain its aim, North Korea will give up trying to attack Japan. At the same time, this will be 

the best measure for defense if Japan is ever actually attacked. Secondly, an information 

dissemination system should be continuously developed in order to minimize damage and 

urge the Japanese people to respond calmly. Thirdly, it is necessary to enhance deterrence by 

punishment. U.S. extended deterrence, the so-called nuclear umbrella, is at the core of this 

kind of deterrence. Japan and the United States should closely consult on deterrence through 

other strike powers and confirm the individual roles and missions of the two sides in detail in 

                                                 
11 The objective of deterrence is to prevent a potential aggressor from attacking by showing preparedness for 
either denial or punishment of the aggressor’s attack. There are two kinds of deterrence: denial; and punishment. 
In deterrence by denial one shows that an offensive action will fail because of firm defense. In deterrence by 
punishment one threatens that any offensive action will be rewarded with retaliation. In contrast to offense and 
defense, deterrence does not always use actual force: the method of deterring an attack is the potential use of 
force. Conditions for deterrence to succeed include: one possesses capabilities strong enough to inflict on an 
aggressor higher cost than perceived merit; one has the will to exert the capabilities; and the aggressor is 
informed of and understands one’s capabilities and will and the two sides share a common perception of the 
situation.  

23 



 

order to enhance its credibility. 

To reliably deter North Korea’s use of nuclear weapons and missiles, it is necessary 

to assemble multilayered nets of deterrence and it is extremely important to effectively 

combine Japan’s own efforts and cooperation with those of its allies. 

One example of a situation where Japan must independently deter and respond with 

its own defense force is in the case of a SOF attack. If the tension heightens in the Korean 

Peninsula, it will be necessary to defend important national assets from assault, and improve 

preparedness to detect and destroy the SOF units.  

 

Security and Defense Cooperation with the United States 

The alliance with the United States is as important a pillar for Japan’s security as its 

own efforts. Even though U.S. influence seems to be changing, its importance remains 

unchallenged. 

In 2010, the current Japan-U.S. Security Treaty will have been in effect for 50 years. 

Japan and the United States, who once fought each other, have overcome the past, and are 

now enjoying a relationship of mutual trust that only few alliances can achieve. Both states 

share not only political and economic benefits but also diverse values, including cultural and 

ethical ones. For the next 50 years of the alliance, Japan should act in cooperation with the 

United States for the security of the entire world, to which both Japan and the United States 

belong. Until now, Japan, with the lead of the United States under the alliance, has remained 

at peace. However, it is necessary for Japan to autonomously work for its security and for 

world peace as well as to act with United States from now on. Concerning the security of 

Japan, while aiming to autonomously defend its territory, it is important to cooperate with the 

United States on issues which Japan cannot solve alone. 

It is important for the two countries to take steps toward common targets and 

maintain capabilities while confirming each other’s thoughts continuously, both strategically 

and tactically. Bilateral efforts have been made on tactics and equipment in order to enhance 

interoperability. At the strategic level, the Japan-U.S. Security Consultative Committee (SCC) 

set Common Strategic Objectives. Henceforward it is important to set common strategic 

objectives bilaterally and to steadily realize the roles, missions, and capabilities necessary to 

achieve them. It is particularly important to discuss in detail force requirements, bilateral 

operations, and other issues so as to maintain a high level of defense readiness. Also, in order 

to maintain Japan’s security through the Japan-U.S. alliance, stable stationing of U.S. Forces 

in Japan (USFJ) is indispensable, and appropriate cost sharing for the stationing of USFJ 
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plays a supporting role. 

 

Pressing on North Korea 

In order to persuade North Korea to abandon its nuclear and missiles through 

diplomatic means, the international community should act cooperatively, and Japan should 

encourage this in a multilayered manner. Japan should implement UNSC resolutions steadily, 

and actively make diplomatic approaches to the countries concerned. 

At the Six-Party Talks, Japan has sought solutions jointly with the United States, 

China, the ROK, and Russia. Whether or not the Six-Party Talks are in session, coordination 

among the five states should continue, and Japan, the U.S., and the ROK should associate 

with each other to defuse the threat of North Korea’s nuclear weapons and ballistic missiles in 

particular. At the same time, the relationship between Japan, China, and the ROK should be 

strengthened, too. The trilateral relationship has been developed through a summit meeting in 

Fukuoka in 2008, ASEAN+3, and so on, and it is necessary to make use of it to solve North 

Korean problems. Intelligence cooperation with the two countries that have strong ties with 

North Korea is important as well. Also, the network of the United States and its allies in such 

forms as Japan-U.S., Japan-ROK, and Japan-Australia should be used to address North 

Korean issues. Australia and the ROK announced their full participation in the Proliferation 

Security Initiative (PSI), a U.S.-led initiative for the counter-proliferation of WMD, and 

further cooperation in this area is important, as well. 

 

Control of International Crimes and International Terrorism 

In many cases, international crimes, such as drug trafficking and money laundering, 

are sources of funding for terrorists. The suppression of international terrorism can be 

achieved through steady and long-lasting regulatory efforts, such as cracking down on these 

international crimes, intercepting illegal money flow and preventing illegal immigration to 

Japan.  

International terrorism aims to destroy current stable international systems and order, 

and Japan is one of potential targets. As it is said that a chain breaks at its weakest link, what 

is easy to attack is likely to be targeted. Law enforcement agencies, such as the police, 

immigration, and customs, should maintain a constant watch. Japan should take part in 

international cooperation to eradicate terrorists affiliated with Al Qaeda and to nullify their 

activities. 
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Integral Approach 

What is crucial to enable Japan to respond to threats is domestic coordination 

among ministries and agencies. The Japanese government has improved its posture 

underpinning crisis management to counter such emergencies as the violation of territorial 

waters, large-scale disasters and critical accidents. Though such measures are effective in 

strengthening coordination among agencies that are apt to make sectionalistic responses,  

this sort of integral approach should not be limited to crisis management but be exerted to 

security issues in general, by functionally combining defense capabilities, diplomatic power, 

police forces, economic measures and others. Specifically important is how to respond to 

situations in the gray area between peace time and war time. 

Concerning Japan’s offshore islands, to prevent conflicts of opinions over 

sovereignty from escalating into military confrontation, first of all Japan should exercise its 

diplomatic power. At the same time, The SDF and Japan Coast Guard should conduct 

continuous surveillance activities, and improve response capabilities through the enhancement 

of deployability to offshore islands, posting of units, and so on. 

In time of a large-scale disaster, not only the Japanese government, but also the 

whole nation must try to minimize damage. Especially if Tokyo is shocked by an earthquake, 

damage will be tremendous: according to damage estimations of the Cabinet Office, a total 

collapse of approximately 85,000 buildings and a death toll of more than 10,000 are foreseen. 

The SDF can be dispatched for disaster response activities upon the request of the governor of 

an affected prefectural government. It is important for the national and local governments to 

develop cooperative relationships by enhancing information collection and transmission 

systems and conducting joint disaster prevention exercises. 

 

Strengthening Intelligence Functions 

In order to cooperate with the United States and the international community and to 

implement complementary security policies, Japan should possess the ability to independently 

collect information, analyze it, and make policy decisions. In order to enhance collection and 

analysis capabilities, the decision-making side should cast appropriate questions to the 

intelligence side, and then the latter should centralize answers and provide them to the 

decision makers. Intelligence collection on national security is conducted by the Cabinet 

Intelligence and Research Office (CIRO), National Police Agency (NPA), Public Security 

Intelligence Agency, Ministry of Foreign affairs (MOFA), Ministry of Defense (MOD), 

Financial Services Agency, Ministry of Finance (MOF), Ministry of Economy, Trade and 
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Industry (METI), Japan Coast Guard (JCG), and others. While strengthening these agencies’ 

collection functions, it is necessary to expand the system in which collected information is 

centralized to Kantei (Prime Minister’s office) promptly and accurately. Measures for 

strengthening intelligence collecting functions as well as intelligence security are elaborated 

in detail in Chapter 3, Section 5. 

 

Strengthening Civilian Control 

A barometer to measure the effectiveness of a defense force is how many political 

targets can be achieved by using it. Therefore, to achieve this with the SDF, civilian control 

that functions soundly is indispensable.  

A system with which civilian control functions well should be enriched through 

on-going reforms of the Ministry of Defense and other relevant initiatives. Civilian control 

has two targets: “to use the military for the safety of people and for international peace”; and 

“to keep the military from going its own way by its will.” Though in Japan the latter is apt to 

be emphasized, another important feature of civilian control is the guarantee that political 

targets will be realized. With SDF missions increased at home and abroad, sound 

civil-military relations will be much more important. At this stage, political leaders—as 

civilians—should try to keep involved in security issues and extend their knowledge, thus 

heightening the effectiveness of civilian control. 

 

(2) Preventing Threats from Materializing 

To prevent threats from materializing, the “seed” of a threat must be addressed at an 

early stage to prevent it from growing into a real threat. To achieve this goal, the overall 

security environment must be improved through indirect means and by increasing mutual 

understanding as well as through direct pressure. 

To prevent threats from materializing, the overall security environment must be 

stabilized. Maintaining a U.S. military presence in the Asia-Pacific region is vital to the 

stability of this region. If a perception were to emerge that the U.S. commitment to the region 

was in decline, adventuristic behaviors might emerge. While the Asia-Pacific region continues 

to change dynamically, there are potentially destabilizing factors. Japan should make its own 

efforts, such as undertaking shared roles in the context of the alliance, to maintain U.S. 

presence and commitment in the region. At the same time, efforts should be made to improve 

the security environment of the region by deepening cooperative relationships among states in 

the region through disaster relief, reconstruction activities, and so on.  
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Maritime security is of vital interest for Japan, a country that depends on imports 

for its supplies of natural resources and food. Hence, Japan needs to commit proactively to 

cooperation with concerned states to guard ships from piracy and secure the safety of sea lines 

of communication. At the same time, there are transnational threats and risks, such as 

international terrorism and proliferation of WMDs and their means of delivery, in today’s 

international community. International cooperation to keep such threats and risks from 

reaching Japanese shores is also necessary.  

Methods for responding to these challenges are as follows. 

 

Realignment of the U.S. Forces in the Asia-Pacific Region 

Both the Transformation and the Global Posture Review (GPR) are programs 

carried out by the U.S. Forces in order to better respond to new threats that emerged after the 

end of the Cold War. In the West Pacific region, the main pillars of the realignment of the U.S. 

Forces are reducing U.S. Forces in Korea, moving U.S. Marine Corps from Okinawa to Guam, 

and naval and air reinforcements in Guam. Guam, serving as the “east entrance” to the 

geographical space that extends from Southeast Asia to the Middle East, where U.S. 

permanent infrastructure has been thinly situated, will become an operational base that will 

sustain U.S. Forces’ rapid deployment to the area. 

Along with the realignment of U.S. Forces, transformation of the Japan-U.S. 

alliance was also sought. The SCC joint document of October 2005 describes the importance 

of bilateral cooperation in improving the international security environment and strengthening 

cooperation with other partners to contribute to international activities. Japan and the United 

States should cooperatively maintain a stable regional security environment through 

international peace cooperation activities and multinational military exercises. 

 The realignment initiatives of the U.S. Forces in Japan include the relocation of the 

headquarters of the U.S. Marine Corps from Okinawa to Guam. The implementation of these 

initiatives will not only reduce the burden on local communities in which bases are located, 

but also help to maintain the presence of U.S. Forces in the region, making their realization 

advantageous from the viewpoint of Japan’s security. The Japanese government should 

continuously make its utmost efforts to steadily implement the realignment initiatives.  

 

Collaboration and Cooperation in the Region 

In order to keep a regional problem from growing into a destabilizing factor for the 

region, countries in the region should take cooperative action. First, they should deepen 
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mutual confidence. Reduction of distrust can be achieved by each state heightening the 

transparency of its policies and clarifying its intent. For this purpose, such measures as the 

institutionalization of relationships and establishment of a code of conduct are beneficial.  

Such an attempt has been progressing in the field of maritime security. ASEAN and 

China have agreed on the “Declaration on Conduct,” wherein principles for solving disputes 

in the South China Sea are stated. Codes of conduct for areas including the East China Sea 

should be made and their institutionalization pursued. This would serve as a tool to prevent an 

accidental contingency, and keep it from escalating to a crisis. 

Japan has been contributing to regional efforts toward counter-piracy in the Straits 

of Malacca. Japan led initiative through the Regional Cooperation Agreement on Combating 

Piracy and Armed Robbery against Ships in Asia (ReCAAP) has proven successful as the 

number of piracy incidents in the area has decreased for five consecutive years since 2003. 

Japan should continue to promote such efforts.  

Japan shares many common security interests with the ROK and Australia, both of 

which are allies of the United States. Japan has agreed to cooperate with the ROK in such 

fields as international peace cooperation activities, international disaster relief, and with 

Australia in maritime and air security and other areas. By strengthening bilateral security 

cooperation with them and other forms of cooperation with the U.S. as a hub, and by 

associating with them in individual disaster relief efforts and so on, Japan should contribute to 

the stability of the region. 

 

Proactive Participation in International Peace Cooperation Activities 

Because a failed state could offer a sanctuary to international terrorist groups, it is 

more and more important to lend a helping hand to a country under a fragile government with 

a view to addressing the “seed” of threat. A united international community should offer failed 

states comprehensive support, including peace negotiation and peace consolidation, until it 

accomplishes reconstruction. Economic aid and support for the education sector play a 

significant role in the stabilization of post-conflict societies, and Japan has extensively 

contributed to such areas. On the other hand, in Afghanistan, Japan, since the immediate 

stages of conflict, has been engaged in peacebuilding, including disarmament, demobilization, 

and reintegration (DDR). Japan should continue to participate in such activities in the future 

as well.  

Needless to say, Japan should contribute more actively to UN peacekeeping. 

However, Japan is not in a good position because of its internal and external environment, the 
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change in the characteristics of UN peacekeeping operations, and other reasons. It is time for 

serious discussions to build a national consensus on how Japan should act to realize 

international peace and security. This topic will be raised again in Chapter 3, Section 2. 

 

Arms Control and Non-Proliferation 

To prevent the proliferation of WMDs, it is important to promote and strengthen 

international regimes for arms control, including those for nuclear weapons. Now, the Nuclear 

Non-Proliferation Treaty (NPT) regime has been shaken by moves toward nuclear 

development programs attempted by some countries. The regime for controlling nuclear 

proliferation should be comprehensively strengthened. The International Atomic Energy 

Agency (IAEA) conducts inspections based on international agreements such as the 

Comprehensive Safeguards Agreement and Additional Protocol and UNSC resolutions, but its 

exertion of compulsion is not irresistible. Japan should contribute in association with 

concerned states and international authorities to enhance the effectiveness of arms control 

regimes. 

Since the end of the WWII, Japan has been consistently advocated the total 

abolition of nuclear weapons, and it should be welcomed that an atmosphere toward nuclear 

disarmament has recently emerged, following U.S. President Obama’s speech. In proceeding 

with this, though the cooperation of the United States and Russia is very important, it must 

also be linked to the nuclear disarmament efforts of China and other nuclear powers. On the 

other hand, in the process of moving toward the ultimate total elimination of nuclear weapons, 

it will be necessary to pay attention to preserving the credibility of U.S. extended deterrence, 

including by means of conventional weapons. 

Japan cannot simply stand by and watch, but must engage in the realization of 

nuclear disarmament and bring various issues to the table. 

 

Confidence-Building with Neighboring Countries 

Through its military build-up, China will possess the capability of affecting 

surrounding countries’ security. On the one hand, China’s sustained economic growth is of 

great interest to Japan, but on the other, China is expected to continue military modernization 

alongside economic growth. Japan should try to possess defense capabilities that cover 

Japan’s territory and surrounding areas to prevent war. Japan’s intention to build-up its force 

should be made transparent through defense exchanges and other methods. At the same time, 

Japan should ask its counterparts to do the same thing. Confidence-building measures result in 
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improving Japan’s security levels. Based on an understanding that defense exchanges and 

military deterrence work together inseparably, Japan should earnestly engage in defense 

exchange programs. Ideas that defense exchanges merely involve coming and going or are a 

method to attain information should be abandoned.  

 

A New “Comprehensive Security” 

Since 9/11, the world has recognized that security cannot be achieved without 

military power, nor exclusively with it. The United States, upon such reflection, is trying to 

attain its own security by exerting a “smart power” that combines various powers, both hard 

and soft. Japan once discussed “comprehensive security” in the late 1970’s.12 Japan should 

realize its security goals by combining highly effective defense power with others such as 

diplomatic and economic power, cultural attractiveness, etc., in a comprehensive and 

consistent manner. When Japan’s immaterial assets – experience of economic recovery 

following the devastation of WWII, possessing universal values of freedom, democracy, etc, 

sophisticated science and technology, contribution to the UN, its peace-oriented security 

policy – are recognized by the outside world, Japan’s security level will be further improved. 

 

(3) Maintenance and Strengthening of the International System 

When discussing the third goal of maintaining and strengthening the international 

system, the concept of our security strategy should be recalled. Japan envisions first of all a 

world where international conflicts are solved peacefully; secondly, a world where freedom of 

transportation is assured to all people, including Japanese people, and free economic activities 

are encouraged; and thirdly, a world where the freedom and dignity of humanity are 

universally protected and human security is ensured in all circumstances. 

In order to realize such a world, the current open and free international system 

should be maintained. Economic growth in the present world would be unthinkable if the 

world lacked a free trade regime, and it is deemed that the most effective way to counter such 

challenges as poverty and the spread of infectious diseases that threaten human security is to 

use UN organizations, while improving its effectiveness, as lead agencies supported by each 

member state.  

At the same time, as current challenges are becoming more and more transnational, 

                                                 
12 The National Security Study Group which was commissioned by Prime Minister Ohira in 1979 studied a 
variety of topics including international relations, provision of energy and food, countermeasures against 
large-scale earthquakes, and published a report in 1980.  
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it is conceivable that the current international system cannot address them competently. 

Therefore, it is also important to establish a complementary system to better counter such new 

and transnational challenges. For example, PSI is an initiative that does not target the creation 

of new international norms, but focuses on multilateral cooperation among states that share a 

common will to prevent the proliferation of WMDs. Japan should devote itself to building 

new complementary systems to realize the world Japan strives for.  

In its endeavor to contribute to the international community, it should be noticed 

that the “historical” issue is at times a limiting factor before implementing Japan’s foreign 

policy. Japan should make efforts not to allow this issue to hinder Japan’s initiatives, and 

deepen common understanding through joint historic research projects with concerned 

countries. 

 

Two Methods of Maintaining the International System 

The best way of maintaining the international system is to reduce the number of 

states and groups that harbor discontent with the current system. If more states come to 

support the international system and fewer exhibit destructive behavior, the international 

community will be more stable. There are two methods to achieve this. One is to create a 

situation where destructive behavior does not pay. To be precise, with this method one should 

establish a regime that punishes violations of rules, deters by compulsory power including 

military might, and forces a potential challenger of international systems to give up its idea. 

The other is to create a situation where a potential destructor perceives that the international 

systems are beneficial and so chooses to observe international rules voluntarily. To adopt this 

method, it is necessary to provide various public goods, including economic aid, education 

sector support, reduction of poverty, and so on, in addition to traditional ones such as free 

trade and monetary regimes and freedom of navigation. Up to now, the United States has 

mainly provided such international public goods, but hereafter, Japan and other major states 

should provide them together with the United States. Newly emerging countries are facing 

their own domestic challenges, and will be unlikely to contribute actively to the provision of 

public goods. While underpinning the international system, Japan and other major states, 

together with the United States, should encourage newly emerging states to shift toward 

providing support.  

 

Significance of Multilayered Approach 

The maintenance and strengthening of the international system is a newly adopted 

32 



 

goal, but it is not necessary to prepare a set of tools to achieve it from scratch. For example, 

Japan’s international peace cooperation activities were already discussed from the viewpoint 

of preventing threats from materializing, but, Japan’s engagement in such efforts will also 

result in the maintenance of an international system that does not allow infringements on 

freedom and human rights. U.S. realignment and the maintenance of U.S. presence in the 

Asia-Pacific region are mentioned in the same subsection. These are important in rule setting 

for the peaceful resolution of regional conflict, too, thus leading to the maintenance of an 

international system in the region that is favorable to Japan.  

What is important is to implement a variety of security-related programs in a 

multilayered manner, while testing whether such programs are consistent with Japan’s third 

goal of the maintenance and strengthening of preferable aspects of the international system. 

 

The UN Structural Reform 

Japan should work harder to realize structural reform of the UN including the 

Security Council. The UN is an organization for the purpose of administering international 

regimes based on international norms, and it is universal and it enjoys a high degree of 

legitimacy despite its many flaws. That the UN is functioning soundly is important for both 

the maintenance of the international system and preserving Japan’s security. 

In its attempts to maintain and strengthen the international system, it is vital for 

Japan to contribute to the UN decision making process more actively with a view to realizing 

a better world. This explains the necessity of Japan’s further efforts to achieve UN structural 

reforms, through which Japan will obtain permanent membership in the Security Council. 

Additionally, more Japanese citizens are encouraged to join and work for 

international organizations. Japanese representation in international organizations is lower 

than that of other countries. The number of Japanese staff who work at the UN Secretariat, for 

instance, is less than half of the lower limit of the desirable range that the UN suggests. The 

number of senior-level officials is also low. The Japanese government should take necessary 

measures to provide Japanese people with opportunities to work for international 

organizations. 

 

Regional Security Framework in the Asia-Pacific Region 

Since it is difficult and time-consuming to establish a comprehensive regional 

security framework in the Asia-Pacific region, one should begin with cooperation in 

achievable areas, based on the segmentation of regional cooperation by characteristics. First, 
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one should construct a multilayered cooperative relationship, then, desirably, bond them 

organically in the future. Japan has tended to act modestly in regional security. From now on, 

however, Japan has a responsibility to contribute to the security of the region in order to 

construct a more stable relationship within it.  

To integrate China into the international system and regional frameworks as a 

constructive member is of great importance for stable regional order. For this purpose, two 

efforts will be important: to construct a mechanism in which China, in association with other 

countries, contributes to regional stability; and to let China learn the cost of non-cooperative 

action through regional norms and frameworks.  

As the first step toward the construction of a regional security framework, Japan 

should construct a network of allies and partners of the U.S., such as the ROK, Australia, and 

the Philippines. Through constructing a network, the U.S. commitment can be secured and 

security cooperation among U.S. allies can be promoted. It is important for these countries to 

deepen associations and to share strategic objectives toward regional stability. In Northeast 

Asia, in particular, there are two alliances: Japan-U.S. and U.S.-ROK. Japan should 

strengthen its bilateral cooperative relationship with the ROK by enhancing the trilateral 

cooperative structure. It is necessary to prepare for cooperation to cope with concerns and 

challenges surrounding regional security by upgrading the Japan-US-ROK trilateral dialogue 

from working-level to ministerial-level and so on. 

Simultaneously, Japan should try to build a framework for inclusive multilateral 

security cooperation in the region. Existing frameworks of the ARF and other frameworks 

should be associated with one another in a multilayered manner. Based on the effectiveness of 

the alliance with the U.S., it is indispensable to establish a comprehensive regional security 

framework in the long run as a tool for a multilayered guarantee of regional stability. Once a 

comprehensive framework is created, one can expect it to facilitate confidence building with 

countries that are not allied with the U.S., and result in a mitigation of security dilemmas. The 

framework should be an inclusive one that many countries feel free to join and at the same 

time, a robust framework which is empowered to resolve conflicts and create an Asia in which 

“attack does not pay.” 

To be more concrete, the ARF should try to evolve from a mere venue for 

consultation into a conflict resolution mechanism. In addition, multilayered regional 

frameworks should take shape based on each cooperative relationship of ASEAN+3, bilateral 

cooperation between Japan and India based on their strategic global partnership, associations 

among G20 member states, which include Japan, the ROK, China, Australia, India, and 
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Indonesia, and so on.  

Furthermore, Japan should try to organize a cooperative structure in the field of 

disaster relief in order to materialize a functional regional cooperative framework. Japan, with 

its high-quality expertise in disaster relief, is expected to lead the region in this field. Though 

the UN Office for the Coordination of Humanitarian Affairs (OCHA) takes charge of the 

coordination of humanitarian assistance in times of conflict or disaster, regional institutions 

are also necessary from a viewpoint of quicker response to disaster in the region. Rapid 

actions become possible through prior registration and designation of materiel and personnel 

employable for disaster relief activities. Moreover, by establishing such a multilateral 

organization which has a coordination function, disaster relief activities can be conducted 

regardless of the individual political issues between certain countries. Natural disasters are not 

tied to values or political standpoints; therefore, it is relatively easy to collaborate with each 

other to counter them. It is expected that disaster relief activities will facilitate association and 

cooperation between regional military and aid authorities, which will help lay the foundation 

for a regional security framework. 

 

Cooperation with the U.S. and a Core Group 

The United States has bolstered today’s international systems by providing 

international public goods including assurance of access to the global commons for all 

countries. However, the U.S. alone will not be able to provide the same level of public goods 

in the future.  

Japan has underpinned the international system with the U.S. in such spheres as 

economy and finance. Yet, Japan, as an open oceanic state, has profited greatly from the 

security of sea and air transportation routes, and any threats to them will strikingly injure 

Japan’s economic interests. Hereafter, Japan, cooperating with other states, should 

complement the roles the United States has undertaken in order to secure the global commons. 

Actually, Japan has conducted continuous surveillance of its surrounding sea and air space for 

a long time, and it can assume a more positive role in securing global security. Furthermore, 

amid the continued information communications revolution, society, economy, and civic life 

as a whole are becoming more dependent on the Internet, thus the security of cyberspace 

should be regarded as an international public good. Japan’s role in such an area will be a 

future theme. 

To maintain and strengthen the international system, a few states should form a 

“core group” and take action in association. Though no such a framework has been 
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established, a core group of states, including Japan, the United States and a few other states, 

should be organized to enable prompt decision making and action. The core group should 

reach out to G8, G20, including newly emerging powers such as India, China, and Brazil, and 

other UN member states.  
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CHAPTER 2 THE MODALITY OF JAPAN’S DEFENSE FORCE 

 

Section 1  Roles of Japan’s Defense Force 

 

(1) Basic Ideas on Roles of Japan’s Defense Force 

The previous chapter proposed a multilayered cooperative security strategy as 

Japan’s new security strategy. In line with the direction prescribed by this strategy, Japan must 

achieve the three goals, i.e., Japan’s security, preventing threats from materializing, and 

maintaining and strengthening the international system, by utilizing its defense force in a 

more agile and effective manner as a part of Japan’s security policy.  

The three goals and four approaches that this report proposes are all interlocked 

seamlessly and need to function in combination, as stated in the previous chapter. Chapter 2 

gives a detailed explanation of the roles the defense force plays in achieving the three goals. 

Specifically, it describes the roles of the defense force in the first approach, Japan’s own 

efforts, and then, those in the other three approaches: cooperation with its allies, with 

countries in the region and with the global community. This section presents the roles of the 

defense force categorized into three geographical domains where defense capabilities are 

used: areas surrounding Japan, the Asia-Pacific region, and the whole world.  

When the security environment is observed in each of the three domains based on 

the analysis discussed in the previous chapter, first, issues exist around Japan’s territory, such 

as increasing threats from North Korea’s nuclear and ballistic missiles, the North-South 

problem in the Korean Peninsula, and the Cross-Strait issue. Furthermore, territorial disputes 

remain unsolved and large-scale military forces, including SOF, continue to be concentrated. 

Also lingering is the possibility of terrorism and large-scale disasters. Japan’s defense force 

must deal with these challenges effectively. 

Secondly, the Asia-Pacific region is considered to have elements of 

non-transparency and uncertainty in military situations and runs the risk of engendering arms 

races in light of each country’s military modernization. It cannot be denied that possible 

changes in the international environment may bring disadvantages to Japan. In addition, there 

are no robust multilateral political, economic, and security frameworks, such as the EU and 

NATO, and existing frameworks are all dialogue-oriented. Thus Japan should cooperate with 

its allies and countries within the region to promote the construction and activation of a 

security framework and proactively contribute to initiatives for stabilizing the region by 

utilizing defense capabilities. 
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Thirdly, the international community is faced with challenges in the global security 

environment, such as international terrorism and failed states, which directly affect Japan’s 

interests as in the case of piracy off the coast of Somalia. Traditionally, Japan has responded 

to these challenges through contributions focused in non-military fields. However, experience 

in the field of international efforts, as in Afghanistan, shows that there are certain kinds of 

activities that only military forces can carry out, such as reconstruction assistance in 

dangerous areas, and the protection of civilians who work there. It is indispensable for Japan 

to use its defense force more proactively in the field of international peace cooperation, so 

that Japan can assume responsibility for maintaining and constructing an international 

system . 

Based on these arguments, the next section describes the roles of Japan’s defense 

force according to the three categories: a) deterrence and effective response to contingencies 

on and around Japan’s territory; b) further stabilization of the environment and order of the 

region; and c) improvement of the global security environment. 

 

(2) Roles of Japan’s Defense Force 

a) Deterrence and Effective Response to Contingencies On and Around Japan’s Territory 

In order to sustain effective deterrence against threats, which tend to be increasingly 

diversified and multilayered, three factors should be taken into consideration: the importance 

of situations in the gray area between peacetime and wartime is growing; there are fewer signs 

detected and less warning time allowed in certain contingencies; and the operational tempo 

from planning to execution is accelerating owing to the progress of military technology. These 

factors have made it likely that a defense force with a low level of readiness will be unable to 

respond effectively to a rapidly deteriorating situation. This seriously necessitates putting 

priority on deterrence by operations – dynamic deterrence – through activities under normal 

circumstances, in addition to deterrence by existence of the defense force – static deterrence. 

For example, it is of considerable importance in constructing effective deterrence in 

the current security environment that Japan continues to demonstrate its vigilant posture on 

security matters in peacetime by conducting intelligence, surveillance, and reconnaissance 

(ISR) operations and by responding to attempted intrusions into Japan’s airspace, while 

carrying out exercises to improve readiness. This will result in the constant demonstration of 

Japan’s capabilities to prevent the intrusion of armed operatives and violations of Japan’s 

sovereignty on offshore islands. 

In the gray area between peacetime and wartime, SDF units should be able to not 
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only accomplish their normal tasks but also to respond seamlessly to situations as they 

develop. Unless the units on the scene can react in a timely and appropriate manner, they will 

be unable to thwart the adversary’s intent. It is necessary to gather information transmitted 

from local units and pass it on to the center of the government, the Prime Minister’s Office. 

Accordingly, the headquarters needs to make a swift decision and give appropriate 

authorization to the units, and both the hardware, including C4 systems at each of the 

command and control phases from the center to the front units, and the software, including 

legal frameworks, must be strengthened. 

If deterrence should fail and a violation of Japan’s sovereignty were to occur, Japan 

would need to expel it by exerting its defense capabilities effectively. Japan should steadily 

build up a defense force that is able to cope effectively with possible contingencies.  

 

Response to Ballistic Missile Attacks 

North Korea’s ballistic missiles, in conjunction with its nuclear development, are a 

serious threat to Japan’s peace and security. In order to counter this threat, Japan needs to 

build a defense structure to cope with ballistic missile attacks, improving ballistic missile 

defense capabilities, with U.S. deterrence as a basis, and strengthening the posture for 

consequence management in association with local governments, including police and fire 

management agencies. 

The most important way to counter the threat of ballistic missiles is deterrence, 

which is aimed at preventing North Korea from using them as a tool of attack or intimidation. 

Japan continues to rely on the United States for nuclear deterrence by punishment. While 

Japan expects the United States to contribute its other strike capabilities as deterrents, Japan 

should also conduct operational collaboration and cooperation, which makes deterrence more 

effective. In addition, upgraded denial capabilities by missile defense systems and 

consequence management through civil protection activities in the case of an actual missile 

launch contribute to forming another layer of deterrence, in that they diminish the 

effectiveness of the attack. 

In this way, the composition of deterrence to ballistic missile attacks is multilayered, 

with Japan-U.S. bilateral cooperation as a prerequisite. In order to make such deterrence work 

more effectively, it is necessary for Japan and the United States to share threat perception and 

assessments through continuous dialogue and to appropriately combine denial by missile 

defense and deterrence by strike, having common understanding on roles and missions and 

operational procedures of each side. Regarding attack by means other than ballistic missiles or 
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unlawful activities by military force, Japan should improve its own capabilities to cope with 

such contingencies, and also should implement Japan-U.S. operational and intelligence 

cooperation, and enhance support of U.S. Forces, to increase the credibility of deterrence.  

Missile defense systems are the most important pillar of Japan’s ballistic missile 

defense capability. Japan should steadily continue its current build-up program of equipping 

Aegis destroyers with missile defense capabilities and introducing PAC-3 missiles to 

surface-to-air missile units, and also promote the Japan-U.S. co-development program for a 

new sea-based interceptor missile (SM-3 Block IIA).  

With regard to functions to complement the missile defense system or to reinforce 

deterrence by strike, such as the capability to strike bases of the adversary, the Council thinks 

that Japan should conduct studies of possible weapons systems, operational concepts and 

cost-effectiveness, taking it as a given that operations will be executed together with the 

United States, while discussing and confirming appropriate roles and missions sharing. As for 

information gathering to defend against ballistic missiles, Japan should build up capabilities 

that are complementary to those of the United States, leading to enhanced combined 

intelligence, rather than expending scarce resources to obtain a system that merely replicates 

U.S. capabilities. 

 

Response to Attacks by Special Operations Forces, Terror Groups, etc. 

To counter subversive activities, such as sabotage, murder, or injury, which the 

North Korean special operations forces (SOF) and international terror groups could intend 

against Japan, Japan should strengthen its intelligence capabilities to sense indications of 

them and cope with them promptly when an actual attack comes about. In the early stages of 

the action, the SDF should assist law enforcement agencies in information gathering to detect 

terrorist activities, surveillance to check intrusion, preventing terrorists from entering the 

country, and so on. When a terrorist attack is imminent or already in action, the SDF needs to 

respond quickly through undertaking surveillance in coastal areas, protection of Japan’s 

important facilities, and relief activities. Particularly against the SOF and 

chemical/biological/nuclear attacks, the SDF should perform the central role in 

countermeasures such as surveillance, repelling the enemy, and consequence management. 

 

Security of Surrounding Sea and Air Space and Offshore Islands 

Japan has issues concerning territories and the delimitation of its EEZ in 

surrounding waters. Japan should strive to resolve them peacefully and to establish an order 
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for the utilization of the sea according to international law, as well as prevent unilateral 

attempts by force to change the status-quo. Thus, Japan should improve the surveillance and 

anti-air / anti-surface / anti-submarine capabilities of its SDF units in order to maintain its 

qualitative superiority. At the same time, it is necessary to deploy units of an appropriate size 

to carry out constant surveillance activities and assist police agencies in intelligence and other 

functions.  

Moreover, Japan should consider posting new Ground / Maritime / Air SDF units 

and enhancing mobility for the security of its offshore islands. 

 

Maintaining a Basis for Japanese People’s Security and Sense of Safety through Responses 

to Large-Scale Disaster and Other Measures 

Recognizing the high frequency of natural disasters in Japan, the SDF is expected to 

assume an important role in large-scale disasters, including rescue, relief, medical activities, 

and coordination with other agencies, making good use of its nationwide deployment, 

organizational ability, and readiness.  

In addition to the SDF’s responsive capabilities, its presence, such as camps located 

throughout Japan, is a source of relief and security for the Japanese people, and the SDF 

should further strengthen its ties with local communities, whose ability to counter disasters 

tends to be low. 

 

Preparedness for a Full-scale Invasion 

A full-scale invasion that could threaten Japan’s national existence is unlikely in the 

current international situation. Preparedness for such a situation is, however, a function that an 

independent state must maintain intrinsically; Japan should be mindful of the maintenance of 

such a function because Japan is situated in the region where large-scale military forces are 

concentrated. Japan should continue to possess the minimum level of capabilities necessary to 

counter this type of invasion as a precaution against unforeseeable changes in the international 

situation that may give rise to a full-scale invasion. Maintaining such capabilities could also 

provide a basis for coping with various situations. 

 

b) Further Stabilization of Regional Environment and Order 

Establishing Constant Intelligence Superiority 

Events such as an increase in China’s maritime activities and Russian Air Force’s 

patrol flights in the area surrounding Japan, including the East China Sea and the West Pacific, 
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have been observed. It is necessary to pay close attention to the increased military activities of 

these countries to prevent them affecting Japan’s security or becoming a destabilizing factor 

in the region in the future. 

It was pointed out in subsection a) of this section that the constant operation of the 

defense force is an important factor of deterrent for Japan’s defense and security. This is also 

important for the stabilization of the regional security environment and order. Japan should 

establish its intelligence superiority by ascertaining neighboring countries’ military 

movements through ISR activities. ISR activities also provide common ground for Japan and 

the United States to strive cooperatively to stabilize the regional security environment and 

order, and thus coordination between the SDF and US Forces should be enhanced.  

 

Enhancing Defense Exchanges and Cooperation in the Region 

The significance of confidence building to stabilize the regional security 

environment was discussed in detail in the Chapter 1, Section 3. Japan’s defense exchange 

efforts, such as mutual visits of Japanese and Chinese naval vessels, have been successful in 

promoting confidence building with other countries in the region. In addition to the 

significance of confidence building, recent defense exchanges place emphasis on establishing 

and enhancing international cooperation aimed at solving various challenges.  

In the Asia-Pacific region, cooperation in such areas as maritime security and 

disaster relief would carry much significance. Such initiatives to cope with common regional 

challenges require participation from many countries, and at the same time, it is easy to call 

for participation as they are less likely to be affected by political stances. As for anti-piracy 

measures—one of the most urgent issues in maritime security—Japan and China have already 

dispatched vessels to address the issue of piracy off the coast of Somalia. The two countries 

share the same sea lines of communication from the Indian Ocean to the South China Sea, and 

two countries cooperating to provide a shared international asset, such as the safety of sea 

lines of communication, will bring about favorable influence, not just in the context of the 

bilateral relations, but also to the region as a whole.  

At the same time, it is important to broaden cooperation with regional countries that 

share values with Japan. Japan, the ROK, and Australia must take initiatives in a variety of 

issues in the region, enhance international cooperation in the region, including with the United 

States, and lead the region. The ROK and Australia are allies of the United States and share 

equipment and operational concepts with the United States and Japan in many respects; 

therefore, they already have common grounds on which to foster practical cooperation with 

42 



 

Japan. Japan should take concrete steps for the future to cooperate with the two countries in 

intelligence and logistics support, including procurement, supply, transportation, and medical 

services. In addition, the SDF’s experience of cooperation with the ROK armed forces in 

Timor-Leste and with the Australian Defence Force in Iraq indicates that international peace 

cooperation activities provide the perfect opportunity to expand and deepen cooperation 

between units of each country. Japan should consider dispatching SDF units more actively to 

places where it can cooperate with these two countries. 

 

Regional Security Frameworks 

The Ministry of Defense of Japan has been enhancing dialogues between defense 

authorities, not only by continuing to host the Tokyo Defense Forum, which is a 

Director-General level meeting with ARF participating countries, but by initiating a 

vice-ministerial level meeting with ASEAN countries last year. Japan should lead such 

frameworks to contribute to the stabilization of the region by setting agreeable agenda, such 

as the transparency of military power or the prohibition of changing the status-quo by force, 

and by exerting efforts to achieve them.  

The mutual participation or observation of exercises and multilateral joint exercises 

for such purposes as humanitarian assistance, disaster relief, counter-terrorism, and maritime 

control are an effective means of building confidence among the countries in the region, and 

could be a “bud” for a future multilateral cooperative framework. Japan should support 

multilateral joint exercises by providing ideas and other forms of assistance, while respecting 

the motivation of each ASEAN country. 

 

c) Improving the Global Security Environment 

Counter-Terrorism 

Countering international terrorism, specifically the elimination of Al Qaeda, is a 

long-term activity. Whether or not counter-terrorism efforts are successful affects the stability 

of the Middle East and Southwest Asia, which are important areas for Japan. Cooperation in 

such activities is an important issue for Japan, as it represents the unanimous will of the 

international community and demonstrates the credibility of the Japan-U.S. alliance. Japan 

has contributed to counter-terrorism activities by conducting support activities for maritime 

interdiction operations in the Indian Ocean. Japan should strengthen its capability to sustain 

such activities, including, but not limited to, these operations for an extended period of time. 
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Supporting Rehabilitation of Failed States, Participating in UN Peacekeeping Operations, 

etc. 

Japan has been committed to such international activities as peacekeeping in 

Cambodia and the reconstruction of Iraq, taking into consideration expectations from the 

international community. In order to improve its international leadership as a “peace fostering 

nation,”13 Japan should participate in such efforts as the reconstruction of failed states more 

actively. In doing so, the SDF should put greater emphasis on the protection of civilians and 

support for building up security capabilities, in addition to humanitarian assistance and 

support for economic and social recovery, for which the SDF can use its expertise. Recently 

Japan registered in the UN Standby Arrangements System,14 and should continue to create 

conditions that facilitate more active participation in UN peacekeeping operations, including 

sending Japanese personnel to the UN Department of Peacekeeping Operations, etc.  

Furthermore, it is said that global warming will cause sea levels to rise and bring 

more frequent floods, droughts, and typhoons and other tropical storms. There is also concern 

about explosive outbreaks of diseases, such as a new type of influenza (pandemic). Hence, the 

importance of disaster relief is likely to increase in the future. The SDF should actively take 

part in international disaster relief activities, where the SDF can make effective use of the 

know-how accumulated from previous disaster relief operations. 

 

Responding to Proliferation of WMDs 

Preventing the proliferation of WMDs and its means of delivery and controlling the 

transfer of arms and military technology are urgent issues that the international community 

should tackle cooperatively. Japan should assign the SDF actively to efforts such as PSI to 

prevent the proliferation of WMDs and missiles, and consider more proactively posting SDF 

officers as military experts to international organizations which deal with arms control and 

disarmament. 

 

 

                                                 
13 In January 2008 then Prime Minister Fukuda declared in a policy speech in the Diet that Japan would play a 
responsible role in the international community as a “peace fostering nation” that contributed to peace and 
development in the world.  
14 The United Nations Stand-by Arrangements System (UNSAS) is based on conditional advance commitments 
by Member States regarding specified resources within the agreed response times for UN peacekeeping 
operations. These resources can be military formations, specialized personnel (civilian and military), services as 
well as material and equipment. UNSAS was established in order that UNDPKO could ask member states to 
cooperate swiftly and smoothly. UNSAS started in 1994 and 88 states have since registered. Japan registered in 
July 2009. 
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Expanding Global Defense Exchange and Cooperation 

Japan should more keenly promote not only policy dialogue on security but 

exchanges and cooperation on global security issues with NATO and European countries. 

Such efforts are expected not only to contribute to speedier and smoother implementation of 

international peace cooperation activities, but to result in the establishment of a cooperative 

order. 

 

Section 2 New Functions and Posture of the Defense Force 

 

(1) Guiding Principles for the Buildup of Japan’s Defense Posture 

There are a wide variety of contingencies that should be dealt with by the defense 

force in the current security environment. A terrorist attack may take place at any time, which 

makes it difficult to draw a distinction between peacetime and wartime. It is also expected 

that it may be difficult to gather indications of certain kinds of armed attacks, such as ballistic 

missile attacks or SOF attacks. Japan should respond to such situations in a seamless manner 

in order to prevent them from worsening. 

An idea has been fully established since the NDPO of 1995 that the roles of the 

defense force should not be limited to national defense, but rather should include various 

activities aimed at Japanese people’s safety. Recently, the role of Japan’s defense force in 

ensuring Japanese nationals’ security has been broadening to include not only disaster relief 

and evacuation of Japanese nationals overseas, which were assumed from the beginning, but 

also evacuation of local residents in the case of a terrorist attack. In addition, the defense force 

is requested to conduct law enforcement activities in cooperation with the Maritime Safety 

Agency, after the enactment of the Anti-Piracy Law this year (2009).  

The SDF needs to act not only domestically, but also overseas, where the 

surrounding environment is totally different. The SDF must conduct various non-combat 

activities (military operations other than war), including counter-terrorism, peace building, 

and disaster relief, and is requested to deploy quickly in distant areas where the natural 

conditions are severe, and to sustain prolonged operations.  

Accordingly, today’s defense force should develop into a multi-functional one that 

is able to carry out various missions and that can quickly and appropriately react to a sudden 

crisis, in a flexible manner. From this viewpoint, the current SDF, which is in the process of 

transformation under the NDPG of 2004, needs further structural transformation to be able to 

play the roles mentioned above. 
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Reviewing the past NDPO or NDPG, the NDPO of 1995 prescribed “rationalization, 

effectiveness, and compactness” in defense capabilities, premised on its qualitative 

improvement. The NDPG of 2004 decided to reduce the personnel and equipment earmarked 

for a full-scale invasion, and the transition of the defense capabilities under the 2004 NDPG is 

still ongoing. Against the background of this progress, the review of the current NDPG should 

verify the level of current defense capabilities and formulate a defense posture that meets the 

demand of the times, while taking into account the fact that the roles of the defense force are 

broadening, with greater importance being attached to sustained activity and quick response in 

the new security environment. 

Because there will be less warning time before the occurrence of certain 

contingencies and the required skill level of units and personnel is becoming higher and more 

professional, an SDF unit must react to contingencies with its usual line-up, not relying on 

wartime call-up. Therefore, the personnel fill rate of the SDF should be kept high even in 

peacetime in order to ensure the readiness of the defense force. Effectiveness must not be put 

at risk by a low personnel fill rate. 

In pursuing the transformation of the defense force into a more multi-functional and 

flexible one, it goes without saying that defense expenditures should be efficiently used by 

setting clear priorities in terms of equipment and unit organization and proceeding with the 

procurement reform. At the same time, the defense budget can no longer be decided under a 

fixed standard—as a ratio to GNP—as in the past. The Japanese government must allocate 

appropriate resources to the defense sector so that the defense force can maintain necessary 

equipment and personnel and operate them to fulfill its functions properly. 

 

(2) Common Requirements for the Defense Force to Fulfill Functions 

Taking into consideration the situation in East Asia, where large-scale military 

forces are concentrated, and trends of the national power of neighboring states relative to 

Japan, Japan should attach greater importance to the quality rather than the quantity of 

equipment, while adding the perspective of roles and missions sharing with the United States. 

At the same time, it should build up a defense force with high cost-effectiveness giving 

priority to software that allows equipment to function at its maximum capacity. Listed below 

are priority items as common requirements for pursuing this objective. 

First, Japan should gather information and analyze and assess situations more 

precisely and promptly than the adversary. In other words, by establishing intelligence 

superiority, Japan’s defense force should fulfill its functions effectively. For this purpose, it is 
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necessary to introduce ISR assets such as aircraft and vessels, and link them into a network. In 

doing this, it is appropriate to utilize outer space effectively and efficiently. The Japanese 

government should actively exploit advanced civil technology, including commercial imagery 

satellites that have high resolution, and carry out research into dual-use technology. 

Secondly, Japan should enhance its C4 function, which connects battlefields and the 

command center, and its information security function, which is the other side of the former 

function. In order to seamlessly respond to any situation, the battlefield and the command 

center should be directly connected through invulnerable broadband communication. At the 

same time, priority should be assigned to the improvement of communication capabilities 

between overseas units and the home country and among overseas units, as a basis for more 

active participation in international peace cooperation activities. 

Threats to information networks have been increasing recently. Because the attacker 

can launch an attack without revealing its identity and the attack does not require a huge 

system, it constitutes an imminent threat to the defense force. Therefore, it is indispensable to 

form an attack-resistant network and maintain a posture that adapts itself according to the 

evolution of threats, recognizing that information security is a prerequisite for accomplishing 

any mission. 

Thirdly, high-quality science and technology should be utilized. Bearing in mind 

neighboring states’ military powers, Japan should move away from increasing quantity to 

ensure security, and instead improve the quality of defense capabilities by utilizing Japanese 

high-quality science and technology and remaining attentive to global trends in military 

technology such as stealth, network, and precision-guidance technology. Besides, the 

Japanese private sector has high technological standards in the fields of energy conservation 

and renewable energy. The application of such new technologies should be studied for merits 

such as a reduction in fuel costs and workload for supply to the extent that it will not lower 

defense performance. 

Fourth, the geographical conditions of Japan should be taken into account, such as 

its being an island chain of over 3,000 kilometers in extent and possessing many offshore 

islands. Maneuvering capabilities to deploy units rapidly should be improved in order to 

overcome the distance between the mainland and outlying islands. At the same time, Japan’s 

possession of outlying islands is advantageous in terms of ISR and other operations, as 

suggested by the fact that Air Self-Defense Force radar sites are located on such islands. Japan 

should pursue a defense build-up that incorporates these two sides. 
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(3) Enhancing Joint Operations and Increasing Jointness 

To better cope with such contingencies as ballistic missile attacks, where the 

situation changes in a moment, the assets of the three services of the SDF should be closely 

coordinated. In doing so, it is essential that the operations be jointly executed under the Joint 

Staff and a joint task force command (major command), composed of the Ground, Maritime, 

and Air SDF. 

Based on lessons learned since the Joint Staff was established and centralized its 

operational functions some 3 years ago, joint operations capabilities should be further 

strengthened at the major command level in addition to enhancing the functions at the Joint 

Staff. 

Moreover, in order for the defense force to exert its multi-functionality through 

jointness, it is necessary to set clear operational doctrines for each possible scenario and 

incorporate them into education and training, while diversifying unit composition according 

to missions. From this point of view, the SDF should establish methods for education/training 

and unit composition that contribute to smooth and effective joint operations.  

Also necessary for the effective demonstration of the SDF’s ability under joint 

operations is for the Joint Staff in charge of the operations to have the authority to make 

recommendations for defense build-up, based on judgments on priorities from an operational 

perspective. 

 

(4) Defense Build-up that Contributes to Strengthening Japan-U.S. Alliance 

The SCC Joint Document of October 2005 depicts the ways of cooperation to 

achieve the two countries’ common strategic objectives, and recommends that their bilateral 

planning be specific. Through bilateral planning, the roles and missions sharing for 

contingencies between Japan and the U.S. have been specified, and this provides a basis for 

considering mutual complementarities of capabilities of both countries. The SDF and the U.S. 

Forces have complemented each other in extensive areas. For example, when a U.S. carrier 

battle group, a core of the U.S. strike power, is deployed for the defense of Japan, the SDF 

can provide the anti-submarine warfare and mine-sweeping capabilities that the United States 

lacks in the region. When the two countries conduct a bilateral air campaign, for which 

interoperability of the aircraft of each side is indispensable, the SDF’s theater-wide warning 

and control information will support the operation. 

Thus, whenever Japan thinks of building up its defense force, it is important to take 

into consideration roles and missions sharing and the improvement of interoperability with the 
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United States. 

 

(5) International Peace Cooperation Activities 

International peace cooperation activities were given the status of one of the main 

roles of the defense force in the NDPG of 2004, and were stipulated as a primary mission of 

the SDF in 2007. 

However, recent records of participation in these activities are not satisfactory in 

comparison with other major states. Japan needs to participate more actively, as a state that 

plays a role in the maintenance and construction of international systems. The Council thinks 

that the SDF should sustain a posture that enables it to always be in a position to dispatch 

troops to multiple large-scale and multi-dimensional peacekeeping missions. 

The GSDF should improve its capabilities to respond to international peace 

cooperation activities quickly and for a prolonged period, with equipment suitable for 

overseas operations. At the same time, it should maintain postures of unit rotation and 

logistics support that enable the continuous dispatch of units of a certain size. The MSDF 

should maintain a structure for conducting international peace cooperation activities properly 

in distant areas such as the Indian Ocean, and at the same time ensure logistics support and 

other necessary postures in dispatched areas, including at sea. The ASDF should build up an 

efficient transportation posture for the mobile deployment of GSDF units and quick lift of 

relief supplies for international peace cooperation activities in distant areas, such as the 

Middle East and Africa. At the same time, it should broaden the scope of its activities, 

including surveillance for securing safety of dispatched units.  

In order to conduct such international operations smoothly, the joint operational 

structure and C4 function need to be strengthened. Moreover, according to increasingly 

diversified and complicated needs on the frontline of disaster relief or reconstruction activities, 

it is necessary to seek to improve coordination and liaison with foreign units and international 

organs, gather local topography information, acquire the language skills that contribute to 

these needs, and better understand the culture and customs of areas of operation. In addition, 

as overseas operations expand, a support structure should be developed not only for personnel 

on the mission, but also for injured or repatriated personnel and their families. 

 

Section 3 Infrastructure that Bolsters the Defense Force 

 

When the defense force fulfills its functions, various types of infrastructure that 
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bolster it play important roles. This section will evaluate the current status of human, material, 

and social infrastructure that is indispensable for the defense force to work, and will examine 

what will be needed in the future. 

The previous section examined the kind of functions and structures that are 

expected of the future defense force, based on the roles of the defense force discussed in 

Section 1. In order to materialize these visions, capable personnel as well as high-tech 

equipment adaptable to enhanced application of information technology and expanded 

networking are needed. However, the decline in the number of young people is diminishing 

the supply of competent human resources, and the high prices of weapons and the 

advancement of technology levels worldwide is altering the context of the procurement of 

equipment. Accordingly, this section will examine measures to address the human 

infrastructure issue of the declining birth rate and the material infrastructure issue of defense 

production and the technology base. 

Also examined is the social infrastructure issue of public support and local 

cooperation. For the SDF to maintain a high degree of proficiency, the cooperation of local 

communities is indispensable as they provide the space for stationing and training as well as 

support for the activities of the units. The support and understanding of the Japanese people is 

also required to maintain the morale of SDF organizations and personnel as SDF units are 

likely to be tasked with increasingly tough missions, such as overseas operations under severe 

conditions. 

 

(1) Personnel Infrastructure (Response to Decline in Number of Young People, and Other 

Issues) 

The SDF is facing two urgent challenges with regard to personnel infrastructure.  

The first challenge is the rapid decline in the number of young people in Japan. The 

population of males from 18 to 26 years old—the main source of SDF recruits—has dropped 

by about 30 % since the previous NDPG was formulated in 1995. This means that, under the 

traditional recruitment policy, it will be impossible to recruit the targeted number of personnel 

while maintaining a certain degree of qualification. 

The second is the maladjustment of the age structure and rank promotion system in 

the SDF. Unlike countries with a conscription system, whereby young soldiers regularly and 

orderly enter and retire from the armed forces, or the United Kingdom or the United States 

where there is a volunteer system but age limits are set for each rank, Japan has extended the 

retirement ages of SDF uniformed personnel and promoted noncommissioned personnel to 
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commissioned officers in their advanced years. As a result, the average age of the 

commissioned officers, including company officers who serve as front-line commanders, in 

the SDF is higher than that of armed forces of other countries. This is problematic from the 

viewpoint not only of the maintenance of the SDF’s strength, but also of flexible response to 

increasingly diversified and complicated missions.  

To recruit smoothly amid the decreasing proportion of young people, it is necessary 

to make a career in the SDF seem more attractive young people by providing stable 

employment opportunities. On the other hand, if the SDF shifts its focus of recruitment from 

2-year-fixed-term privates to non-fixed-term NCOs, who may stay until the mandatory 

retirement age, it will aggravate the second problem of the maladjustment of the age structure. 

Therefore, the two problems should be dealt with in a comprehensive manner. 

As a measure to respond to the decline in the number of young people, we 

recommend that the recruitment and promotion of women be further expanded. It is necessary 

to open up more occupational specialties to women, taking the needs of female personnel and 

maternity protection into account, and to increase the ratio of female personnel strength. 

Secondly, it is essential to take measures to enhance the attractiveness of recruitment, offering 

a long-term and stable employment system at the recruitment phase. In doing so, the overall 

personnel management system should be redesigned presupposing an increase in non-fixed 

term recruitment, while taking into account the promotion of fixed term personnel (E-1, E-2, 

and E-3) to non-fixed term NCOs (E-4 (SGT, PO3, SSgt) or higher). 

To adjust the second problem associated with the age structure of the SDF, it is 

necessary to review the SDF’s promotion system with a view to reducing the number of 

NCOs promoted to officers. At the same time, it is desirable to try to motivate and revitalize 

NCOs by introducing a new salary system that distinguishes between NCOs and 

commissioned officers and creating a new rank that offers a career goal for NCOs. Moreover, 

the introduction of an early retirement system for non-restricted term personnel is a matter for 

consideration, and this could be implemented by introducing an age limit for each rank, for 

example, as in the United States and the United Kingdom. Yet, the key to making the new 

system work is ensuring that society is geared to accept retired SDF personnel, so that they do 

not feel anxious about retiring early. In this regard, reliance on goodwill of society is by no 

means the only answer; government-wide efforts are also important to help retired personnel 

find new jobs based on the expertise, skills, and experience they have acquired during their 

service.  

Lastly, it is becoming more important to develop human resources by educating and 
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training SDF personnel, as SDF’s activities are becoming increasingly diversified and 

complicated and the Japanese people’s expectations for the SDF are growing. Whether the 

SDF can train its men and women, who are recruited in a strict environment, to be competent 

depends entirely upon the appropriateness of the education and training system. An individual 

SDF member being able to establish positive professionalism, which is referred to in the 

report of the Council for Reforming the Ministry of Defense, through effective education and 

training is indispensable for the SDF to maintain high morale and foster a robust and sound 

organization. In addition, for each service member to establish professionalism is a significant 

asset that can be returned to society after his/her retirement and reemployment. Also 

important in this connection are such efforts as sending SDF officers to private companies to 

exchange personnel with society, letting technical officers study at educational or research 

institutes both in Japan and abroad to acquire expertise, and inviting experts with special 

knowledge and experience from the private sector to the SDF to revitalize the organization, so 

that the SDF can improve of its levels of professionalism. To implement these measures, the 

SDF should consider introducing a fixed-term active duty system that is similar to the 

fixed-term employment system in the administrative service.  

The Council has raised some points for discussion concerning the human 

infrastructure of the SDF and offered suggestions to improve the current situation, expecting 

that the government as a whole will consider this matter and take necessary measures, in view 

of the significant security implications of the problem. 

 

(2) Materiel Infrastructure (Defense Production and Technology Infrastructure) 

In its early days, the SDF was equipped with arms lent or supplied by U.S. Forces. 

After that, the SDF gradually promoted the domestic production of weapons, with a view to 

acquiring equipment that suits Japan’s own defense concept and maintaining wartime 

sustainability intact by reducing dependence on overseas supplies. Such efforts toward 

domestic production have played an important role in ensuring latent deterrent capabilities, in 

that they provide a reliable logistics infrastructure to supply and support operations 

domestically and enable the expansion of defense capabilities by Japan’s own defense force in 

an emergency. However, the environment related to the procurement of equipment is 

changing. Prices of SDF equipment are becoming more expensive while defense expenditure 

continues to decrease gradually. There are some companies that withdrew from defense 

production as the reduction in defense acquisition made it difficult for them to maintain 

technicians and skilled workers. 
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After the end of the Cold War, advanced countries sought to improve methods of 

defense acquisition to introduce high-tech weapons while reducing costs. The methods 

include the application of COTS (commercial off the shelf) and participation in international 

joint development programs. The integration of defense industries often takes place at the 

same time since even advanced countries find it quite difficult to maintain a defense 

production and technology infrastructure that covers all of the countries’ defense equipment. 

Now in Japan, the dependence of major defense enterprises on defense demand is 

extremely low, and thus there are few movements toward an integration of defense enterprises. 

Moreover, because the level of MOD’s R&D investment is quite low compared to that of 

other advanced countries, R&D for defense equipment has tended to depend on the private 

sector’s creativity. These tendencies have contributed to the application of dual-use 

technology to defense equipment. On the one hand, the companies sometimes had to suffer 

from fluctuations in defense demand. However, Japanese defense production and technology 

infrastructure—until now dependent on the private sector—is now at the crossroads of 

whether it can accommodate itself to these external changes. 

In order for the SDF to acquire low-cost advanced weapons, new policies that 

match changes in the environment inside and outside Japan should be worked out. Reforms of 

defense programming and procurement should continue to be carried out steadily, including 

the promotion of the IPT (Integrated Project Team) concept, which was suggested in the 

report of the Council for Reforming the Ministry of Defense. At the same time, it is necessary 

to consider a more rational procurement method of defense equipment, based on an 

understanding that defense equipment is not suited to general competitive tendering 

procedures.  

In addition, if it is impossible to maintain domestic development and production for 

all the equipment essential for Japan’s defense, it will be even more important to set up a 

basic policy direction for Japanese defense production and technology infrastructure. Then, 

Japan should specify priority areas of infrastructure to be sustained and nurtured, by setting 

criteria with a focus on elements that are: decisive in determining the outcome of an 

individual battle; of high confidentiality; and would disable the defense force unless they are 

maintained domestically because of maintenance and repair requirements. Accordingly, the 

MOD should decide procurement methods (domestic production, import, co-development, 

etc.). Bearing in mind the defense production and technology infrastructure of the kind that 

should be maintained domestically, the government should spell out a comprehensive defense 

industrial policy on how to maintain and develop it. Additionally, the government should 
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pursue the realization of infrastructure from which the government would ultimately be able 

to acquire state-of-the-art equipment at a moderate cost, through such measures as 

predictability to enable domestic defense enterprises to plan investments, R&D, and human 

resource development from a long-term perspective. 

In order to catch up to world-class advanced technologies, and to reduce the risks 

and costs that independent development entails, it is necessary to decide to actively join the 

circle of international joint development. In this connection, it is necessary to review such 

issues as the Three Principles of Arms Export, etc., contracting methods to enable prior 

investment in defense equipment, mutual protection methods of classified information, and so 

on. 

A review of the Three Principles of Arms Export, etc. will be presented in detail in 

Chapter 3, Section 4. 

 

(3) Social Infrastructure (Support from Japanese Nationals, and Local Cooperation) 

Though it appears that the Japanese people understand and support the SDF’s role 

in Japan’s defense, there may be only a rather small number of people who understand that 

they presumably need to bear their share of the burden and cooperation. Moreover, there are 

conflicting views among the Japanese people on how actively Japan should be involved in the 

realization of world peace, as was indicated in domestic debates on the dispatch of SDF units 

for Iraq reconstruction support activities. Thus far, Japan has tended to avoid engaging in 

arguments on security and defense issues and to be unable to discuss these issues calmly in a 

time of need. Now that the security environment has changed greatly, there should be broad 

discussion on various aspects of Japan’s security policy, and for that reason accurate 

information and appropriate explanations from the government should be provided. 

With regard to public relations, not only the MOD but the government as a whole 

should strive to communicate to the public the importance of SDF activities in a way that is 

easy to understand. It is important then to give consideration to raising the morale and sense 

of responsibility of SDF personnel who carry out noble missions. The SDF should be always 

aware of the eyes of the Japanese people, show itself as it is, and win public sympathy. 

Continuous education is important in raising awareness of the significance of transparency 

and accountability. 

The Japanese people and local residents have high expectations of the SDF’s 

disaster relief operations and support for civilian activities, among the important missions of 

the SDF. In addition, they provide a chance to demonstrate its high capabilities to the 
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international community. A unit with close ties to local communities built through training 

and daily exchanges will work with all its might in case of an actual disaster, gaining 

assistance from the local community. 

From a different point of view, it should be also noted that the existence of an SDF 

unit underpins the local economy and employment, and that a close relationship between SDF 

personnel and their families and the local community has a favorable influence on the morale 

of the unit. 

Today, the SDF is expected to respond in a quick and mobile manner to a variety of 

missions. Thanks to improvements in the deployment capabilities of units, the Japanese 

government now can assign the location of each unit more flexibly. Accordingly, when the 

GOJ makes a decision on the stationing of units, it should take into account whether the 

location is convenient for daily training and whether the location is conducive to forming 

strong ties with the local community. 

Thus, it should be recognized once again that the Japanese people’s understanding 

and support for the SDF, as well as cooperation from local communities, have had 

multilayered meanings and have now become important elements of Japan’s defense 

capabilities. 
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CHAPTER 3  REVIEW OF BASIC PRINCIPLES OF JAPAN’S NATIONAL 

SECURITY 

 

Chapter 1 proposed a multilayered cooperative security strategy as a new strategy 

for Japan. This strategy aims to defend Japan’s security, prevent threats from materializing, 

and maintain and strengthen the international system through a combination of Japan’s own 

efforts, cooperation with its allies, cooperation in the region and cooperation with the global 

community. It was recommended that Japan’s power, including its defense force, be positively 

exerted to achieve peace and security. Based on these ideas, Chapter 2 reviewed the roles of 

the defense force, and recommended that appropriate functions and structures be prepared to 

achieve goals through the effective operation of the defense force as the execution of the 

national will of Japan.  

It is necessary to wisely prioritize among instruments to implement this strategy, 

bearing in mind the limitations of national resources. In order to make full use of the limited 

resources, it is important to review policies and legal systems. Therefore, in Chapter 3, the 

Council analyzes political and legal agendas that require particular attention as national or 

governmental issues, and recommends that these policies and legislations be restructured. 

 

Section 1 Guiding Principles for National Security Policy 

 

The “Basic Policy for National Defense” is a cabinet document which stipulates the 

fundamental principles of Japan’s national security policy. Since it was adopted more than 50 

years ago, there has not been a single modification of the document.  

This fact could be interpreted as an indication that the contents stipulated in the 

Policy have been suitable for the enduring conditions of Japan. On the other hand, it could 

also mean that the Policy provides only very general guidance that does not have to be 

modified according to changes in national security policy. It would be appropriate to judge 

that the Policy is not specific enough to provide substantial guidance in setting Japan’s 

national security policies.  

In 1987, the year after limitations on defense spending to within 1% of GNP were 

abolished, Japan made a cabinet decision on “the Future Build-up of the Defense Force,” and 

declared that it set up a new standard to put the brakes on Japan’s defense build-up, listing a 

set of principles, each of which had been generated in different contexts, as follows: 

- Exclusively defense-oriented policy  
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- Not becoming a military power which threatens other countries 

- Ensuring civilian control  

- The Three Non-Nuclear Principles.  

Since then, these four principles, together with the “Basic policy for National 

Defense,” have been introduced as the basics of Japan’s defense policy in Japan’s Defense 

White Papers and been faithfully repeated in major government documents including the 2004 

NDPG.  

These principles have been significant as putting the brakes on Japan’s defense 

policy, with their negative style of not becoming a military power or not possessing nuclear 

weapons, while they need to be verified in the context of changes in objectives and subjective 

circumstances. They give little explanation of what Japan should do when actively addressing 

international challenges.  

Concerning putting the brakes on Japan’s defense policy, the Council believes that 

there is nothing more effective than the Japanese people’s confidence in their own democracy 

and their resolve to make it function. In this sense, civilian control has been one of the most 

important basics of Japan’s defense policy until now, and its value will never change in the 

future. The policy of not becoming a military power is also an important aspect of Japan’s 

peace-oriented message at home and abroad, and the maintenance of this policy is meaningful 

in that it enhances the credibility of the direction of Japan’s defense build-up. 

The term “exclusively defense-oriented policy,” for example, was often used to 

explain the position of the Japanese government whereby Japan will only defend itself, for 

which purpose it will build up the minimum necessary defense capabilities and never invade 

any other country, right after the establishment of the SDF when its constitutionality was 

repeatedly questioned in the Diet and other venues. Since the Sato Cabinet defined it as the 

“essence” of Japan’s national defense,15 this term has become established as a “posture of 

passive defense strategy in compliance with the spirit of the Constitution.” Nevertheless, it 

must be noted that the nuance of this term has been a factor hindering frank and free thinking 

and ideas in discussing what type of weapons systems and operations are needed for Japan’s 

defense. Regardless of the Japanese people’s persistence in reiterating the exclusively 

defense-oriented policy, the international security environment is changing every moment. 

Today’s world, where threats are increasingly global and transnational and ballistic missiles 

                                                 
15 The Defense Agency published the Defense of Japan under the Sato Cabinet in 1970 (then Minister of State 
for Defense was Nakasone) and it stated that “the principal object of the defense of our country is an exclusively 
defense-oriented policy.” 
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are proliferating, is quite different from the one the exclusively defense-oriented policy 

originally assumed. 

Though it should be further discussed in the future whether Japan should retain its 

exclusively defense-oriented policy as a principle of its national security policy, it is at least 

unfavorable if the term is interpreted unnecessarily broadly. It is deemed useful to clarify the 

meaning of the “exclusively defense-oriented policy,” understanding basic elements such as 

developing an effective defense force while paying attention not to generate an unnecessary 

arms-race and defending with indomitable determination against aggression without exerting 

the “pre-emptive attack” that the Constitution prohibits.  

The security environment surrounding Japan has changed drastically since the 

adoption of the “Basic Policy for National Defense.” At the same time, the subjective 

conditions of Japan have also shifted from being a beneficiary of international systems to a 

stakeholder. In the context of these changes, the establishment of a national security policy 

that is transparent and persuasive to the Japanese people and the international community is 

essential. Based on this recognition, the Council considers it necessary that Japan establish the 

“basic principles for national security policy,” explain them at home and abroad, and at the 

same time examine the ideas that have represented Japan’s basic stance, such as the 

exclusively defense-oriented policy, from today’s viewpoint. 

 

Section 2 Guidelines and Frameworks for International Peace Cooperation 

Activities 

 

(1) Japan’s Participation in UN Peacekeeping Operations at Present 

It is obligatory for Japan, aiming to be a “peace fostering nation,” to be involved in 

international efforts, such as peace consolidation in fragile states on the verge of failure, and 

reconstruction assistance for states that have failed.  

On the one hand, international peace cooperation activities were stipulated as a 

primary mission in 2007 and the SDF has been preparing various structures to undertake 

international peace cooperation activities proactively, such as establishing the International 

Peace Cooperation Activities Training Unit and the Central Readiness Regiment. On the other 

hand, recent records of Japan’s participation in UN peacekeeping operations are not 

satisfactory.  

Since its participation in UNTAC (United Nations Transitional Authority in 

Cambodia) as its first attempt, Japan has participated in a variety of UN peacekeeping 
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operations and expanded its range of contributions under the International Peace Cooperation 

Law. In Timor-Leste Japan dispatched personnel to the headquarters, had civilian police 

advise the police commissioner, and provided logistics support and welfare assistance with an 

engineer unit composed of up to 680 personnel. These activities combining economic 

assistance and technical instruction were highly appreciated by the local governments and the 

United Nations. Though Japan has provided high-quality contributions, the scale and scope of 

Japan’s activities is still limited in comparison with other advanced countries. While the legal 

limit of the number of personnel that may participate in international peace cooperation 

activities is 2,000, the number of personnel actually dispatched is 54 (as of May 2009).16 

Japan has to make appropriate efforts, as other G-8 countries do.17 

Traditionally, Japan has made decisions on whether or not to dispatch Japanese 

personnel to a UN peacekeeping operation according to the Five Principles (See Reference 2), 

taking into account what are called Miyazawa’s Four Principles (See Reference 3). Since the 

1990s, however, UN peacekeeping operations have transformed from traditional operations 

that cope with inter-state conflicts to large-scale multi-functional operations that respond to 

intra-state conflicts or conflicts with non-state actors, and as a result, an increasing number of 

cases are beyond the scope of the Five Principles. In addition, positive policy decisions were 

not necessarily made on the dispatch of the SDF because many missions were to take place in 

areas so distant from Japan, such as Africa, that they did not seem to have a direct connection 

with Japan’s security and interests. So, it is necessary to review the legal and political criteria 

which have been used to decide whether or not to dispatch the SDF to a UN peacekeeping 

mission, including the Five Principles and Miyazawa’s Four Principles, so as to bring them in 

line with international standards. 

 

(2) Revision of Criteria for Participating 

The Five Principles were formulated when the International Peace Cooperation Bill 

was drafted, and the idea was incorporated into the provisions of the Law. It was formulated 

bearing in mind the UN peacekeeping missions in operation when the International Peace 

                                                 
16 3 staff officers in UNDOF, 1 transport unit composed of 43 personnel, 6 military observers in UNMIN, 2 
staff officers in UNMIS. In addition, 6 liaison and coordination personnel have been dispatched. 
17 Statistics for the UN are as follows. Canada 183, France 2,253, Germany 308, Italy 2,762, Japan 39, Russia 
350, the United Kingdom 290, the United States 95 (as of June 2009). The data do not include participants in 
international peace cooperation activities which are not PKOs but are authorized by UN Security Council 
resolutions. For your reference, participants in ISAF (International Security Assistance Force) are as follows. 
Canada 2,830, France 2,780, Germany 3,380, Italy 2,350, the United Kingdom 8,300, the United States 28,850. 
(as of June 15, 2009)  
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Cooperation Law was enacted in 1992. Out of the five, three principles were worked out on 

the assumption that conflicts would take place between states or between a few parties that 

were well-organized. These three principles are agreement to a ceasefire, consent to the UN 

forces’ operations and Japan’s participation, and impartiality, each of which had relevance to 

the parties involved in the conflict. However, in cases of disputes in fragile states or failed 

states, there are very often many parties involved in the conflict. In order to achieve Japan’s 

active participation, it is necessary to change how these principles are applied so that the 

requirements of the principles are applied not to all parties but only to those parties 

recognized by the United Nations or regional unions. 

There is another principle that provides that the use of weapons should be limited to 

the minimum and necessary extent to protect Japanese personnel. However, the protection of 

local residents and refugees is required in a failed state. Protecting civilians and foreign 

military personnel who participate in civil-military cooperation is also a key to the 

multi-functional peacekeeping, which involve a number of such people. It is necessary to 

review the use of weapons for operations that include the protection of civilians and other 

countries’ personnel. 

The Council recommends that the Five Principles be reviewed and that the 

International Peace Cooperation Law—the other side of the same coin—be revised in order to 

resolve the abovementioned issues and bolster Japan’s participation in peacekeeping 

operations. 

Miyazawa’s Four Principles constitute the political criteria for deciding whether or 

not to participate in peacekeeping operations including: 

- support of the Japanese people and appreciation from the international community; 

- safety of dispatched personnel; and 

- appropriate fields for Japan to dispatch personnel. 

However, it is a fact that it has often been difficult to get support for sending Japanese 

personnel to remote areas such as Africa. Actually, Japan has not sent SDF units to Africa 

since 1995, though the majority of UN peacekeeping operations are conducted in the African 

continent these days. The Council considers that it is also necessary to review Miyazawa’s 

Four Principles from the following perspectives. 

If Japan’s participation in peacekeeping operations is reviewed here, the first 

criterion for Japan to consider in making a decision on whether to participate in a 

peacekeeping operation should be whether it is legitimate or not. For Japan to participate in a 

peacekeeping operation, it ought to have its international legitimacy confirmed by UN 
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resolutions or regional agreements. The second criterion should be whether the safety of 

personnel in the peacekeeping mission will be ensured by guarding operations of SDF units, 

etc. It is important to ensure the safety not only of Japanese personnel but also of the foreign 

civilians who need protection. The third criterion should be whether Japan’s potential ability, 

e.g., leadership and administrative competence including SDF’s capabilities, will be 

performed in a suitable manner in the mission. Based on these three estimates, Japan should 

decide whether participation in the peacekeeping mission in question is consistent with 

Japan’s national interests or not. 

The Council considers that discussions need to be carried out in various venues so 

that the Japanese people may widely accept the understanding that Japan’s participation in 

international peace cooperation activities, including peacekeeping operations, prevents 

potential threats to Japan from materializing and is a means to maintain the free and open 

international system to which Japan belongs. At the same time, it would be also significant, 

from the viewpoint of expanding the support of the Japanese people, to make it clear that as a 

matter of the modality of Japan’s participation, Japan does not directly undertake any 

missions of compulsory measures, such as combat operations. 

It should be added that there has been a problem from the outset that the scope of 

the use of weapons authorized by the International Peace Cooperation Law is different from 

that indicated by a UN document on peacekeeping operations.18 According to the document, 

the scope of the use of weapons of a unit participating in a peacekeeping operation includes 

not only self-defense, including the protection of other personnel in the mission, but also 

resistance to attempts by forceful means to prevent the peacekeeping operation from 

discharging its duties under the mandate of the Security Council. Furthermore, it is also 

difficult under the current International Peace Cooperation Law to participate in such 

activities as protecting civilians and others, protecting local residents, and the Security Sector 

Reform, all of which are necessary to provide seamless support from settling a dispute to 

reconstructing a state. The Council also considers that Japan should actively conduct these 

activities. Therefore, it is recommended that in revising the Law, not only the scope of the use 

of weapons be reviewed but also expansion of the scope of tasks be examined, taking into 

consideration civil-military cooperation, coordination with ODA and cooperation with foreign 

units. 

 
                                                 
18 In March 2008, the UN published “United Nations Peacekeeping Operations: Principles and Guidelines” 
(so-called Capstone Doctrine) which described characteristics and tasks in peacekeeping operations. 
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(3) Enactment of a Permanent Law for International Peace Cooperation 

The forms of international peace cooperation activities are becoming more 

diversified and now include not only UN peacekeeping operations but also multinational 

activities based on UNSC resolutions and non-UN initiatives conducted by at the request of 

contending countries aiming to achieve regional stabilization outside the framework of the 

United Nations. Japan has responded to multinational activities on the requests of UNSC 

resolutions other than PKO by adopting special measures laws which provide limited 

objectives and expiration dates, such as the Anti-Terrorism Special Measures Law and the 

Law Concerning Special Measures on Humanitarian and Reconstruction Assistance in Iraq. 

However, making individual special measures laws each time is problematic because of time 

loss, influence of political situations, and uncertainty of dispatch criteria. It is also 

problematic because legislative procedure must be repeated whenever amendments due to 

changes in the situation or extension of the expiration date are needed. 

In order for Japan to conduct international peace cooperation activities more keenly, 

it is necessary to enact a permanent law early that stipulates the international framework for 

Japan’s activities, scope of tasks, criteria of the use of weapons, modalities of the Diet’s 

involvement, etc., with a view to expanding the scope of activities that SDF’s can take part in. 

Enacting such a permanent law is also important in demonstrating Japan’s basic policy on 

international peace cooperation at home and abroad. 

 

(4) Establishment of a Legal Basis for International Peace Cooperation 

The Advisory Panel on Reconstruction of the Legal Basis for Security (Panel on 

Security Legislation) recommended that international peace cooperation activities that are part 

of UN collective measures do not concern international disputes in which Japan is involved 

and therefore should not be construed as permitting the “use of force as means of settling 

international disputes” prohibited under the Constitution. The panel also concluded that the 

concept of “Ittaika” (“form an integral component of,” an argument that logistics support, 

such as supply and medical services, is construed as an unconstitutional use of force when 

deemed to be an integrated part of the use of force by a third country) is far away from 

international understanding and the real world situations of international cooperation, and thus 

has to be corrected. The Council strongly supports this conclusion of the report of the Panel 

on Security Legislation and expects the Japanese government to reflect it in the Japanese legal 

system in the future. 
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Section 3 Policies on Response to a Ballistic Missile Attack 

 

(1) Importance of U.S.-Japan Cooperation 

To defend Japan against ballistic missiles attacks, Japan needs multilayered 

measures such as diplomatic dissuasion, deterrence by retaliatory strike capabilities, strikes on 

enemy’s bases and others, denial by interception of missiles and consequence management. 

While Japan relies on the United States for deterrence by retaliation, Japan itself should play a 

significant role in the other fields. Regarding diplomatic dissuasion, Japan should make more 

efforts to make international sanctions more effective. As for missile interception, Japan 

should play the principal role while getting support from the United States in the field of 

C4ISR. Consequence management through such measures as civil protection is something 

Japan should take full responsibility for. 

In Chapter 2, Section 1, Subsection (2), the Council described its thoughts on the 

functions to complement missile defense systems or to enhance deterrence by strike 

capabilities including strikes on enemy bases. Even if Japan decides to introduce a new 

weapons system, cooperation with the United States including intelligence exchange will be 

necessary for its actual operation, and the modalities of the cooperation have to be developed 

through consultations on roles and missions sharing between Japan and the U.S. 

Regarding information collection on missile launches, it is and will continue to be 

effective to utilize information from Japan’s own sensors (radar systems onboard 

Aegis-equipped destroyers and radars deployed on the ground) as well as early warning 

information provided by the United States. When North Korea launched a ballistic missile in 

April 2009, early warning information was transmitted to Japan from U.S. Forces instantly. 

This fact explicitly proves the high credibility of Japan-U.S. cooperation and should be 

appreciated positively. For the future, Japan should further strengthen Japan-U.S. cooperation 

to diversify and improve the means of detecting launches. 

 

(2) Establishment of a Legal Basis  

The Panel on Security Legislation recommended that the traditional constitutional 

interpretation of the right of collective self-defense be changed, without relying on the logics 

of police power or defense of SDF’s weapons and other equipment, as to enable at all times 

the interception of a ballistic missile on its way to the U.S. and the defense of jeopardized U.S. 

vessels during Japan-U.S. bilateral operations, both of which are tasks to be undertaken by 

Japan as an ally. The Council strongly supports these recommendations and considers these 
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points as follows. 

 

(a) Interception of Ballistic Missile on Its Way to the United States 

The range of North Korea’s ballistic missiles have expanded to cover not only the 

whole of Japan but also parts of the United States, such as Guam and Hawaii, which puts 

Japan and the United States in a position where they are confronting a common threat. Japan 

is required to intercept a missile on its way to the United States for its own security purposes 

and to do so by any measures possible. The reason for this is that Japan’s missile defense 

systems are operated in close cooperation with the U.S. and that Guam and Hawaii are bases 

of U.S. force reinforcement when Japan is under attack. By reviewing traditional 

constitutional interpretations regarding the right of collective self-defense, Japan should 

interpret such an interception as lawful. 

 

(b) Defense of U.S. Naval Vessels 

When North Korea launched a missile in April 2009, Japanese Maritime 

Self-Defense Force vessels and U.S. naval vessels were deployed for an operation on the Sea 

of Japan. However, if an armed attack on Japan had not yet happened and that the U.S. vessels 

were attacked on the high seas, which is difficult to be recognized as an attack on Japan’s 

vessels, it would be very difficult to find a legal basis to defend U.S. vessels with SDF 

vessels. 

Nevertheless, as stated above, responses to ballistic missiles are conducted through 

close cooperation between Japan and the United States. If SDF vessels cannot defend U.S. 

vessels engaged in warning and surveillance operations for missiles, the confidence in 

bilateral relations would drop and effective military measures against North Korea would 

become impossible; the security of Japan would be damaged considerably. In order for the 

SDF to defend U.S. vessels in such a situation, it is necessary to examine and establish 

appropriate legislation by taking such measures as reviewing the traditional constitutional 

interpretation of the right of collective self-defense. 

 

Section 4 The Three Principles on Arms Exports, etc. 

 

(1) Today’s Problems Surrounding Arms Exports 

Japan has dealt cautiously with arms exports in accordance with the Three 

Principles on Arms Exports, etc., (see Reference 4) in order to avoid exacerbating 
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international conflicts, mindful of its position as a nation of peace derived from the ideals of 

its Constitution. Furthermore, it has taken a similar position on the export of military 

technologies, investment, and construction work, in accordance with the Three Principles on 

Arms Exports, etc. The Council considers that the Principles have been meaningful in 

controlling arms exports from Japan, and at the same time contain some issues to be 

addressed in terms of their compatibility with Japan’s security requirements. 

First, looking at global trends on defense equipment, the United States and 

European countries aspire to an international division of labor, recognizing that it is no longer 

practical for a single country to acquire high-end and high-priced equipment at its own cost 

and risk, as the possibility of conflict between leading countries has diminished. Both 

advanced technology and equipment produced in international joint research and development 

(R&D) and production are likely to be either shared by only the countries participating in the 

project or provided to those countries preferentially. If Japan cannot participate in such a 

framework of international joint R&D and production because of the restrictions of the Three 

Principles on Arms Export, etc., the risk of Japan’s being left behind in international 

technological development will increase.  

In addition, if Japan can participate in such an international R&D and production 

project or a joint project with the United States that has already been permitted on a case by 

case basis, the projects would not be able to maintain their possibilities of future growth 

unless Japan permits the outcomes of the joint R&D and production to be transferred from 

Japan’s partner to a third party.  

Furthermore, if a Japanese enterprise is allowed to export to the United States 

certain equipment that was originally licensed by the United States and is now produced in 

Japan or if the United States is allowed to transfer the equipment to a third party, such 

Japan-U.S. equipment cooperation could lead to a deepening of the bilateral relationship.  

The Japanese government has been trying to balance the Three Principles on Arms 

Exports, etc. and security requirements. For instance, it decided to supply weapons 

technology to the United States in 1983, and permitted the export of arms to the United States 

in 2004 concerning the joint development and production of missile defense systems. Since 

2004, the Japanese government has taken a stance of examining on a case-by-case basis 

whether to permit joint development and production with the United States other than those 

relating to missile defense systems and assistance to counter-terrorism and anti-piracy 

operations, taking into consideration the basic ideas of a peaceful nation that aims to avoid 

exacerbating international conflicts. However, over 4 years have passed since then and there 
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has been only one export case that contributed to counter-piracy operations. The method of 

examining on a case-by-case basis is, in fact, a hurdle which is difficult to clear at the 

entrance stage. Products which make use of Japanese science and technology, such as 

detection and identification equipment useful for counter-terrorism operations, cannot be 

exported if they are regarded as weapons. In this respect it is pointed out that Japan cannot 

fully contribute to international efforts to fight against terrorism. 

 

(2) Revision of the Three Principles on Arms Exports, etc. 

The Council considers that Japan should not aim to export all kinds of weapons but 

to adhere to its restrictive policy since such full-scale exporting would be incompatible with 

basic idea of Japan as a nation of peace that aims to avoid exacerbating international conflicts.  

On the other hand, unless Japan addresses the abovementioned problems, Japan will 

not be able to access the most advanced technologies and face obstacles to deepening 

Japan-U.S. cooperation; Japan’s defense capabilities could possibly decline. It also would not 

be appropriate to place excessive restraints on the domestic defense industry with the Three 

Principles on Arms Export, etc., with a view to maintaining and developing a sound domestic 

defense industry as an infrastructure for Japan’s security, as discussed in Chapter 2, Section 3.  

At present, Japan participates in the Wassenaar Arrangement (WA)19 and executes 

export control in accordance with international arrangements on export control of 

conventional arms. By participating in all the international export control regimes, including 

WA, Japan fulfills its international duty sufficiently. Given that, the Council considers that it 

is appropriate to set a new guideline that directs the arms export control policy.  

The new guideline should include the following: 

- strict observance of international rules on arms exports; 

- continuation of its restrictive policy on arms control; and  

- admittance of arms exports that accommodate security requirements or contribute to 

international peace and security. 

However, even if the present policy framework based on the Three Principles on 

Arms Exports, etc. survives until then, individual issues mentioned in (1) of this section must 

be addressed quickly, at least by exempting the application of the Three Principles as was 

practiced in the past. 

                                                 
19 The Wassenaar Arrangement, established in July 1996, is an international export control regime to prevent 
excessive transfer and accumulation of conventional weapons that would cause destabilization by promoting 
responsible export control on conventional weapons and dual-use goods and technologies. 
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(3) The Scope of Exemption from the Three Principles on Arms Exports, etc. 

International joint R&D and production should be exempted from the application of 

the Three Principles on Arms Exports, etc., since they generally contribute to the maintenance 

and development of Japan’s defense capabilities, ensuring access to the most advanced 

technology. In such cases, it is necessary to ensure that Japan’s ideals as a nation of peace are 

not to be contravened by setting a condition that strict control be enforceable by the Japanese 

government, as well as that the partners of international joint R&D and production be limited 

to countries that share values such as freedom and democracy and respect basic human rights. 

Not only international joint R&D between governments but also pioneering joint 

technology development in the private sector and participation in other countries’ equipment 

development and production projects by private enterprises should be treated similarly. 

Furthermore, the following areas should be exempted from the application of the 

Three Principles on Arms Exports, etc., on the condition that strict control be similarly 

enforced in the following cases: transfer of the outcome of joint R&D and production from a 

partner country to a third party; export of U.S. licensed products to the United States; transfer 

of them from the United States to a third party. 

Regarding joint R&D and production with the United States other than missile 

defense systems and assistance to counter-terrorism and anti-piracy operations, which have 

needed to be examined on a case-by-case basis, it is appropriate to exempt them from the 

application of the Three Principles on Arms Exports, etc. on the condition that strict control be 

enforced. 

 

Section 5 Foundation for Realizing the New Security Strategy 

 

(1) Strengthening Function of the Kantei (Prime Minister’s Office) 

National security is attained by integrating various powers, not only defense, but 

also diplomatic, economic, and cultural. Also necessary is a process of clearly defining 

national objectives to be attained, sharing mid- and long-term strategies within the 

government, and constantly verifying the strategies through reactions to individual issues. The 

key to implementing an integrated national security policy is the strengthened functions of the 

Kantei as a command post that controls Japan’s comprehensive power and manages reciprocal 

processes between strategies and policies. Though the Council on the Strengthening of the 

Functions of the Prime Minister’s Office regarding National Security19 in 2007 and the 
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Council for Reforming the Ministry of Defense in 2008 recommended strengthening the 

functions of the Kantei, the measures have not been fully implemented. 

The functions of the Kantei as a command post can be strengthened by combining 

active commitments to security issues by the Prime Minister and related ministers and 

competent experts supporting them. From this point of view, there are measures executable 

within the constraints of the current system, such as establishing a regular ministerial meeting 

aiming to activate and revitalize the existing Security Council or appointing aides or advisors 

to the Prime Minister on national security. The Council expects the Japanese government to 

begin undertaking these measures as soon as possible. 

The Report by the Council on the Strengthening of the Functions of the Prime 

Minister’s Office regarding National Security also recommended establishing a permanent 

secretariat that supports ministerial meetings on security. This recommendation is significant 

in that it gives definite authority to a few selected experts on security and allows them to 

demonstrate their abilities. This should continue to be considered as a future problem. 

 

(2) Strengthening the Functions of Intelligence and Information Security 

As stated in Chapter 1, Section 3, intelligence is a basis that supports 

decision-making on security issues. While certain progress has been seen recently in Japan’s 

intelligence collection and analysis structure, such as the enhancement of the capability of the 

Information Gathering Satellites (IGS), establishment of Cabinet Intelligence Analysts, and 

expansion of the intelligence community, intelligence capability should further be reinforced 

in a well-planned way, led by the Cabinet.  

Above all, the objectives of Japan’s information gathering are increasingly widening, 

because it is not only essential for Japan’s security to grasp unforeseeable political and 

military trends of surrounding countries in a timely and appropriate manner, but also 

increasingly necessary these days to counter new threats, such as international terrorism and 

piracy, and to respond to risks arising in states and regions Japan has not been very involved 

in so far. In order to appropriately meet such expanding intelligence needs, Japan should 

drastically strengthen and improve human intelligence (HUMINT) and further enhance the 

capability of IGS, by increasing the number of satellites and other means. It is also necessary 

to enhance frameworks of intelligence cooperation and information security with foreign 

countries, as high-quality intelligence can be acquired through information exchange with 

foreign governments and institutions. What is more, the government should strive toward the 

development of necessary infrastructure to strengthen open source intelligence (OSINT), so as 
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to enable broader information collection and analysis. Lastly, it is also necessary to train 

analysts and researchers of international and security affairs, in order to enhance intelligence 

analysis capabilities. 

Strong intelligence capability is supported by solid frameworks for information 

security. In a recent information leakage case, classified information on Japan’s security was 

leaked by a government employee. National security and interests could also be threatened by 

intelligence activities of foreign governments toward not only government institutions but 

also universities and private enterprises. In order to guarantee the effectiveness of the 

information security of the Japanese government, it is necessary to promptly develop an 

integrated legal system that imposes severe penalties, particularly for leaking classified 

information of national importance, and stipulates the handling of classified information 

through, for example, a security clearance system for the people who handle it; and it is 

critical to strengthen protective measures for important secret information possessed by 

non-governmental institutions, counter-intelligence measures and countermeasures against 

illegal access and leakage via computer networks. 

 

(3) Strengthening Civilian Control by the Diet 

Under what is called the “1955 system” in Japanese politics, debates among Diet 

members tended to focus on constitutional interpretation and procedures for defense issues 

rather than strategic perspectives. A negative way of thinking on how to watch and restrict the 

activities of the SDF also hindered ideas of actively utilizing the SDF’s capabilities. 

Concerning national security, consensus among political parties is needed on the objectives, 

even if their opinions on means and priorities are divided. In these days, when comprehensive 

efforts to ensure national security are required in the complicated security environment, it is 

important for the Diet not only to discuss specific legislative bills, treaties or their approval, 

but also to offer guidelines on national security policy through substantial policy debates, 

including debates between party leaders. This will result in strengthened civilian control by 

the Diet, from the standpoint of not only how to restrict the defense force but also how to 

make use of it. 

In the process of deepening the substantial commitment of the Diet on security 

policy, it is anticipated that debates based on sensitive information are necessary. In 

preparation for such a situation, it is also desirable to discuss the procedures for holding secret 

sessions and setting rules for handling secret information in the Diet. 
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Reference 1: Basic Policy for National Defense (Adopted by the National Defense Council 

and the Cabinet on May 20, 1957） 
 

The objective of national defense is to prevent direct and indirect aggression, but 
once invaded, to repel such aggression, and thereby, to safeguard the independence and peace 
of Japan based on democracy. To achieve this objective, the following basic policies are 
defined: 

(1) Supporting the activities of the United Nations, promoting international collaboration, 
and thereby, making a commitment to the realization of world peace. 

(2) Stabilizing the livelihood of the people, fostering patriotism, and thereby, establishing 
the necessary basis for national security. 

(3) Building up rational defense capabilities by steps within the limit necessary for 
self-defense in accordance with national strength and situation. 

(4) Dealing with external aggression based on the security arrangements with the U.S. 
until the United Nations will be able to fulfill its function in stopping such aggression 
effectively in the future. 

 
 
 
Reference 2: Five Principles on Japan’s Participation in UN peacekeeping Operations  
 
1. Agreement on a cease-fire shall have been reached among the parties to armed conflict. 
2. Consent for the undertaking of UN peacekeeping operations as well as Japan’s 

participation in such operations has been obtained from the host countries as well as the 
parties to armed conflict. 

3. The operations shall strictly maintain impartiality not favoring any of the parties to armed 
conflict. 

4. Should any of the requirements in the above mentioned guideline cease to be satisfied, the 
Government of Japan may withdraw its contingents or personnel. 

5. The use of weapons shall be limited to the minimum necessary to protect the personnel’s 
lives, etc. 

 
 
 
Reference 3: Miyazawa’s Four Principles on Japan’s Participation in UN Peacekeeping 

Operations ( replied by the then Chief Cabinet Secretary Kono to Councillor 
Kubota (the Socialist Party) on the 31st of March 1993 at the House of 
Councillors)  

1. Activities will  be conducted within the framework of the Constitution and International 
Peace Cooperation Law 

2. Activities will  be supported by the Japanese people and be appreciated by the 
international community 

3. Dispatched personnel will be able to conduct its duties effectively and safely. 
4. Japan can contribute appropriately in the expected fields.  
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Reference 4:  The Three Principles on Arms Exports, etc. 

 
The Three Principles on Arms Exports is a governmental policy on arms exports 

declared in 1967. The principles provide that arms exports to the following countries shall not 
be permitted: 

- Communist Bloc countries; 
- Countries to which arms exports are prohibited under U.N. resolutions; or  
- Countries which are actually involved or likely to be involved in international conflicts 

After that the “Unified View of the Cabinet” concerning to the Three Principles on 
Arms Exports was announced in1976. Therefore, at present the GOJ shall not permit any 
export of weapons in principle whether it is for the countries described in the Three Principles 
on Arms Export or not. 

However, the cases below are exempted from the Three Principles on Arms 
Exports, etc. based on a statement of the chief cabinet secretary and so on: 

- Exports based on the Exchange of Notes concerning the Transfer of Arms and Military 
Technologies to the United States of America; 

- Exports based on the Acquisition and Cross-Servicing Agreement between Japan and 
the United States (ACSA) and the revised agreement; 

- Exports of goods necessary to conduct humanitarian antipersonnel-landmine clearance; 
- Exports of weapons necessary to implement projects to dispose abandoned chemical 

weapons in China based on the Chemical Weapons Convention; 
- Exports of weapons necessary to implement activities based on the former 

Anti-Terrorism Special Measures Law and the Law Concerning the Special Measures 
on Humanitarian and Reconstruction Assistance in Iraq; 

- Exports in certain cases, including missile defense systems; 
- Exports of patrol boats to Indonesia to implement measures for counter-terrorism and 

counter-piracy, etc. 
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CHAPTER 1 JAPAN’S NEW SECURITY STRATEGY 
 
Section 1 Concept and Goals of our Security Strategy: The World that Japan 
Strives for 

 
In the world that Japan strives for, Japan’s own security must be protected. Safety of 

the Japanese people must be achieved wherever they may be, inside and outside of Japan. To 
maintain the free and affluent lives of the Japanese people, free economic activities and 
freedom of transportation should be ensured under an international system that is free and 
open.  

In order to maintain Japan’s security and its prosperity, stability of Japan’s neighbors, 
the region and the global society are prerequisite. A secure supply of food and materials, 
access to markets, and the safety of the sea lines of communication (SLOC) are all necessary 
to sustain Japan’s prosperity. Maintaining stability of important trading partners is also 
indispensable. 

Material well-being is not the only objective. Free and democratic values should be 
promoted, basic human rights advocated, both domestically and internationally. States 
sometimes disagree over their national interests, but the international community, though still 
imperfect, has adopted rules to mitigate disputes. Japan should contribute to further strengthen 
international organizations and help establish international norms. Japanese people renounce 
the use of force as means of settling international disputes, and it is a goal of Japan that this 
idea prevails in the world. 

Since we cannot build walls between people, it follows that world peace is necessary 
for Japan’s own security. 

 
Section 2 Security Environment Surrounding Japan 

 
(1) Basic Trends 

Globalization of economies and societies is proceeding and interdependence between 
states is deepening. This has resulted in stability among major powers and the possibility of 
large-scale war between them is small. On the other hand, globalization has also allowed 
threats to spread worldwide. A problem in a distant area has come to affect the security of 
Japan and the world. 

Transnational challenges are increasing. International terrorism, proliferation of 
weapons of mass destruction (WMDs), and piracy are some of those challenges we face. To 
solve these problems, international cooperation is vital and a robust international system is 
needed to spur such cooperation. There are signs of changes in the international system itself 
caused by emergence of rising powers and other factors. 
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(2) Global Challenges 
Challenges in the Post-Cold War security environment include the issue of civil wars. 

Civil wars can result in a failed state, and the fragile governance not only leads to deprivation 
of individual rights and security but could also provide a sanctuary for international terror and 
crime groups. Impacts of these threats could reach anywhere in the world. International 
community must cooperate in restoring governance in affected areas, and military 
organizations are expected to play greater roles.  

Proliferation of WMDs, particularly nuclear weapons, constitutes a serious threat to 
international security. Proliferation of nuclear weapons could result in a nuclearization 
domino effect and increase the risk of acquisition of nuclear weapons by terrorist groups. 

The United States has been the leader and provider of global security. The United 
States has controlled the international public space known as the “Global Commons,” which 
has enabled it to provide such international public goods as freedom of navigation in the 
high-seas. Today, the United States enjoys absolute superiority and U.S. primacy seems to 
remain unchallenged into the foreseeable future. If the U.S. commitment to the world declines, 
this could result in an erosion of global and regional security. Regardless of the strength of 
U.S. will, if a perception were to spread among the countries in the Asia-Pacific region that 
U.S. commitment to the region was in decline, it could destabilize the region and lower 
deterrence of the Japan-U.S. alliance.  

In order to maintain a current cooperative international system, it is important for 
major powers such as EU members and Japan to tackle international problems together with 
the United States. At the same time, it is important to encourage emerging powers to be 
responsible stakeholders actively bolstering the international system. 
 
(3) Security Environment Surrounding Japan 

North Korea continues its nuclear and missile development. This is a serious threat to 
international peace and security. From Japan’s point of view, in addition to nuclear and 
missile threats, subversive activities by North Korea’s special operation forces (SOF) would 
constitute another threat. The future of North Korea’s regime is uncertain and the collapse of 
the regime is a possibility. 

China is undergoing numerous changes. Many of these changes are favorable for 
Japan. The two countries are continuing efforts to build a “Mutually Beneficial Relationship 
Based on Common Strategic Interests.” On the other hand, rapid reinforcement of its military 
power while lacking transparency in terms of their purpose and size, is a concern for Japan 
and the region. It is Japan’s expectation that China chooses to be a responsible power, and 
Japan should work hard to provide an environment that facilitates such a choice.  

Russia, a member of the G8, is one of the key players who can influence security in 
the Asia-Pacific region. Russia’s military is less active than during the Cold War era, but still 
maintains its latent ability. While there is an unresolved territorial issue between Japan and 
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Russia, in order to improve the security environment in the neighborhood, Japan should 
enhance confidence with Russia in the region. 

In the Asia-Pacific region, a bundle of bilateral alliances with the United States has 
played an important role in guaranteeing regional security and order, but regional security 
frameworks are still fragile. It is necessary to develop cooperation with regard to specific 
areas such as terrorism and infectious disease into regional cooperation on security.  

Japan’s relations with the Republic of Korea are very important. We hope that the 
Japan-ROK security cooperation, which has been growing recently, will further deepen. 
 
Section 3 The “Multilayered Cooperative Security Strategy” 

 
The “Multilayered Cooperative Security Strategy” proposes a way to realize three 

goals by combining four approaches. The three goals are maintaining Japan’s security, 
preventing threats from materializing, and maintaining and strengthening the international 
system. The four approaches are Japan’s own efforts, cooperation with its ally, cooperation 
with other countries in the region and cooperation with the global community.  

In today’s security environment, compared to that of 2004 when the current 
“National Defense Program Guidelines” was adopted, threats to international systems are 
increasing and the U.S. influence that has supported and led the international system seems to 
have changed. Japan shares many security interests with countries in the Asia-Pacific region, 
but unlike in Europe, the region lacks an effective regional security framework. Therefore, 
this Strategy sets a new goal, “maintaining and strengthening the international system,” and 
adds a new approach, “cooperation with other countries in the region.” These three targets 
overlap with each other in many ways and are mutually reinforcing. In addition, today’s 
security environment is less characterized by geographical notions and there is less clear 
distinction between peacetime and wartime. Hence, it is important to combine four 
approaches in synergy and make them function multilayeredly and seamlessly. 
 
(1) Japan’s Security: Responses to Direct Threats and Issues to Japan 

To prevent threats that vary in kind and quality from harming Japan’s security 
directly, Japan should respond to these threats and challenges seamlessly. Hardware and 
software must be combined to bring about the maximum result. Means to achieve the goals 
include: building up Multi-functional and Flexible Defense Force while defining priorities 
among threats and risks; to set up a web of multilayered deterrence to counter the threat of 
nuclear weapons and ballistic missiles; and strengthen the alliance with the U.S. through 
identifying both strategic and tactical common objectives.  

In the new era of Japan-U.S. alliance, Japan should not always be led by its ally, but 
take its own initiatives proactively for Japan’s own security in particular, and cooperate with 
the United States on issues which Japan cannot solve alone.  
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To realize abandonment of nuclear and missile development of North Korea through 
diplomatic means, Japan should make multilayered efforts, including implementation of 
UNSC resolutions, and diplomatic approaches to the countries concerned. International 
terrorism should be suppressed through regulatory efforts by law enforcement agencies and 
other organizations. 

An integral approach that requires domestic coordination among ministries and 
agencies is highly important to address such emergencies as the violation of territorial waters, 
large-scale disasters. Other important elements include intelligence functions with which 
Japan can independently gather and analyze information to make policy decisions, and 
civilian control that enables wide-ranging use of the SDF in order to achieve political targets. 
 
(2) Preventing Threats from Materializing 

To prevent threats from materializing, the “seed” of a threat must be addressed to 
prevent it from growing into a real “threat.” To achieve this goal, the overall security 
environment must be improved through indirect means and by increasing mutual 
understanding. 

U.S. military presence in the Asia-Pacific region is vital to the stability of this region. 
Realignment of U.S. forces and transformation of the Japan-U.S. alliance should be 
implemented steadily. In addition, Japan and the United States should cooperatively maintain 
a stable regional security environment through international peace cooperation activities and 
multinational military exercises. 

In order to keep a regional problem from growing into a destabilizing factor for the 
region, countries in the region should strengthen relationship based on mutual confidence. For 
this purpose, such measures as institutionalization of the relationship and establishment of a 
code of conduct are beneficial. Japan has already contributed to this in the field of maritime 
security, and should continue to promote such efforts. Japan should contribute to the stability 
of the region by strengthening security cooperation with ROK and Australia. Japan shares 
many common security interests with the two countries, both of which are allies of the United 
States. 

Once becoming a failed state, comprehensive support should be given to the country 
until it accomplishes reconstruction. Japan should participate in the peace building activities 
from immediate stages of post-conflict. Japan should also contribute more actively to the U.N. 
peacekeeping operations. Moreover, Japan should commit more positively to arms control 
regimes aimed at non-/counter-proliferation of WMDs as well as efforts in nuclear 
disarmament. 

Confidence-building measures result in improving Japan’s security level. Based on 
an understanding that defense exchanges and military deterrence work together inseparably, 
Japan should engage in defense exchange programs earnestly. At the same time, Japan should 
envision a new “Comprehensive Security” that increases effectiveness by combining defense 
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power with other powers such as diplomatic and economic power, and cultural attractiveness.  
 
(3) Maintenance and Strengthening the International System 

In order to realize the world Japan strives for, the current open and free international 
system should be maintained. At the same time, it is important to establish a complementary 
system in order to better counter new and transnational challenges. Japan should devote itself 
to establishing such a new system. In its endeavor to contribute to the international 
community, Japan should make efforts not to allow the so-called “historical” issue to hinder 
Japan’s initiatives in foreign policy. 

To play a more active role in establishing and strengthening the international system, 
a variety of initiatives should be implemented multilayeredly. First, Japan should work harder 
to achieve UN structural reforms. Japan should make more efforts to obtain permanent 
membership in the Security Council in order to contribute to the UN decision making process 
more actively. Additionally, more Japanese citizens are encouraged to join and work for the 
international organizations. 

Since it is difficult to establish a comprehensive regional security framework in the 
Asia-Pacific region, one should begin with cooperation in achievable areas. To integrate 
China into regional frameworks as a constructive member is of great importance for a stable 
regional order. As the first step toward the construction of a regional security framework, 
Japan should construct a network of allies and partners of the U.S., and upgrade the 
cooperative relationship with the ROK. Japan should envision establishment of a robust 
framework which is empowered to resolve conflicts as a long-term target, being premised on 
effectiveness of the Japan-U.S. alliance. Multilayered regional frameworks should be taken 
shape based on the ARF, ASEAN+3, Japanese-Indian cooperation, association among G20 
member states, and so on. Furthermore, Japan should try to organize a cooperative structure in 
the field of disaster relief.  

Japan has underpinned the international system with the U.S. in such spheres as 
economy and finance. Hereafter, Japan, cooperating with other states, should complement the 
roles that the U.S. has undertaken in order to secure the global commons. Many security 
issues of today require prompt decision making and action. A “core group” of states including 
Japan, the United States, and a few other states should be organized to achieve such an end.  
 
 
CHAPTER 2 THE MODALITY OF JAPAN’S DEFENSE FORCE 
 
Section 1 Roles of Japan’s Defense Force 

 
a) Deterrence and Effective Response to Contingencies On and Around Japan’s Territory 

One of the features of the current security environment is the growing importance of 
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situations in gray area between peacetime and wartime due to less warning time allowed in 
certain contingencies. Japan should put its priority on “deterrence by operations” – dynamic 
deterrence as opposed to static deterrence – through activities under normal circumstances. 
The SDF must have the hardware and software that enables them to respond seamlessly to 
situations as they develop. If an invasion of Japan’s sovereignty were to occur, Japan would 
need to expel it by exerting its defense capabilities. Japan should steadily build up a defense 
force that is able to cope effectively with possible contingencies. 

To counter the threat of North Korea’s ballistic missiles, deterrence is the most 
important tool. Japan continues to rely on the United States for nuclear deterrence by 
punishment. While Japan expects the United States to contribute its other strike capabilities as 
a second layer of deterrent, Japan should also conduct operational collaboration and 
cooperation with the United States. In addition, denial capabilities by missile defense systems 
and consequence management contribute to forming another layer of deterrence. To make 
such multilayered deterrence work more effectively, Japan-U.S. bilateral coordination is 
important. To defend against missiles, Japan should steadily continue its build-up program of 
missile defense system and promote the Japan-U.S. co-development program for a new 
sea-based interceptor missile. As for strike capability, Japan should conduct studies of 
possible weapons systems, etc., taking it as a given that operations will be executed together 
with the United States. Japan should also build up its information gathering capabilities that 
are complementary to those of the United States.  

Japan should be able to sense indications of subversive activities by North Korean 
SOF and international terror groups, and cope promptly with them. While assisting law 
enforcement agencies in earlier stages, the SDF should perform the central role in operations 
such as protection of Japan’s important facilities. 

In relation to the issues of territories in surrounding waters and of delimitation of 
EEZ, while carrying out constant surveillance activities, Japan should maintain its qualitative 
superiority in operational capabilities. Moreover, Japan should consider posting of new SDF 
units and enhance maneuvering capabilities for the security of its offshore islands. 

Recognizing the high frequency of natural disasters in Japan, the SDF is expected to 
assume an important role in large-scale disasters. The SDF, as a source of relief and security 
for the Japanese people, should further strengthen its ties with local communities, whose 
ability for countering disaster is deteriorating due to such factors as aging population.  

A full-scale invasion against Japan is unlikely in the current international situation. A 
state, however, must intrinsically remain prepared to defend itself from a possible invasion. 
Japan should continue to possess the minimum level of capabilities necessary to counter this 
type of invasion as a precaution against unforeseeable changes in the international situation. 
 
b) Further Stabilization of Regional Environment and Order  

Since it is necessary to pay attention to increased activities of China and Russia in 
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the area surrounding Japan, Japan should establish its intelligence superiority by ascertaining 
neighboring countries’ military movements through ISR (intelligence, surveillance and 
reconnaissance) activities.  

Recent defense exchanges place emphasis on international cooperation aimed at 
solving common challenges. Japan-China cooperation in such fields as maritime security will 
bring about a favorable influence to the whole region. At the same time, Japan, with ROK and 
Australia, must take initiatives in a variety of issues in the region. Japan should take concrete 
steps to cooperate with the two countries in intelligence and logistics support. Japan should 
consider dispatching SDF units more actively to places where it can cooperate with these two 
countries in international peace cooperation activities. 

Japan should also contribute to efforts toward regional stability through regional 
security frameworks including ASEAN. Japan should actively support multilateral exercises, 
particularly for such purposes as humanitarian assistance and disaster relief. 
 
c) Improving the Global Security Environment 

Countering international terrorism is an important security objective for Japan. Japan 
should make long-term contribution in international efforts, including its support activities for 
maritime interdiction operations in the Indian Ocean.  

In participating in reconstruction efforts in failed states, the SDF should put greater 
emphasis on the protection of civilians and support for building up security capabilities in 
addition to humanitarian assistance and support for economic and social recovery. It is also 
necessary to prepare conditions that facilitate more active participation in the PKO. As the 
importance of disaster relief is likely to increase in the future, the SDF’s international disaster 
relief activities will also be important. 

Japan should assign the SDF actively in efforts such as PSI to prevent proliferation of 
WMDs and their delivery means. Japan should also more keenly promote exchanges and 
cooperation with NATO and European countries. 
 
Section 2 New Functions and Posture of the Defense Force 

 
(1) Guiding Principles for the Build-up of Japan’s Defense Posture 

Recently, roles of Japan’s defense force in ensuring Japanese nationals’ security is 
broadening. In addition, the defense force is requested to conduct law enforcement activities. 
Today’s defense force should develop into a “multi-functional force” that is able to carry out 
various missions, and one that can react to a sudden crisis quickly and appropriately, in a 
“flexible” manner. From this viewpoint, the current SDF needs further structural 
transformation. 

Because required skill level of units and personnel is becoming higher and more 
professional, an SDF unit must react to contingency with its usual line-up, not relying on 
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wartime call-up. Therefore, personnel fill rate of the SDF should be kept high even in 
peacetime.  

In pursuing the structural transformation, the Japanese government must allocate 
appropriate resources to the defense sector so that the defense force can maintain necessary 
equipment and personnel and operate them, while setting clear priorities and efficiently using 
defense expenditure. 
 
(2) Common Requirements for the Defense Force to Fulfill Functions 

Japan should build up its defense force with high cost-effectiveness giving priorities 
to quality and software. Listed below are common requirements for pursuing this objective. 
 

- Establishing intelligence superiority: introduce ISR assets such as aircraft and vessels 
and link them into a network; utilize outer space effectively and efficiently.  

- Enhancing C4 and information security: as a basis of both seamless response to an 
aggravating situation and more active participation in international peace cooperation 
activities. 

- Utilizing high-quality science and technology: Japan should move away from 
increasing quantity and improve the quality of the defense capabilities being attentive 
to trends in military technology. 

- Considering geographical conditions: improve maneuvering capabilities, and seek to 
take advantage of outlying islands for ISR and other operations. 

 
(3) Enhancing Joint Operations and Increasing Jointness  

Based on lessons learned since the Joint Staff centralized operational functions, the 
SDF should continue to improve its joint operations capabilities, and establish methods for 
education and training and unit composition that contribute to joint operations. Also important 
is for the Joint Staff to have authority to make recommendations for defense build-up, based 
on judgment of priorities from operational perspective. 
 
(4) Defense Build-up that Contributes to Strengthening Japan-U.S. alliance 

Roles and missions sharing for contingencies between Japan and the United States 
have been specified, and this provides basis for considering mutual complementarities of 
capabilities of both countries. Whenever Japan thinks of building up its defense force, it is 
important to take into consideration roles and missions sharing and improvement of 
interoperability with the United States. 
 
(5) International Peace Cooperation Activities 

Though international peace cooperation activities became one of the SDF’s primary 
missions, recent record of participation is not satisfactory. The SDF should sustain a posture 
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that enables it to always be in a position to dispatch troops to multiple large-scale and 
multi-dimentional PKO missions. 
 
Section 3 Infrastructure that Bolsters the Defense Force 

 
(1) Personnel Infrastructure (Response to Decline in Number of Young People, and Other 

Issues) 
The SDF is facing two urgent challenges with regard to personnel infrastructure: 

decline in the number of young people; and maladjustment of the age structure and rank 
promotion system. To respond to the decline in the number of young people, the SDF should 
expand recruitment of women and open more occupational specialties to them, and change its 
hiring condition to one with longer terms of contract. To adjust the age structure, the SDF 
should reduce the number of NCOs promoted to officers, as well as try to motivate and 
revitalize the NCOs. Introduction of an early retirement system is a matter for consideration, 
and government-wide efforts to help retired personnel earn new jobs would be the key to 
making the new system work. Establishing professionalism among the SDF personnel is 
another important issue. 

The Council expects the Japanese government to consider this matter and take 
necessary measures, in view of the significant security implications of the problem. 
 
(2) Materiel Infrastructure (Defense Production and Technology Infrastructure) 

Prices of SDF equipment are becoming more expensive while defense expenditure 
continues to decrease gradually. There are trends toward international joint development 
programs in other advanced countries. Japanese defense production and technology 
infrastructure is now at the crossroads of whether it can accommodate itself to these external 
changes. 

Reforms of defense programming and procurement should continue to be carried out 
steadily, including promotion of IPT (Integrated Project Team) concept. In addition, the 
Japanese government should spell out a comprehensive defense industrial policy that decides 
which part of the infrastructure is priority for Japan and to be sustained and nurtured, and 
pursue the realization of infrastructure from which the government would be able to acquire 
state-of-the-art equipments at a moderate cost. Also important is to decide to join the circle of 
international joint development.  
 
(3) Social Infrastructure (Support from Japanese Nationals, and Local Cooperation) 

Japan has tended to avoid engaging in arguments on security and defense issues, and 
to be unable to discuss calmly in a time of need. There should be broad discussions on various 
aspects of Japan’s security policy, and for that reason accurate information from the 
government should be provided. 
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The Japanese people and local residents have high expectations of the SDF’s disaster 
relief operations and support for civilian activities. Thanks to improvements in the 
deployment capabilities of units, today the Japanese government can assign the location of 
each unit more flexibly. When the Japanese government makes a decision on the stationing of 
units, it should take into account whether the location is convenient for daily training and 
whether the location is conducive to forming strong ties with local community. 

We should recognize that Japanese people’s understanding and support for the SDF, 
and cooperation from local communities have now become important elements of Japan’s 
defense capabilities. 
 
 
CHAPTER 3 REVIEWS ON BASIC PRINCIPLES OF JAPAN’S NATIONAL 

SECURITY 
 
Section 1 Guiding Principles for National Security Policy 

 
Since the “Basic Policy for National Defense” was adopted more than 50 years ago, 

there has not been a single modification of the document. The Basic Policy is not specific 
enough to provide substantial guidance in setting Japan’s national security policies.  

There is a set of principles that has been regarded as Japan’s “basics of defense 
policy.” 

- Exclusively defense-oriented policy  
- Not becoming a military power which threatens other countries 
- Ensuring civilian control  
- The Three Non-Nuclear Principles  

These principles have been significant as putting the brake, but explain little on what Japan 
should do. Civilian control and the policy of not becoming a military power have not lost their 
importance. Due to changing security circumstances, however, today’s world is quite different 
from the one the exclusively defense-oriented policy originally assumed. 

We should decide the basic principles for national security policy, and explain them 
at home and abroad. We should also examine the ideas which have represented Japan’s basic 
stance, such as exclusively defense-oriented policy, from today’s viewpoint. 
 
Section 2 Guidelines and Frameworks for International Peace Cooperation 
Activities 

l 

 
Japan’s commitment to U.N. peacekeeping operations has not been very active 

recently. In order to increase Japan’s participation in U.N. PKO, it is necessary to review lega
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 the real world 
ituations, thus it has to be corrected. The Council expects the Japanese government to reflect 

t o re. 

Section

tical criteria which have been used to decide whether or not to dispatch the SDF to a 
PKO mission. 

The “Five Principles” that is the legal standard contains several ideas to be reviewed 
such as scope of “parties in conflict” and the way of use of weapons. The “Five Principles” 
and the International Peace Cooperation Law, which are two sides of the same coin, shoul
revised. Japan’s new political criteria should include estimate of legitimacy of the miss
safety level and whether Japan’s potential ability will be perform

n these estimates, Japan should decide whether participation in the mission in 
question is consistent with Japan’s national interests or not.  

To manage needs for international peace cooperation activities by making indi
easures laws is problematic. Early enactment of a so-called “permanent law” is 

necessary for Japan to more keenly conduct international peace cooperation activities. 
The Advisory Panel on Reconstruction of the Legal Basis for Security (“The Pane

on Security Legislation”) recommended that international peace cooperation activities s
not be construed as “use of force as means of settling international disputes” and that the 
concept of “ittaika” (“form an integral component of”) is far away from
s
he conclusi n of the Report into Japanese legal system in the futu

 
 3 Policies on Response to a Ballistic Missile Attack 

 
To defend Japan against a ballistic missile attack, while Japan relies on the U.S. for 

deterren

mmendations on interception of a 
ballistic  

tercept 
a missile e 

on, it is necessary to examine and establish an appropriate 
gislation by taking such measures as review of the traditional constitutional interpretation on 
e right of collective self-defense. 

t by retaliation, Japan should play its own role in interception of the missile and 
consequence management.  

The Panel on Security Legislation made reco
missile on its way to the U.S. and defense of U.S. vessels during Japan-U.S. bilateral

operations, and the Council strongly supports them. 
Advancement of capability of North Korea’s ballistic missiles makes Japan and the 

U.S. to confront a common threat. For its own security purposes, Japan is required to in
 on its way to the U.S. By reviewing traditional constitutional interpretation on th

right of collective self-defense, Japan should interpret such an interception as lawful.  
If SDF vessels could not defend U.S. vessels which are engaged in warning and 

surveillance operations for missiles, the confidence in bilateral relations would drop, and 
subsequently security of Japan would be damaged considerably. In order for the SDF to 
defend U.S. vessels in such a situati
le
th
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Section
 

 4 The Three Principles on Arms Exports, etc. 
 

The United States and European countries are now trying to acquire high-end 
technology and equipment by setting up international division of labor. If Japan could not 
participate in such a framework of international joint research and development (R&D)
production because of the restrictions of the Three Principles on Arms Export, etc., the risk of 
Japan being left behind in international technological development would increase. In 
addition, if a Japanese enterprise is allowed to export the United States certain equipm
was originally licensed by the U.S

 and 

ent that 
. and is now produced in Japan, such Japan-U.S. equipment 

cooperat  

tc. for 
certain e  

 until then, the 
bovementioned individual issues must be exempted application of the Three Principles on 

A e least. 

tegy

ion could lead to a deepening of bilateral relationship, but for now the Three
Principles hinder such initiatives. 

Since 2004, the Japanese government has taken a stance of examining on a 
case-by-case basis and deciding whether to ease the Three Principles on Arms Export, e

quipment related to support of counter-terrorism and counter-piracy. However, this
method of examining on a case-by-case basis is, in fact, a hurdle at the entrance stage. 

Unless Japan addresses these problems, Japan’s defense capability could possibly 
decline. The Council considers it appropriate to set a new guideline that directs the arms 
export control policy. However, even if the present policy framework survives
a

rms Export, etc. on the condition that strict control be enforced, at th
 
Section 5 Foundation for Realizing the New Security Stra  

 

ned 
cil 

t as soon as possible measures that 
are executable within current constraints, as well as continue to consider establishing a 

 
of Information Gathering 

Satellite

(1) Strengthening Function of the Kantei (Prime Minister’s Office) 
The key to implementing an integrated national security policy is  the strengthe

functions of the Kantei as a command post. Recommended measures stated by “the Coun
on the Strengthening of the Function of the Prime Minister’s Office Regarding National 
Security” and “the Council for Reforming the Ministry of Defense” have not been fully 
implemented. The Japanese government should implemen

permanent secretariat that supports ministerial meetings. 
 

(2) Strengthening the Functions of Intelligence and Information Security 
In order to appropriately address expanding needs for intelligence, Japan should

strengthen and improve human intelligence (HUMINT), capability 
s, frameworks of intelligence cooperation and information security with foreign 

countries, and infrastructure of open source intelligence (OSINT). 
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p an integrated legal system that stipulates the handling of 
lassified information of Japan and to strengthen countermeasures against illegal access and 

 

result in strengthened 
ivilian control by the Diet. It is also desirable to discuss the procedures for holding secret 

sessions and setting rules for handling secret information in the Diet. 
 

Strong intelligence capability is supported by solid frameworks for information 
security. It's necessary to develo
c
leakage via computer network. 

(3) Strengthening Civilian Control by the Diet 
Under what is called the “1955 system” in Japanese politics, debates among Diet 

members tended to lack strategic perspectives and ideas about actively utilizing the SDF 
capabilities to realize a political end. It is of importance that the Diet, through substantial 
policy debates, offers guidelines on national security policy. This will 
c
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